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令和２年３月３日（火）、３月４日（水）、３月５日（木） 

場所：県庁行政棟１階 大会議室（B，C）    

 

時 間 内 容 説 明 者 資料 

10時30分 事務連絡 
県福祉保健部 

障害福祉課 

 

 

10時 35

分～ 

11時05分 

避難確保計画作成の義務化に

ついて 

県土木部河川課 

県土木部砂防課 

資料１ 

資料２ 

11時 05

分～ 

11時35分 

サービス管理責任者及び児童

発達支援管理責任者の要件 

県福祉保健部 

障害福祉課 
資料３ 

11時 35

分～ 

12時05分 

届出、申請等に係る留意事項 
県福祉保健部 

障害福祉課 
資料４ 

12時 05

分～ 

12時15分 

休 憩   

12時 15

分～ 

12時50分 

障害福祉サービス等における

指導内容 

県福祉保健部 

監査指導課 
資料５ 

12時 50

分～ 

13時00分 

質疑 等   
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避難確保計画作成の義務化について 
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【資料２】 

 

避難確保計画作成の義務化について 

 

 

土木部砂防課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



～要配慮者利用施設における円滑かつ迅速な避難のために～

※ 正式名称は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」です。

「水防法等の一部を改正する法律（平成29年法律第31号）」
の施行により、要配慮者利用施設の避難体制の強化を図るために
『土砂災害防止法』が平成29年6月19日に改正されました。

要配慮者利用施設の所有者・管理者の皆さまへ

急傾斜地

※ 「土砂災害警戒区域」とは、土砂災害が発生した場合

に、住民等の生命又は身体に危害が生じるおそれがある

と認められる区域であり、都道府県知事が指定します。

※ 上図は、急傾斜地の崩壊（がけ崩れ）に関する土砂災

害警戒区域等の指定イメージです。

とは・・・

社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として
防災上の配慮を要する方々が利用する施設です。

例
え
ば

1 避難確保計画の作成

● 避難確保計画が実効性あるものとするためには、施設管理者等の
皆さまが主体的に作成いただくことが重要です。

● 作成した避難確保計画は、職員のほか、利用者やご家族の方々も
日頃より確認することができるよう、その概要などを共用スペー
スの掲示板などに掲載しておくことも有効です。

※ 義務付けの対象となるのは、これら要配慮者利用施設のうち、
市町村地域防災計画にその名称及び所在地が定められた施設です。

土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設※ の管理者等は、

避難確保計画の作成・避難訓練の実施が義務となりました。
※ 市町村地域防災計画にその名称及び所在地が定められた施設が対象です。

要配慮者利用施設

〔社会福祉施設〕
・老人福祉施設
・有料老人ホーム
・認知症対応型老人共同生活援助事業の用に
供する施設

・身体障害者社会参加支援施設
・障害者支援施設
・地域活動支援センター
・福祉ホーム
・障害福祉サービス事業の用に供する施設
・保護施設
・児童福祉施設
・障害児通所支援事業の用に供する施設
・児童自立生活援助事業の用に供する施設
・放課後児童健全育成事業の用に供する施設
・子育て短期支援事業の用に供する施設
・一時預かり事業の用に供する施設
・児童相談所
・母子・父子福祉施設
・母子健康包括支援センター 等

〔学校〕
・幼稚園
・小学校
・中学校
・義務教育学校
・高等学校
・中等教育学校
・特別支援学校
・高等専門学校
・専修学校（高等課程
を置くもの） 等

〔医療施設〕
・病院
・診療所
・助産所 等

● 「避難確保計画」とは、土砂災害が発生するおそれがある場合に
おける利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な次
の事項を定めた計画です。
➢ 防災体制 ➢ 避難誘導 ➢ 施設の整備 ➢ 防災教育及び訓練の実施
➢ そのほか利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置 に関する事項

※国土交通省砂防部ホームページ（http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sabo/sabo01_fr_000012.html）に「要配慮者利用
施設管理者のための土砂災害に関する避難確保計画作成の手引き」を掲載していますので、計画作成の参考としてください。
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● 避難確保計画を作成・変更したときは、遅滞なく、その計画を市
町村長へ報告する必要があります。

2 市町村長への報告

3 避難訓練の実施

● 避難確保計画に基づいて避難訓練を実施します。職員のほか、可
能な範囲で利用者の方々にも協力してもらうなど、多くの方々が
避難訓練に参加することで、より実効性が高まります。

● ハザードマップ等の活用のほか、土石流が流れてくると予想
される区域や危険な急傾斜地から離れる方向に速やかに避難する
など、施設が立地している土砂災害警戒区域の実情に応じた避難
訓練を実施することが重要です。

●●市町村●●課
TEL： URL：

市町村地域防災計画（避難場所・避難経路など）・ハザードマップに関すること

長崎県土木部砂防課
TEL：095-820-4788 URL：https://www.pref.nagasaki.jp/section/sabo/

土砂災害警戒区域等の指定に関すること

国土交通省水管理・国土保全局砂防部砂防計画課
TEL：03-5253-8111（代表） URL：http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sabo/index.html

土砂災害防止法の改正に関すること

問い合わせ先

避難体制のより一層の強化のために、関係者が連携して取り組むことが重要です！！

ver1.5（ H29.6.19 ）

➢ 避難確保計画を作成しない要配慮者利用施設の管理者等に対して、市町村長が必要な指示を
する場合があります。
➢ 正当な理由がなく、指示に従わないときは、市町村長がその旨を公表する場合があります。
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1. はじめに 計画を作成するにあたって知っておきたいこと 

 はじめに 

土砂災害は突発的に発生し、大きな破壊力を有するため、人命に大きく影響する災害です。一

方、土砂災害は渓流や斜面において降雨等が原因で発生しますが、発生の細かなメカニズムや

条件がまだ分かっておらず、発生の場所や発生時刻を正確に予測することは現状では困難です。 

土砂災害は全国で、毎年約 1,000 件発生しており、各地で多くの被害が発生しております。これ

まで、平成 10 年 8 月の集中豪雨により福島県白河郡西郷村の社会福祉施設において、また、平

成 21 年 7 月の梅雨前線豪雨では山口県防府市の特別養護老人ホームにおいて土石流により

甚大な被害が発生するなど、要配慮者利用施設における警戒避難体制の整備は喫緊の課題と

なっています。 

今回、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」（以下、「土砂

災害防止法」という）が改正され、市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配

慮者利用施設の管理者等に対して、避難確保計画の作成や避難訓練の実施が義務付けられま

した。 

本手引きは、要配慮者利用施設の管理者等があらかじめ理解しておくべき土砂災害に関する

特徴や避難確保計画に記載するべき事項等を記載しております。本手引きが参考となり、避難確

保計画が作成され、避難訓練が実施されるなど要配慮者利用施設の避難体制が確保されること

を期待しています。 
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 土砂災害の種類と特徴 
（１） 土砂災害の種類 

 ［土砂災害とは］ ※土砂災害の種類とイメージを図-1.1 に示します。 

① がけ崩れ 

雨などの影響によって、土の抵抗力が弱まり、急激に斜面が崩れ落ちる現象。 

ひとたび人家を襲うと逃げ遅れる人も多く死者の割合も高い。 

② 土石流 

山腹や渓床を構成する土砂石礫の一部が長雨や集中豪雨などによって水と一体となり、一

気に下流へ押し流される現象。 

流れの速さは 20～40km/h という速度で一瞬のうちに人家や畑などを壊滅させてしまう。 

③ 地すべり 

斜面の土塊が地下水などの影響により、すべり面に沿ってゆっくりと斜面下方へ移動する現

象。 

一般的に広範囲に及び移動土塊量が大きいため甚大な被害を及ぼす可能性が高い。 

 

 

 

図-1.1 土砂災害の種類 

 

 

 （２） 土砂災害の特徴と行動 

 ［人命を奪う土砂災害］ 

■ 自然災害による死者・行方不明者のうち、土砂災害が占める割合が高いです。 

■ 土砂災害による死者・行方不明者のうち、災害時要配慮者が約 6 割を占めています。 
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図-1.2 自然災害における土砂災害の被害の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.3 自然災害における原因・被災場所別の犠牲者数（2004 年-2011 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ：牛山ら（2013）：発生場所別に見た近年の豪雨災害による犠牲者の特徴より 
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図-1.4 土砂災害の特徴と避難行動 

 

 土砂災害のおそれのある場所 
 ［土砂災害警戒区域と土砂災害特別警戒区域とは］ 

 土砂災害警戒区域（イエローゾーン） 

急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれが

あると認められる土地の区域で、当該区域における土砂災害を防止するために警戒避難体

制を特に整備すべき土地の区域として指定された区域です。 

 土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン） 

土砂災害警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には建築物に損壊が生じ住

民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、一定の

開発行為の制限及び居室を有する建築物の構造の規制をすべき土地の区域として指定され

た区域です。 

 

(a)急傾斜地の崩壊          (b)土石流            (c)地すべり 

図-1.5 土砂災害警戒区域と土砂災害特別警戒区域（イメージ） 
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 ［土砂災害危険箇所とは］ 

 過去に都道府県が調査した土砂災害（急傾斜地崩壊、土石流、地すべり）による被害のおそ

れがある区域です。 

 急傾斜地崩壊危険箇所の被害想定区域 

傾斜度 30 度以上、高さ 5m 以上の急傾斜地で人家や公共施設に被害を及ぼすおそれの

ある傾斜地およびその近接地です。 

 土石流危険区域 

渓流の勾配が 3 度以上（火山砂防地域では 2 度以上）あり、土石流が発生した場合に被

害が予想される危険区域、人家や公共施設がある区域です。 

 地すべり危険区域 

空中写真の判読や災害記録の調査、現地調査によって、地すべりの発生するおそれがあ

ると判断された区域のうち、河川・道路・公共施設・人家等に被害を与えるおそれのある範囲

です。 

 

土砂災害危険箇所とは、急傾斜地崩壊危険箇所の被害想定区域、土石流危険区域及び地

すべり危険区域の総称であり、土砂災害が発生した場合、被害を受ける可能性のある区域の

こと。 

 

これら土砂災害のおそれのある場所（土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災

害危険箇所）については、都道府県のホームページ等で確認できます。 

 

 土砂災害ハザードマップの確認 
 土砂災害の危険性に関する情報をいち早く知る方法として、市町村が作成するハザードマップが

あります。市町村は、土砂災害警戒区域等の危険な区域に関する情報や避難場所・避難経路等

の土砂災害に対する避難に関する情報について、住民等へ周知することが土砂災害防止法におい

て規定されています。 

 市町村が作成したハザードマップは、印刷物として配布されるとともに、市町村のホームページで

公表されていますので、ハザードマップを確認し、要配慮者利用施設やその周辺にどのような土砂

災害や水害の危険性があるのかを事前に確認し、施設が土砂災害警戒区域等の範囲に立地する

場合は、土砂災害に対する避難確保計画を作成する必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-1.6 土砂災害ハザードマップの例 



6 
 

 指定緊急避難場所と指定避難所 
 ［指定緊急避難場所とは］（市町村が指定） 

 災害の危険から命を守るために緊急的に避難をする場所です。 

 土砂災害、洪水、津波、地震等の災害種別に応じ、指定されます。 

 

 ［指定避難所とは］（市町村が指定） 

 災害の危険に伴い避難をしてきた人々が一定期間避難生活をする場所です。 

 
 土砂災害の避難に関する情報 

 土砂災害の避難に関する情報として、土砂災害警戒情報、気象情報や避難勧告等の関係は図-

1.7 のとおりです。 

また、土砂災害の避難に関する情報として、都道府県や市町村等の行政機関や気象庁が発表

する情報の種類と内容を表-1.1～表-1.4 に示します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-1.7 土砂災害警戒情報・気象情報・避難勧告等関係（イメージ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大雨特別警報
（土砂災害）

大雨警報
（土砂災害）

大雨注意報
・要配慮者は、立ち退き避難する。

土砂災害警戒情報
・気象警報 等

避難勧告等

避難指示
（緊急）

避難勧告

避難準備・高齢
者等避難開始

・災害に対応した指定避難場所へ
立ち退き避難する。

・立ち退き避難はかえって命に危
険を及ぼしかねないと自ら判断
する場合には、「緊急的な待避場
所」への避難や、「屋内での安全
確保措置」をとる。

・直ちに立ち退き避難する。

・立ち退き避難はかえって命に危
険を及ぼしかねないと自ら判断
する場合には、屋内でもより安全
な場所へ移動する安全確保措置
をとる。

時
間

（判断基準の設定
の一例）

※避難勧告等の判断基準設定の一例は、避難勧告等に関するガイドライン②（発令基準・防災体制編）（内閣府（防災担当）：平成29年1月）を基に作成

土砂災害
警戒情報

※「土砂災害警戒情報が発表された場合は、市町
村長は直ちに避難勧告等を発令することを基
本とする。」土砂災害防止対策基本指針（平
成27年1月）（抜粋）

（求められる行動）

土砂災害に関するメッシュ情
報の「実況または予想で大雨
警報の基準に到達」 等

土砂災害警戒情報が発表 等

土砂災害に関するメッシュ情
報の「実況で土砂災害警戒情
報の基準に到達」 等
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表-1.1 行政から発令される避難情報 
種類 立退き避難が必要な居住者等に求める行動 

避難準備・高齢者等避難開始 ・ 避難に時間のかかる要配慮者とその支援者は立退き避難する。 

・ その他の人は立退き避難の準備を整えるとともに、以後の防災気象 

情報、水位情報等に注意を払い、自発的に避難を開始することが 

望ましい。 

・ 特に、突発性が高く予測が困難な土砂災害の危険性がある区域や

急激な水位上昇のおそれがある河川沿いでは、避難準備が整い次

第、当該災害に対応した指定緊急避難場所へ立退き避難すること

が強く望まれる。 

避難勧告 ・予想される災害に対応した指定緊急避難場所へ速やかに立退き避 

難する。 

・ 指定緊急避難場所への立退き避難はかえって命に危険を及ぼしか 

ねないと自ら判断する場合には、「近隣の安全な場所」※1 への避難 

や、少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として、「屋内安全 

確保」※2 を行う。 

避難指示（緊急） ・ 既に災害が発生していてもおかしくない極めて危険な状況となってお

り、未だ避難していない人は、予想される災害に対応した指定緊急

避難場所へ緊急に避難する。 

・ 指定緊急避難場所への立退き避難はかえって命に危険を及ぼしか 

ねないと自ら判断する場合には、「近隣の安全な場所」※1 への避 

難や、少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として、「屋内安

全確保」※2 を行う 

※1 近隣の安全な場所：指定緊急避難場所ではないが、近隣のより安全な場所・建物等 

※2 屋内安全確保：その時点に居る建物内において、より安全な部屋等への移動 

注 突発的な災害の場合、市町村長からの避難勧告等の発令が間に合わないこともあるため、身の危険を感じ 

たら躊躇なく自発的に避難する。 

 

 

表-1.2 気象情報、気象注意報・警報・特別警報 
 

項目 提供元 説明 
発表 

間隔 

主な提供 

サイト 

気
象
情
報 

台風情報 気象庁 ・ 台風が発生したときに発表される。 

・ 台風の位置や強さ等の実況及び予想

が記載されている。 

・ 台風が日本に近づくに伴い、より詳細

な情報をより更新頻度を上げて提供。 

－ 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 

府県気象情報 気象庁 ・ 警報等に先立って警戒・注意を呼びか 

けたり、警報等の発表中に現象の経

過、予想、防災上の留意点を解説し

たりするために、都道府県別（北海

道、沖縄県ではさらに細かい単位）に

適時発表される。（全国を対象とする

「全般気象情報」、全国を１１に分けた

地方予報区を対象とする「地方気象

情報」もある。） 

－ 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 

記録的短時間大

雨情報 

気象庁 ・ 大雨警報（浸水害）等が発表されてい

る状況で、数年に一度しか起こらない

ような記録的な短時間の大雨を観測し

たときに発表される。 

－ 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 
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警報級の可能性

（H29 出水期から

提供開始） 

気象庁 ・ 警報級の現象のおそれ（警報発表の

可能性）が［高］［中］２段階の確度で

提供される。 
－ 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 

 

大雨注意報 気象庁 ・ 大雨により、災害が起こるおそれがある

場合に発表される。 

・ 注意を呼びかける対象となる災害とし

て、注意報文の本文に、土砂災害、浸

水害のいずれか又は両方が記載され

ている。 

－ 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 

気
象
注
意
報
・
警
報
・特
別
警
報 

洪水注意報 気象庁 ・ 河川が増水することにより、災害が起こ

るおそれがある場合に発表される（指

定河川については、この洪水注意報や

警報の他、河川を特定して水位予測

結果を含む指定河川洪水予報も発表

される）。 

－ 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 

大雨警報 気象庁 ・ 大雨により、重大な災害が起こるおそ

れがある場合に発表される。 

・ 警戒を呼びかける対象となる災害に応

じ、「大雨警報（土砂災害）」「大雨警

報（浸水害）」「大雨警報（土砂災害、

浸水害）」という名称で発表される。 

－ 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 

洪水警報 気象庁 ・ 河川が増水することにより、重大な災

害が起こるおそれがある場合に発表さ

れる（指定河川について、この洪水警

報や注意報の他、河川を特定して水

位予測結果を含む指定河川洪水予

報も発表される）。 

－ 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 

大雨特別警報 気象庁 ・ 大雨により、重大な災害が起こるおそ

れが著しく大きい場合に発表される。 

・ 警戒を呼びかける対象となる災害に応

じ、「大雨特別警報（土砂災害）」「大

雨特別警報（浸水害）」「大雨特別警

報（土砂災害、浸水害）」という名称で

発表される。 

－ 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 

 

 

 

表-1.3 雨量に関する主な情報 
 

項目 提供元 説明 
発表 

間隔 

主な提供 

サイト 

地
点
雨
量
の
把
握 

アメダス 気象庁 ・ 気象庁がアメダスによって観測した雨

量。 

気 象 庁

HP ： 60

分毎 

防 災 情

報提供シ

ス テ ム ：

10 分毎 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 
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テレメータ雨量 国 土 交 通

省 

・ 国土交通省河川事務所等が観測した

雨量。 

10 分毎 ・ 川の防災情

報 

・ 市町村向け

川の防災情

報 

リアルタイム 

雨量 

国 土 交 通

省 

・ 国土交通省が保有する情報を集約し

て提供 

10 分毎 ・防災情報提 

供センター 

（リアルタイム

雨量） 

流
域
雨
量 

流域平均雨量 

 

 

 

国 土 交 通

省 

・ 河川の流域における平均の雨量 10 分毎 ・市町村向け 

川の防災情

報 

面
的
な
雨
量
把
握 

レーダ・降水ナウ

キャスト 

気象庁 ・ 現時刻までの 5 分毎の降水強度分

布、及び、60 分後まで 5 分毎の予測

降水強度分布を表示したもの。 

5 分毎 ・気象庁 HP 

・防災情報提

供システム 

レーダ雨量 

（C バンドレーダ） 

国 土 交 通

省 

・ レーダ雨量計によって観測した降水強

度分布 

・ 1km メッシュで観測 

5 分毎 ・川の防災情

報 

・市町村向け

川の防災情報 

レーダ雨量 

（XRAIN） 

国 土 交 通

省 

・ レーダ雨量計によって観測した降水強

度分布 

 ・ 250m メッシュで観測 

1 分毎 ・川の防災情

報 

・市町村向け

川の防災情報 

リアルタイムレーダ 国 土 交 通

省 

・ 国土交通省の保有するレーダ情報を

重ね合わせて提供。 

5 分毎 ・防災情報提

供センター 

（ 国 土 交 通

省） 

解析雨量・降水

短時間予報 

気象庁 ・ 現時刻までの前 1 時間の雨量の分布

及び 6 時間先までの 1 時間毎の予測

雨量分布を表示したもの。 

30 分毎 ・気象庁 HP 

・防災情報提

供システム 

高解像度降水 

ナウキャスト 

気象庁 ・ 30 分先までは 250m メッシュで、35 分

先から 60 分先までは 1km メッシュで、

予測雨量、予測降雨強度の分布を表

示したもの。 
 

5 分毎 ・気象庁 HP 

・防災情報提

供システム 

 

 

表-1.4 土砂災害に関する情報 
 

項目 提供元 説明 
発表 

間隔 

主な提供 

サイト 

土
砂
災
害
に
関
す
る
情
報 

土砂災害警戒情

報 

気 象 庁 と

都 道 府 県

の共同 

・ 大雨警報（土砂災害）等が発表されて

いる状況で、土砂災害発生の危険度

が更に高まったときに発表される。 
－ 

・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 

土砂災害警戒判

定メッシュ情報 

気象庁 ・ 5km 四方の領域（メッシュ）毎に、土砂

災害の危険度を 5 段階に判定した結

果を表示したもの。 

・ 避難に要する時間を確保するために 2

時間先までの雨量予測に基づく土壌

雨量指数の予想を用いている。 

 

10 分毎 ・ 気象庁 HP 

・ 防災情報提

供システム 
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都道府県が提供

する土砂災害危

険度をより詳しく

示した情報 

都 道 府 県

の 砂 防 部

局 

・ 都道府県毎、1～5km メッシュ。 
※1 ほとんどの都道府県が、メッシュ単位の

土砂災害発生危険度や危険度の推移がわ

かるスネーク曲線等の情報を一般公開してお

り、国土交通省の HP 

（ http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sabo/

sabo_ken_link.html）から、各都道府県のペー

ジにリンクさせている。市町村単位で発表され

る土砂災害警戒情報に比べて、時間的、空

間的によりきめ細かく土砂災害の発生危険度

を把握できるが、都道府県によってメッシュの

大きさや更新のタイミング等が異なるため、各

都道府県が提供しているこれらの情報の特性

を確認した上で参考とする必要がある。本ガ

イドラインでは、土砂災害警戒判定メッシュ情

報と各都道府県が提供する土砂災害危険度

をより詳しく示した情報をまとめて「土砂災害

に関するメッシュ情報」と呼んでいる。 

10 分～

60 分毎 

・ 都道府県の

砂防部局 

 
 避難の方法 

 ［避難行動の考え方］ 

 「避難行動」は、自然災害から「命を守るための行動」であり、次に掲げる事項をできる限り事

前に明確にしておく必要があります。 

① 土砂災害、洪水、津波、地震等の災害種別毎に命の脅威がある場所を特定すること 

② それぞれの脅威に対して、どのような避難行動をとれば良いかを明確にすること 

③ どのタイミングで避難行動をとることが望ましいかを明確にすること 

 

   なお、災害は土砂災害だけでなく、複数の災害が同時に発生する事が多い事から、避難時に

他の災害に遭わないよう判断が必要です。 

 

 土砂災害は命を脅かすことが多い災害であり、土砂災害警戒区域から一刻も早く立ち退き避

難を行うことが必要です。地域によって、土砂災害の形態や、規模が大きく異なることや、夜

間や大雨時など避難時の状況によってとるべき行動が異なることを踏まえて避難行動を教え

る必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図-1.8 外出の危険度に応じた避難場所 

※避難の基本的な考え方（内閣府提供） 
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 避難確保計画を作成しなければならない要配慮者利用施設 
土砂災害警戒区域内に立地し、市町村地域防災計画に名称と所在地が定められた要配慮者

利用施設の管理者等は避難確保計画の作成や避難訓練の実施が義務となります。 

   また、作成した避難確保計画は、市町村長への報告が義務となります。 

なお、都道府県では土砂災害警戒区域を順次指定中ですが、未指定であっても土砂災害発

生の危険がある場合があります。土砂災害警戒区域の対象となるかは、都道府県の砂防担当部

局にご確認ください。 

土砂災害に関する避難確保計画の作成が難しい場合には、土砂災害に関して知見を有する

都道府県や砂防行政経験者（砂防ボランティア等）に助言を求めることもできます。 

本手引きは、新たに土砂災害に関する避難確保計画を作成することを念頭に記載例等を示し

たものですが、消防計画や地震、水害等の災害に対処するための具体的な計画を定めている場

合には、既存の計画に土砂災害に関する避難確保計画の項目を追加して作成することもできま

す。 

 

避難確保計画の作成や避難訓練の実施に関する事項は、土砂災害防止法第八条の二に定

められています。 

 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等） 

第八条の二 前条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定

められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、

急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用

している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する

計画を作成しなければならない。 

２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成した

ときは、遅滞なく、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同

様とする。 

３、４ 

５ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めると

ころにより、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における同項の要配慮者

利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行わなけれ

ばならない。 
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2. 避難確保計画に記載すべき事項 

2.1 防災体制に関する事項 
要配慮者利用施設における土砂災害に関する避難確保計画の構成例を示します。 

 

≪避難確保計画の構成例≫ 

１ ［目的］ 

２ ［防災体制に関する事項］ 

(１) ［各班の任務と組織］ 

(２) ［事前対策］ 

(３) ［情報収集及び伝達］ 

３ ［避難誘導に関する事項］ 

４ ［避難の確保を図るための施設の整備に関する事項］ 

５ ［防災教育及び訓練の実施に関する事項］ 

  

 

避難確保計画に記載すべき事項は、土砂災害防止法施行規則第五条の二に定められて 

います。 

 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画に定めるべき事項） 

第五条の二法第八条の二第一項の急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合に 

おける要配慮者利用施設（法第八条第一項第四号に規定する要配慮者利用施設をいう。 

以下同じ。）を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その

他の措置に関する計画においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

一 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合にお 

ける防災体制に関する事項 

二 急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配慮者利用施設を利 

用している者の避難の誘導に関する事項 

三 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合にお 

ける避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

四 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合を想 

定した防災教育及び訓練の実施に関する事項 

五 前各号に掲げるもののほか、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合にお 

ける要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るた 

めに必要な措置に関する事項 

 

 

 

要配慮者利用施設における土砂災害に関する避難確保計画は、当該施設を利用する要配慮

者（利用者)が、土砂災害により被害を受けることがないように、施設の職員や利用者を土砂災害

から守ることを目的に作成するものです。 

また、作成した避難確保計画に基づいて、安全な避難行動を確実に行うことができるよう、防災

教育や訓練を行い、施設の職員や利用者に対して、土砂災害に関する知識を深めるとともに、訓

練等を通して課題等を抽出し、必要に応じて当該計画を見直ししていくことも重要です。 
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≪記載例≫ 

   ○．目的 

土砂災害に関する避難確保計画（以下、「避難確保計画」という）は、土砂災害防止

法第八条の二に基づき、○○施設近隣で土砂災害の発生または発生のおそれがある

場合に対応すべき必要な事項を定め、土砂災害から円滑かつ迅速な避難の確保を図

ることを目的とする。 

本避難確保計画は、○○施設に勤務する職員（以下「施設職員」という）およ

び施設の利用者または出入りする全ての者（以下「利用者等」という）に適用す

る。 

 

 

2.1.1.緊急時の職員配置と参集体制 
■ 土砂災害のおそれのある時の施設職員の役割分担や、勤務時間内外の参集体制及び参集

基準を定めておくことが必要です。（図-2.1、表-2.1） 

■ 的確な情報収集・伝達、そして迅速な避難行動ができるように、誰が何をするのかを明確にし、

必要な業務を実施できる人員を確保しておくことが重要です。 

■ 昼間だけでなく、施設職員が少ない夜間について、特に体制を確保しておくことが必要です。 

 

≪記載例≫ 

 

○ 職員の役割分担の例 

指 揮 班：施設管理者を支援し、各班へ必要な事項を指示する。 

情 報 収 集 班：テレビ、ラジオ、インターネットなどを活用した積極的な情報収集、がけ崩

れ等の前兆現象の把握や被害情報などを収集し、指揮班、避難誘導班

に必要事項を報告・伝達する。 

避 難 誘 導 班：避難準備・高齢者等避難開始の情報が発令された場合、がけ崩れ等の

前兆現象などを発見した場合に、利用者等を安全な場所へ避難誘導す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1 職員の役割分担（例） 

 

 

 

 

施設統括 施設管理者［施設長 ○○○○］

指揮班

情報収集班

避難誘導班

班長：事務長 ○○○○

班員：(役職) ○○○○

班長：(役職) ○○○○

班員：(役職) ○○○○

班長：看護師 ○○○○

班員：介護職員 ○○○○

施設統括 施設管理者［施設長 ○○○○］

指揮班

情報収集班

避難誘導班

班長：当直責任者 ○○○○

班員：当直副責任者 ○○○○

班長：○階介護職員 ○○○○

班員：○階介護職員 ○○○○

班長：当直看護師 ○○○○

班員：○階介護職員 ○○○○

≪昼間≫ ≪夜間≫
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○ 参集基準の例 

参 集 準 備：台風の接近や大雨が予想される場合は、情報収集班がテレビ、ラジ

オ、インターネット等を活用し、今後の雨の予想や行政機関が発表

している情報等について情報収集を行い、他の職員に情報共有し、

速やかに参集できる準備を整える。 

応援当番職員参集：大雨警報が発表された場合は、当直施設職員の補助として、応援

当番施設職員は速やかに参集し、避難誘導の準備を行う。 

全 職 員 参 集：土砂災害警戒情報の発表や市町村から避難準備・高齢者等避難

開始の情報が発令された場合は、利用者等を避難させるため、全

施設職員が速やかに参集し、避難誘導を行う。 

 

 

表-2.1 参集基準（例） 
 判断基準 主な業務内容 対応者 

参集準備 

・台風接近が予想される

場合 

・大雨が予想される場合 

・気象情報等の情報収集 ・施設職員全員 

応援当番職員参集 
・大雨警報が発表された

場合 

・気象情報等の情報収集 

・避難準備 
・防災当番施設職員 

全職員参集 

・土砂災害警戒情報が発

表された場合 

・避難準備・高齢者等避

難勧告等が発令された

場合 

・気象情報等の情報収集 

・関係行政機関等への連

絡・通報 

・避難誘導 

・施設職員全員 

 

 

2.1.2 施設職員間や施設の内外との連絡体制の整備 
■ 災害発生のおそれがある場合や災害発生時には、情報の共有が重要となります。そのため、

あらかじめ施設職員間や施設内外の情報の伝達手段、伝達ルートのほか、避難する際に協

力を要請する町内会、病人・怪我人が出た際に受け入れてもらう病院や診療所等の連絡先

（昼間・夜間）などを記入した連絡体制表を作成することが重要です。（図-2.2、表 2.2） 

■ 作成した連絡体制表は施設職員一人ひとりに配付するともに、施設内の職員がいつでも確認

できる場所に掲示しておくことが大切です。 

■ 連絡体制表は、市町村役場、自主防災組織、消防署、警察署等の関係先と共有し、災害の

危険性が高まった際の連絡先を明確にしておくことが重要です。 
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≪記載例≫  

○ 施設の緊急時連絡体制表（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.2 緊急時連絡網（例） 

 

 

 

≪記載例≫  

○ 関係機関緊急時連絡先（例） 

 

表-2.2 関係機関緊急時連絡先（例） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●緊急時の連絡手段を確保しよう！ 
 
 災害時は緊急回線確保のため、一般

の通信が制限されます。被災地では施

設の固定電話や携帯電話が繋がりに

くくなります。そのような場合であっ

ても、グレーや緑の公衆電話は通信規

制の対象外であるため、繋がりやすく

なっています。ただし、停電時はテレ

ホンカードが使えないため、あらかじ

め 10 円、100 円硬貨を用意しておき

ましょう。 
 
<家族などに安否を伝えたいとき>  
・ 災害伝言ダイヤル「171」（音声） 
・ 各携帯電話会社の災害伝言板（文

字） 
※上記のサービスは災害時のみ提供

されます。平常時はこれらのサービス

を利用することができませんのでご

注意ください。 

電話番号 FAX番号 メールアドレス 備考

○○地区 地区長

○○防災会 防災会長

電気

ガス

水道

通信

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

防
災
行
政
機
関

協
力
機
関

機関名

○○市役所・町村役場（福祉担当）課

○○市役所・町村役場（防災担当）課

○○消防署・消防分署

○○市・町村

NTT東（西）日本○○営業所

○○警察署・交番・駐在所

○○病院

○○協力施設

○○施設

○○電力○○営業所

○○会社

指揮班 情 報 収 集 班

市町村役場

自主防災組織

消防署

警察署

避 難 誘 導 班
病院

近隣の福祉施設

介護職員

施設利用者
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2.1.3 事前の対策 
■ 土砂災害の発生のおそれがある場合における対応として、夜間当直施設職員の増員やデイ

サービスの中止などについてあらかじめ検討しておき、各施設職員の役割分担を再確認して

おきましょう。 

 

≪記載例≫  

   ○．事前の対策 

台風の接近などあらかじめ土砂災害の危険性が高まることが予想される場合は、夜間

当直施設職員の増員やデイサービスの中止などを検討するとともに、各施設職員の役

割分担を再確認する。 

 

2.1.4 情報収集と伝達 

■ 情報収集は、土砂災害等に対する警戒避難体制をとるために重要な役割となります。 

■ あらかじめ、収集する情報と入手手段を確認しておきましょう。 

■ 役割分担で情報収集班の担当者は、気象情報や災害情報等、テレビ、ラジオ、インターネット

を活用し、積極的に情報収集することが重要です。 

■ 停電時には、ラジオ、タブレット、携帯電話等を活用して情報収集することになります。これに

備えて、乾電池、バッテリー等を備蓄しておきましょう。 

■ 行政機関やマスコミ等から提供される情報に加えて、雨の降り方、施設周辺の水路や道路の

状況、斜面等に危険な前兆が無いか等の確認を安全に配慮し、危険な場所には近づかない

で施設内から行いましょう。 

■ 収集した情報は、施設職員で共有しましょう。 

■ 収集する主な情報は表-2.3 のとおりです。 

表-2.3 主な情報及び収集方法 

収集する情報 収集方法 

気象情報 テレビ、ラジオ、インターネット（情報提供機関のウェブサ

イト） 

土砂災害警戒情報 テレビ、ラジオ、インターネット（情報提供機関のウェブサ

イト） 

避難勧告等 

・避難準備・高齢者等避難開始 

・避難勧告 

・避難指示等 

防災行政無線、テレビ、ラジオ、インターネット（市役所

のウェブサイト等）、緊急速報メール 

 

■ 情報伝達先として、施設の緊急時連絡先、施設内の情報伝達先及び市町村役場等の連絡

先を共有する。（図 2.2、表 2.2） 

■ 緊急時に速やかに連絡できるようあらかじめ連絡事項をとりまとめた様式、内容、伝達方法等

も整理しておく。 

■ 応援当番職員参集から全職員参集に移行し、避難するする恐れがある場合には、市町村役

場等及び施設利用者に連絡する。 

■ 避難の完了後、市町村役場等に避難が完了した旨連絡する。 

■ 災害による被災の危険が無くなり、施設に戻る際には、市町村役場等にその旨連絡を行う。 

 

   ※避難勧告のうち、要配慮者利用施設の避難開始の基準は「避難準備・高齢者等避難開始」

とするため、重要性を明示しておく事が望ましい。 

（避難基準は、2.2.1（4）避難基準の設定 を参照） 
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※市町村役場、消防等への伝達手段については、事前協議し、ＦＡＸ、メールの利用を      

決定するのが望ましい。（記載事例はＦＡＸの場合） 

※連絡事項をとりまとめた様式、内容、伝達方法及び着信確認方法についても記載しておくこと

が望ましい。 

 

≪記載例≫ 

   ○．情報収集及び伝達 

情報収集班は、気象情報、気象警報、避難勧告等の情報について、次表に示す方法

により、情報を収集し、指揮班、避難誘導班および利用者等へ必要事項を報告・連絡

する。 

また、がけ崩れ等の前兆現象や被災時の被害状況などの情報を入手した場合は速や

かに、市役所・消防署等へ通報する。 

 

表-2.4 主な情報及び収集方法 

収集する情報 収集方法 施設職員共有方法 

気象情報 市役所等 

テレビ・インターネット 

メール等 

土砂災害警戒情報 市役所等 

テレビ・インターネット 

メール等 

避難勧告等 

・避難準備・高齢者等避難開始 

・避難勧告 

・避難指示等 

市役所等 

テレビ・インターネット 

メール等 

      

     

 

≪記載例≫ 

 

表-2.5 情報伝達の内容・連絡先等 

報告対象

情報 

担当者 伝達 

手段 

報告先 

前兆現象 情報収集班 FAX 市町村役場（防災担当）、消防等 

被害情報 情報収集班 FAX 市町村役場（防災担当）、消防等 

避 難 の 準

備等につい

て 

避難誘導班 館内放送 

口頭 

利用者 

 

FAX 市町村役場（福祉担当、防災担当）、消防等 

避 難 の 開

始等につい

て 

避難誘導班 館内放送 

口頭 

利用者 

 

FAX 市町村役場（福祉担当、防災担当）、消防等 
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2.2 避難誘導に関する事項 

2.2.1 避難行動に備えて事前に決めておくべき事項 
 （１） 避難行動の検討に関する留意事項 

土砂災害の発生のおそれがある場合に、迅速かつ適切に避難行動するためには、次の 3 つ

の項目について、あらかじめ決めておくことが重要です。 

① 避難場所（安全な場所はどこか） 

② 避難基準（いつ、どのような情報を基に、避難を開始するのか） 

③ 避難方法（どのような方法で避難するのか） 

なお、土砂災害は突発的に発生し、大きな破壊力を有するため、人命に大きく影響する災害

です。 

施設から出て、警戒区域外へ立ち退き避難を行うことが原則ですが、施設の構造、立地、利

用者の要介護度や病状等を踏まえて、避難行動を検討することが重要です。 

 

 （２） 避難場所の設定 

安全な避難場所まで避難を行うためには、あらかじめ避難場所を確認し、決めておくことが重

要です。決定した避難場所までの移動方法や移動時間を考慮して適切な避難行動を行う必要

があります。避難場所の決定に関する基本的な考え方は次のとおりです。（P10 も参照） 

① 指定緊急避難場所への立ち退き避難（危険な場所から離れることが原則） 

② 「近隣の安全な場所」（近隣のより安全な場所・建物等）への立退き避難 

③ 「施設内での安全確保」（施設建物内において、より安全な部屋等への垂直避難） 

 

 （３） 避難経路 

①  避難手段の確認 

■ 土砂崩れで道路が塞がれた場合や河川の氾濫で道路が冠水した場合などは、車での避難は

困難となるため、ハザードマップを確認し、余裕を持って災害が発生する前に避難を開始する

ことが重要です。 

②  避難経路の安全確認 

■ 市町村等からの情報や、テレビ、ラジオ等の報道から、がけ崩れ等で通行できない場所や冠

水した道路等の場所を把握し、最適な避難経路を選択することが重要です。 

 

≪記載例≫ 

   ［立ち退き避難の場合【避難誘導の原則】］ 

○．避難誘導等 

   （○） ○○指定緊急避難場所へ避難誘導する。 

       但し、指定緊急避難場所まで立ち退き避難が困難な場合は、近隣の待避場所○○に 

待避する。 

立ち退き避難が危険な場合は、施設の○○室（建物内のより安全な場所）へ避難誘導 

する。 

 

 

（４） 避難基準の設定 

■ 土砂災害は災害発生前に避難する必要があり、避難を開始する判断の遅れが重大な被害を

招く可能性があります。 

■ 施設管理者が的確に避難開始の判断を行うためには、あらかじめ気象状況や行政からの避

難情報等を参考にして、具体的な避難基準をあらかじめ定めておくことが最も重要です。 
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  ［避難基準の例］ 

 市町村からの避難準備・高齢者等避難開始の情報が発令された場合 

 都道府県砂防部局による土砂災害危険度をより詳しくした情報によって土砂災害発生の

危険が非常に高い地域と予想された場合（各都道府県のホームページで確認できます） 

 気象庁による土砂災害警戒判定メッシュ情報で土砂災害発生の危険が非常に高い地域

と予想された場合（気象庁のホームページで確認できます） 

 記録的短時間大雨情報が発表された場合（気象庁のホームページで確認できます） 

 大雨警報（土砂災害）が発表された場合（気象庁のホームページで確認できます） 

 近隣で災害が起こった場合 

 前兆現象が確認された場合  など 

※ 前兆現象が無く土砂災害が発生する場合、前兆現象に気づかない場合もあるので早め 

の避難が重要。 

※ がけに近づくのは危険であるので、前兆現象については、施設内から確認できる範囲で 

発見したら、市町村等に前兆現象及び避難の実施について報告する。 

 

前兆現象とは．．． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪記載例≫ 

   ○．避難基準 

   （○） 市役所等からの情報に基づく判断 

次の気象情報の発表や避難勧告等の発令があった場合に、避難等を開始する。 

・ 避難開始基準：避難準備・高齢者等避難開始の発令 

（○） 自主避難の判断 

次に示すような土砂災害の前兆現象を確認した際は、市役所等の情報を待つことな

く避難を開始する。前兆現象については、安全確保のため、施設内から確認できる範

囲で把握し、市に報告する。 

＜土砂災害の前兆現象＞ 

 ・がけの表面に水が流れ出す。 

 ・XXXXXXXX 
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（４） 避難方法の設定 

■ 利用者の状態と避難場所までの距離や経路の状況等に応じて、対応可能な避難方法を決め

ておく必要があります。 

■ 自力で避難することが困難な利用者等を避難所に搬送する手段として、搬送用車両の準備

をしておくことが必要です。施設の車両だけでは不十分な場合は、地域の自主防災組織やバ

ス・タクシーを保有する事業者と緊急時の搬送協定や覚書を締結しておくことも有効です。 

■ 利用者が避難場所へ移動するために要する時間を避難手段ごとに事前に把握しておくことで、

避難開始のタイミングを判断する材料になります。 

■ 自力で避難が可能な人と避難補助が必要な人を事前にグループ分けし、非常時にそれが一

目で分かるように腕章やビブス等を準備しておくと効果的です。 

※移動手段は、事前に利用者の割り振りを行い、利用者に伝えることが望ましい。 

 

≪記載例≫ 

   ○．避難誘導等 

   （○） 避難方法 

   【○○指定緊急避難場所へ避難の場合】 

・○○指定緊急避難場所までの移動は、車によるものとする。 

  車による移動：車両○台（利用者○名、施設職員○名） 

    ・施設からの避難完了確認のため、未避難者の有無を確認する。 

※移動手段は、事前に利用者の割り振りを行い、利用者に伝える。 

     【施設内避難の場合】 

・施設の○○室への避難は、徒歩、車いすによるものとし、エレベータの使用は車いす 

利用者を優先する。 

・施設内の各部屋より避難完了確認のため、未避難者の有無を確認する。 

 

 （５） 避難経路の設定 

■ 施設外に避難する際に危険な場所（がけの下や浸水のおそれのある場所等）を通らないよう

に、ハザードマップを参考にして避難場所まで安全に移動できる避難経路を事前に決めておく

ことが重要です。 

※避難経路図を添付しておくことが望ましい。 

大雨時危険となるがけの下や浸水のおそれのある場所など、移動が困難になる箇所等注

意すべき箇所を明示する。 

 

≪記載例≫ 

   ○．避難誘導等 

   （○） 避難経路の設定 

    【指定緊急避難場所へ避難の場合】 

・○○避難場所までの移動は、○○道路経由とする。 

 （経路図は図-2.3） 

  

    【施設内避難の場合】 

・施設館内の避難経路は施設内のエレベータおよび中央階段とする。 

停電時にはエレベータが停止することに留意する。 

（経路図は図-2.4） 

図-2.3 

（別添） 

図-2.4 

（別添） 
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 （６） 施設周辺や避難経路の点検 

■ 土砂災害に備えて、定期的に施設周辺の排水状況や避難経路の状態を点検することが重要

です。 

 避難路を塞ぐ可能性がある施設敷内の樹木や支障物等が無いか点検し、樹木は適宜剪

定しておきましょう。 

 施設周辺のがけ等に土砂災害の兆候がないか点検し、前兆現象が見られた場合はすぐに

市町村、都道府県の各振興局（或いは土木事務所等）の砂防担当部局に報告しましょう。 

 

≪記載例≫ 

○．施設周辺や避難経路の点検 

   （○） 施設周辺の点検 

・○○避難場所に移動する際、施設敷内の樹木や支障物が無いか点検を実施し、 

支障となる樹木は適宜剪定を実施する。 

・施設内の移動時に支障となる物がないかを確認し、支障物は速やかに移動する。 

（○）避難経路の点検 

・○○避難場所までの避難経路を確認するとともに、大雨時に冠水して移動が 

困難になる箇所等をあらかじめ把握し、施設職員に情報を共有する。 

 

 

2.2.2 避難の実施 
■あらかじめ設定した避難基準に達した場合は、直ちに避難を開始する。 

■また、避難開始を館内放送等により、施設職員、利用者等に周知することが必要です。 

■天候や利用者の状況に応じて、あらかじめ設定した避難場所に避難するかを避難誘導する職 

員や利用者に明確に周知し、避難行動を開始することが必要です。 

■逃げ遅れた人がいないか、避難誘導の前後には必ず人数の確認を行うとともに、避難開始や

避難完了について、関係機関等に報告することが望ましい。 

 

※周知する放送内容については、事前に決めておく事が望ましい。 

 

≪記載例≫ 

○．避難の実施 

   （○） 避難の実施 

・避難にあたっては、避難開始を館内放送等で「これより（どこへ）、（どうやって）

避難を開始します」と、施設職員、利用者等に周知する。 
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2.3 避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

■ 土砂災害に備えて、事前に施設自体の点検・対策を

することが重要です。 

【対策例】 

 停電した時に備え、自家発電装置（発電機）の導

入を検討する。 

 斜面に面する壁が薄い箇所を補強する。 

 電気系統の機器類や非常食、防災道具の保管場

所が浸水しやすい場所になっていないか確認す

る。（不十分であれば防水対策、場所の変更） 

 近隣住民に助けを求めることができるように、施設

屋外に救難用サイン（非常用サイレン、回転灯等）

を設置する。 

 

■ 情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する施設

及び資機材については、表-2.6「避難確保資器材等一覧」に示すとおりです。 

■ これらの資機材等については、日頃からその維持管理に努める必要があります。 

 

表-2.6 避難確保資器材等一覧 

活動の区分 使用する設備又は資器材 

情報収集・伝達 
テレビ、ラジオ、タブレット、ファックス、携帯電話、懐中電灯、電池、

携帯電話用バッテリー 

避難誘導 

名簿（施設職員、利用者等）、案内旗、タブレット、携帯電話、懐中

電灯、携帯用拡声器、電池式照明器具、電池、携帯電話バッテリ

ー、ライフジャケット、蛍光塗料、車いす、担架、大人用紙おむつ、

常備薬 

施設内避難のための水・食料・寝具・防寒具 

 

≪記載例≫ 

   ○．避難の確保を図るための施設の整備 

1) 停電した時のため、自家発電装置（発電機）を導入し、発電機に必要な燃料などを

備蓄し、維持管理に努める。 

2) 情報収集及び伝達、避難誘導の際に使用する施設及び資器材として、表○に示す

ものを備蓄し、維持管理に努める。 

 

表-2.7 避難確保資器材等一覧 

活動の区分 使用する設備又は資器材 

情報収集・伝達 
テレビ、ラジオ、タブレット、ファックス、携帯電話、懐中電

灯、電池、携帯電話用バッテリー 

避難誘導 

名簿（施設職員、利用者等）、案内旗、タブレット、携帯電

話、懐中電灯、携帯用拡声器、電池式照明器具、電池、携

帯電話バッテリー、ライフジャケット、蛍光塗料、車いす、担

架、大人用紙おむつ、常備薬 

施設内避難のための水・食料・寝具・防寒具 

 

 

●大雨時は地下が危険です！ 
 
 地下室や地下倉庫など、地面より

低い場所は浸水のおそれがあるた

め非常に危険です。 
 
・ アンダーパスなどの道路や地下

駐車場が冠水すると車での脱出

は困難になります。水圧で車の

ドアが開かなくなり、閉じ込め

られる可能性があります。 
・ 地下室が浸水すると、水圧で「開

き戸」のドアは開かなくなりま

す。閉じ込められる前に急いで

避難しましょう。 
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2.4 防災教育及び訓練の実施に関する事項 

土砂災害防止法八条二第５項により、避難確保計画に基づく避難訓練の実施は、義務づけら

れています。（P11 参照） 

土砂災害の基礎知識、平常時の防災、緊急避難時の役割・行動等について日頃から学習し、

知識を身につけておくことが重要であり、都道府県では土砂災害や防災に関する出前講座を行っ

ているところもありますので積極的に活用しましょう。 

また、防災教育の実施にあたっては地域の砂防行政の経験者（砂防ボランティア等）や防災士

等の有資格者の方々に関わってもらうことも有効です。 

なお、定期的に土砂災害を想定した避難訓練を実施し、情報伝達体制や避難誘導の確認を

することが重要です。施設単独の避難訓練だけでなく、地域で開催される避難訓練へも積極的に

参加し、地域と一体となった警戒避難体制を確保させましょう。 

 

■ 新規採用の職員を対象に積極的に研修を実施しましょう。 

■ 全施設職員を対象として情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施しましょう。 

 

 

≪記載例≫ 

   ○．防災教育 

施設管理者は、土砂災害の危険性や前兆現象等、警戒避難体制に関する事項につい

て、施設職員に対して研修を行い、情報伝達や自主避難の重要性を理解するよう努める。

研修は、訓練と合わせて実施を計画することを基本とする。 

その主な内容は以下のとおり。 

① 土砂災害の前兆現象について 

② 情報収集及び伝達体制 

③ 避難判断・誘導 

④ 本避難確保計画の周知  など 

 

   ○．訓練 

避難訓練は研修と一連で実施することを基本とする。 

また、全職員を対象に、机上訓練を含め土砂災害に対する避難確保計画の内容を把 

握するために行う。 

① 訓練内容 

② 情報収集及び伝達 

③ 避難判断 

④ 避難訓練（要介護度に応じた避難手法、避難方法など） 

 

○．訓練の実施時期 

訓練は、出水期前に行うとともに、下記も含め年間概ね○回行う。 

① 新規採用職員の研修及び訓練を実施する。新規採用職員の訓練は全職員を対象 

とした訓練と同時に実施することを基本とし、年度途中で新規採用者がある場合は、 

別途研修を計画し、机上訓練等を実施する。 

② 全職員を対象とした情報収集・伝達及び避難誘導訓練を出水期前（6 月まで）に 

実施する。 
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3. その他 

■ 避難確保計画を作成した際には、市町村への報告が必要です。 

■ また、関係機関に避難確保計画の周知が必要です。 

■ 避難確保計画に記載した事項へのポイントを取りまとめ、施設職員や利用者の目の届く場

所に掲示しておくことが望ましい。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 参考資料 ］ 
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【作成例】 

○○施設 土砂災害に関する避難確保計画 

 

作 成：平成○年○月○日  

 （改 訂：平成○年○月○日） 

 
 

１［目的］ 

土砂災害に関する避難確保計画（以下、「避難確保計画」という）は、土砂災害防止法

第八条の二に基づき、○○施設近隣で土砂災害の発生または発生のおそれがある場合に対

応すべき必要な事項を定め、土砂災害から円滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的と

する。 

本避難確保計画は、○○施設に勤務する職員（以下「施設職員」という）および施設の

利用者または出入りする全ての者（以下「利用者等」という）に適用する。 

 

２［防災体制に関する事項］ 

(1)［各班の任務と組織］ 

1)  各班の任務 

① 指揮班 

施設管理者を支援し、各班へ必要な事項を指示する。 

② 情報収集班 

テレビ、ラジオ、インターネットなどを活用した積極的な情報収集、がけ崩れ等

の前兆現象の把握や被害情報などを収集し、指揮班、避難誘導班に必要事項を報

告・伝達する。 

③ 避難誘導班 

避難準備・高齢者等避難開始の情報が発令された場合、がけ崩れ等の前兆現象な 

どを発見した場合に、利用者等を安全な場所へ避難誘導する。 

 

2)  組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-○ 職員の役割分担 

施設統括 施設管理者［施設長 ○○○○］

指揮班

情報収集班

避難誘導班

班長：事務長 ○○○○

班員：(役職) ○○○○

班長：(役職) ○○○○

班員：(役職) ○○○○

班長：看護師 ○○○○

班員：介護職員 ○○○○

施設統括 施設管理者［施設長 ○○○○］

指揮班

情報収集班

避難誘導班

班長：当直責任者 ○○○○

班員：当直副責任者 ○○○○

班長：○階介護職員 ○○○○

班員：○階介護職員 ○○○○

班長：当直看護師 ○○○○

班員：○階介護職員 ○○○○

≪昼間≫ ≪夜間≫
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3) 参集基準 

表○ 参集基準 

 

 

 

4)  連絡網 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図○ 緊急時連絡網 

 

5)  関係機関緊急連絡先 

表○ 関係機関緊急時連絡先  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 判断基準 主な業務内容 対応者 

参集準備 

・台風接近が予想される

場合 

・大雨が予想される場合 

・気象情報等の情報収集 ・施設職員全員 

応援当番職員参集 
・大雨警報が発表された

場合 

・気象情報等の情報収集 

・避難準備 
・防災当番施設職員 

全職員参集 

・土砂災害警戒情報が発

表された場合 

・避難準備・高齢者等避難

勧告等が発令された場合 

・気象情報等の情報収集 

・関係行政機関等への連

絡・通報 

・避難誘導 

・施設職員全員 

電話番号 FAX番号 メールアドレス 備考

○○地区 地区長

○○防災会 防災会長

電気

ガス

水道

通信

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

防
災
行
政
機
関

協
力
機
関

機関名

○○市役所・町村役場（福祉担当）課

○○市役所・町村役場（防災担当）課

○○消防署・消防分署

○○市・町村

NTT東（西）日本○○営業所

○○警察署・交番・駐在所

○○病院

○○協力施設

○○施設

○○電力○○営業所

○○会社

指揮班 情 報 収 集 班

市町村役場

自主防災組織

消防署

警察署

避 難 誘 導 班
病院

近隣の福祉施設

施設職員

利用者
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(2)［事前対策］ 

台風の接近などあらかじめ土砂災害の危険性が高まることが予想される場合は、夜間

当直施設職員の増員やデイサービスの中止などを検討するとともに、各施設職員の役割

分担を再確認する。 

 

(3)［情報収集及び伝達］ 

情報収集班は、気象情報、気象警報、避難勧告等の情報について、次表に示す方法によ

り、情報を収集し、指揮班、避難誘導班および利用者等へ必要事項を報告・連絡する。 

また、がけ崩れ等の前兆現象や被災時の被害状況などの情報を入手した場合は速やか

に、市役所・消防署等へ通報する。 

 

表○ 主な情報及び収集方法 

収集する情報 収集方法 施設職員共有方法 

気象情報 市役所等 

テレビ・インターネット 

メール等 

土砂災害警戒情報 市役所等 

テレビ・インターネット 

メール等 

避難勧告等 

・避難準備・高齢者等避難開始 

・避難勧告 

・避難指示等 

市役所等 

テレビ・インターネット 

メール等 

 

 

表○ 情報伝達の内容・連絡先等 

報告対象

情報 

担当者 伝達 

手段 

報告先 

前兆現象 情報収集班 FAX 市町村役場（防災担当）、消防等 

被害情報 情報収集班 FAX 市町村役場（防災担当）、消防等 

避 難 準 備

等について 

避難誘導班 館内放送 

口頭 

利用者 

 

FAX 市町村役場（福祉担当、防災担当）、消防等 

避 難 開 始

等について 

避難誘導班 館内放送 

口頭 

利用者 

 

FAX 市町村役場（福祉担当、防災担当）、消防等 

 

 

３［避難誘導に関する事項］ 

1)  避難誘導等 

○○指定緊急避難場所へ避難誘導する。 

    但し、指定緊急避難場所まで立ち退き避難が困難な場合は、近隣の待避場所○○

に待避する。 

立ち退き避難が危険な場合は、施設の○○室へ避難誘導する。 
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2)  避難基準 

① 市役所等からの情報に基づく判断 

次の気象情報の発表や避難勧告等の発令があった場合に、避難等を開始する。 

・ 避難開始基準：避難準備・高齢者等避難開始の発令 

 

② 自主避難の判断 

次に示すような土砂災害の前兆現象を確認した際は、市役所等の情報を待つこ

となく避難を開始する。前兆現象については、安全確保のため、施設内から確認で

きる範囲で把握し、市に報告する。 

＜土砂災害の前兆現象＞ 

・ がけの表面に水が流れ出す。 

・ がけから水が噴き出す。 

・ 小石がパラパラと落ちる。 

・ がけからの水が濁りだす。 

・ がけの樹木が傾く。 

・ 樹木の根の切れる音がする。 

・ 樹木の倒れる音がする。 

・ がけに割れ目が見える。 

・ 斜面がふくらみだす。 

・ 地鳴りがする。  

 

3) 避難方法 

① ○○指定緊急避難場所へ避難の場合 

・○○指定緊急避難場所までの移動は、車によるものとする。 

      車による移動：車両○台（利用者○名、施設職員○名） 

     ・施設からの避難完了確認のため、未避難者の有無を確認する。 

② 施設内避難の場合 

・施設の○○室への避難は、徒歩、車いすによるものとし、エレベータの使用は 

車いす利用者を優先する。 

・施設内の各部屋より避難完了確認のため、未避難者の有無を確認する。 

 

4) 避難経路 

① 指定緊急避難場所へ避難の場合 

・○○避難場所までの移動は、○○道路経由とする。 

  （経路図は、別添図のとおり） 

② 施設内避難の場合 

・施設館内の避難経路は施設内のエレベータおよび中央階段とする。 

・停電時にはエレベータ停止することに留意する。 

  （経路図は、別添図のとおり） 

 



作成例-5 
 

5) 施設周辺や避難経路の点検 

①施設周辺の点検 

・○○避難場所に移動する際、施設敷内の樹木や支障物が無いか点検を実施し、 

支障となる樹木は適宜剪定を実施する。 

・施設内の移動時に支障となる物がないかを確認し、支障物は速やかに移動する。 

②避難経路の点検 

・○○避難場所までの避難経路を確認するとともに、大雨時に冠水して移動が 

困難になる箇所等をあらかじめ把握し、施設職員に情報を共有する。 

   

6) 避難の実施 

・避難にあたっては、避難開始を館内放送等で「これより（どこへ）、（どうやって）

避難を開始します」と、施設職員、利用者等に周知する。 

 

４［避難の確保を図るための施設の整備に関する事項］ 

1) 停電した時のため、自家発電装置（発電機）を導入し、発電機に必要な燃料など

を備蓄し、維持管理に努める。 

2) 情報収集及び伝達、避難誘導の際に使用する施設及び資器材として、表○に示す

ものを備蓄し、維持管理に努める。 

 

表○ 避難確保資器材等一覧 

活動の区分 使用する設備又は資器材 

情報収集・伝達 
テレビ、ラジオ、タブレット、ファックス、携帯電話、懐中

電灯、電池、携帯電話用バッテリー 

避難誘導 

名簿（施設職員、利用者等）、案内旗、タブレット、携帯電話、

懐中電灯、携帯用拡声器、電池式照明器具、電池、携帯電話

バッテリー、ライフジャケット、蛍光塗料、車いす、担架、

大人用紙おむつ、常備薬 

施設内の避難のための水・食料・寝具・防寒具 

 

 

５［防災教育及び訓練の実施に関する事項］ 

1)防災教育 

施設管理者は、土砂災害の危険性や前兆現象等、警戒避難体制に関する事項につ

いて、施設職員に対して研修を行い、情報伝達や自主避難の重要性を理解するよ

う努める。研修は、訓練と合わせて実施を計画することを基本とする。 

その主な内容は以下のとおり。 

① 土砂災害の前兆現象について 

② 情報収集及び伝達体制 

③ 避難判断・誘導 

④ 本避難確保計画の周知   
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2) 訓練 

避難訓練は研修と一連で実施することを基本とする。 

また、全職員を対象に、机上訓練を含め土砂災害に対する避難確保計画の内容を

把握するため行う。 

① 訓練内容 

② 情報収集及び伝達 

③ 避難判断 

④ 避難訓練（要介護度に応じた避難手法、避難方法など） 

3）訓練の実施時期 

訓練は、出水期前に行うとともに、下記も含め年間概ね○回行う。 

① 新規採用職員の研修及び訓練を実施する。新規採用職員の訓練は全職員を

対象とした訓練と同時に実施することを基本とし、年度途中で新規採用者

がある場合は、別途研修を計画し、机上訓練等を実施する。 

② 全職員を対象とした情報収集・伝達及び避難誘導訓練を出水期前（6 月ま

で）に実施する。 

 

 

【施設内掲示用 避難確保計画イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェックリスト 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
チェックリストは、要配慮者利用施設管理者が避難確保計画

策定時の自己チェックに活用できるものとして作成しています 
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【チェックリスト】 

 

 

【１】土砂災害のリスクを確認しましょう 

 １ 土砂災害のおそれのある範囲に施設が該当しているかを確認しましたか。 

□ 市町村が作成している土砂災害ハザードマップにより確認 

□ 都道府県が指定している土砂災害警戒区域により確認 

□ 都道府県が公表している土砂災害に関する基礎調査の結果により確認 

□ 都道府県が公表している土砂災害危険箇所により確認 

※土砂災害ハザードマップが作成途中の場合もあるため、資料が無い場合は上から 

順番に確認し、土砂災害発生の危険を確認することが重要です。 

 

 ２ 土砂災害のおそれのある範囲に施設が該当しているかを確認した結果、土砂災害の

おそれのある範囲に施設が該当していましたか。 

□ 該当していた  ・・・・土砂災害に関する避難確保計画作成に進みます 

□ 該当していなかった ・・土砂災害以外の水害等に関する避難確保計画の必要性 

を確認してください 

 

≪以下は、土砂災害のおそれのある範囲に施設が該当していた場合、避難確保計画を作成

する前に確認しておきましょう≫ 

 １ 施設所在地で発生する恐れのある土砂災害 

□ 土砂災害警戒区域（土石流、急傾斜、地すべり）指定状況を確認 

 

 ２ ハザードマップによる施設周辺のリスク確認 

□ ハザードマップ（土砂災害、水害、津波等）により施設周辺のリスクを確認 

（土砂災害以外も確認し、避難経路の確認に活かす） 

 

 ３ 避難場所を確認しましたか。 

□ 市町村が指定している「指定緊急避難場所」を確認 

□ 大雨等により「指定緊急避難場所」への立ち退き避難が困難な場合のため、「緊急

的な待避場所」を確認 

□ 立ち退き避難が危険な場合、「屋内における安全確保」の施設内のスペースを確認 

 

 ４ 土砂災害の避難に関する情報を確認しましたか。 

□ 行政から発令される避難情報の種類と意味を確認 

□ 気象情報、気象注意報・警報・特別警報等の種類と意味を確認 

□ 雨量に関する情報の種類と意味を確認 

□ 土砂災害に関する情報の種類と意味を確認 

 

 



チェックリスト-2 

 【２】避難確保計画の作成内容を確認しましょう 

１ 目的 

 

２ 防災体制に関する事項 

（１）職員の役割分担 

   □ 職員の配置、役割分担が記載されていますか。（誰が何をするか明確に） 

□ 施設職員の参集基準を記載されていますか。 

（連絡がとれない場合でも、施設職員が自発的に参集できるよう基準を明確にす

ることが必要です） 

□ 施設関係者の連絡網を記載されていますか。 

□ 関係機関緊急連絡先一覧表を記載されていますか。 

 （２）事前対策 

□ 事前対策として、土砂災害が発生するおそれがある場合等、夜間当直職員の増員 

やデイサービスの運営（中止など）について記載されていますか。 

（３）情報収集及び伝達 

□ 情報収集の主な情報（土砂災害警戒情報、避難準備・高齢者避難開始に関する 

情報等）の収集方法を記載されていますか。 

□ 情報伝達の内容、連絡先、伝達方法等について記載されていますか。 

 

 ３ 避難誘導に関する事項 

 （１）避難誘導等 

   □ 土砂災害の指定緊急避難場所及び避難場所を確認し、記載されていますか。 

     （市町村指定の土砂災害に対する安全が確保される避難場所です） 

   □ （必要に応じて）指定緊急避難場所への移動が困難な場合の近隣の待避所を記

載されていますか。 

   □ 立ち退き避難が危険な場合の施設内避難の場所を記載されていますか。 

      （施設内の上層階で、山からできるだけ離れた部屋等） 

 

 （２）避難の判断 

   □ 市役所等からの情報に基づく判断（基準）について記載し、避難開始基準を記

載されていますか。 

   □ 自主避難の判断基準（土砂災害の恐れのある前兆現象等）について記載されて

いますか。 

（３）避難方法 

□ 避難方法について、指定緊急避難場所、施設内避難について記載されていますか。 

□ 避難経路について、指定緊急避難場所、施設内避難について記載されていますか。 

□ 施設周辺の点検について記載されていますか。 

□ 避難経路の危険箇所等記載されていますか。 

□ 避難開始の伝達方法、伝達の内容及び伝達先について記載されていますか。 

 



チェックリスト-3 

 ４ 避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

□ 避難の確保を図るための施設の整備について、平常時からの対策を記載されてい

ますか。 

□ 必要な備蓄資器材を記載されていますか。 

 

 ５ 防災教育及び訓練の実施に関する事項 

  □ 防災教育の実施、開催時期などについて記載されていますか。 

  □ 防災訓練の実施、開催時期などについて記載されていますか。 

 

 

【３】その他 

１ 避難確保計画の周知 

□ 市町村へ避難確保計画を報告しましたか。 

□ 関係機関に避難確保計画の周知をしましたか。 

□ 避難確保計画を施設館内の見やすいところに掲示しましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

















【資料３】 

 

サービス管理責任者及び児童発達 

支援管理責任者の要件 

 

 

障害福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



長崎県における障害福祉人材の研修体系 令和２年２月現在

居宅介護
重度訪問介護
同行援護
行動援護
短期入所
療養介護
生活介護
自立訓練（機能訓練）
自立訓練（生活訓練）
就労移行支援
就労継続支援Ａ型
就労継続支援Ｂ型
就労定着支援
自立生活援助
共同生活援助
障害者支援施設
児童発達支援
医療型児童発達支援
放課後等デイサービス
居宅訪問型児童発達支援
保育所等訪問支援
福祉型障害児入所施設
医療型障害児入所施設
地域移行支援
地域定着支援
計画相談支援
障害児相談支援

※ 主に障害福祉サービス事業所等の支援体制や加算に関係する研修を掲載しています。
※ は指定研修、 は県または委託事業者による研修
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精神障害者の地域移行・
地域定着支援研修会
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会
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支
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医療的ケア児等コーディネーター養成研修

行動援護従業者養成研修または強度行動障害支援者養成研修（実践）

同行援護従業者養成研修 一般課程・応用課程
重度訪問介護従業者養成研修 基礎課程・追加課程
介護職員初任者研修等（介護保険法等）





３１障福号外 

令和元年９月１２日 

 

指定障害福祉サービス事業所関係法人 代表者 様 

 

長崎県障害福祉課長 

（公印省略） 

 

 

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の 

研修実施における取扱いについて（通知） 

 

 

平素より県障害福祉行政にご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

 さて、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者（以下、「サビ児管」という）研

修の見直しにつきましては、平成３０年度から周知を図っているところですが、今年度から

の実施に伴い、見直し後の研修体系及び実務経験要件について再度周知するとともに、更新

研修の受講調整にも下記のとおりご協力いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１．研修の見直しについて 

別添「研修の体系」のとおり 

・新体系は、別添「研修の体系」の１ページ目①の流れになります。 

・別添「研修の体系」の１ページ目②、③、④は経過措置です。 

・基礎研修の受講要件（実務経験関係）は、サビ児管配置に必要な実務経験を満たす予定日

までの、２年以内前から受講可能です。 

・実践研修の受講要件（実務経験関係）は、基礎研修修了者（注 下記「４．」参照）とな

った日以後、実践研修受講開始日前 5 年間に通算して 2 年以上、実践研修受講に必要な

実務経験（相談支援の業務又は直接支援の業務、個別支援計画の原案作成等に係る業務）

が必要です。 

 

２．実務経験について 

別添「実務経験要件」のとおり 

・直接支援の業務が、１０年から８年に変更されています。 

 



３．更新研修について 

平成３１年３月７日の障害保健福祉関係主管課長会議において、「各都道府県における更

新研修の実施に当たっては、受講見込み者数を適切に見積もった上で各年度の研修の定員

規模及び開催回数を設定されたい。例えば、受講期限の最終年度に受講者が集中することが

ないよう、平成 18 年度から 20 年度までに研修を修了した者については平成 31 年度、平

成 21 年度から 23 年度までに研修を修了した者については平成 32 年度に受講を促すなど、

計画的な更新研修の受講が可能となるようご配慮いただきたい」とされていることから、可

能な限り次表の年度を目安とした受講申込みにご協力をお願いします。 

受講年度 旧研修修了年度 

令和元年度 平成２２年度以前 

令和２年度 平成２３年度から平成２６年度 

令和３年度 平成２７年度及び平成２８年度 

令和４年度 平成２９年度 

令和５年度 平成３０年度 

・平成３０年度までに旧研修を複数年度修了している場合は、最初に受講した年度を基準と

し、令和 5 年度までに更新研修を受講 

・旧研修修了者（「相談支援従事者初任者研修講義部分」受講者に限る）は、令和６年 3 月

31 日までの間はサビ児管として配置可能のため、令和５年度（受講期限の最終年度）に

受講者が集中する可能性がありますので、お早目の受講申込みをご検討ください。 

・更新研修の受講要件（実務経験関係）は、更新研修受講開始日前 5 年間において、サビ児

管、管理者若しくは相談支援専門員の業務に通算して 2 年以上従事または現に従事する

ことが必要です。 

・定員の都合上、申込みの受講年度に受講できない場合は、翌年度以降の受講となりますの

でご了承ください。 

・更新研修を令和５年度までに修了できなかった場合は、実践研修修了者となった後に、サ

ビ児管に配置することができます。 

 

４．相談支援従事者初任者研修講義部分と基礎研修の関連について 

・カリキュラムの進行上、「相談支援従事者初任者研修講義部分」受講後に「基礎研修」を

受講することが望ましいです。 

・告示上、「基礎研修修了者」とは、「基礎研修」及び「相談支援従事者初任者研修講義部分」

双方の修了と規定されているため、「相談支援従事者初任者研修講義部分」を受講してい

ない「基礎研修」の修了者は、２人目のサビ児管の配置及び個別支援計画原案の作成がで

きません。 

・実践研修の受講に必要な２年以上の実務経験についても、「基礎研修」及び「相談支援従

事者初任者研修講義部分」双方の修了者となった日以後の実務経験となります。 



５．質問について 

・実務経験要件、研修の体系等制度全般に関する質問については、別途掲載している資料や

告示、サービス管理責任者等研修の見直しに関するＱ＆Ａ等を確認したうえで、ご不明な

点があれば「質問票」により下記メールアドレスあてメール送信または下記 FAX 番号ま

でファックスをお願いします。 

※告示等を確認すれば実務経験要件を容易に判断できる個別案件等については、回答でき

かねますので必ず告示等をご確認ください。 

※口頭による問答については、誤認等によりその後のサビ児管配置に支障をきたす恐れが

あるため、「質問票」の活用にご協力をお願いいたします。 

 

・研修申込みに関する質問については、指定事業者である一般社団法人長崎県知的障がい者

福祉協会へお尋ねください。なお、相談支援従事者初任者研修については、令和元年度の

指定事業者が長崎県障害者社会参加推進センターとなりますので、お間違いのないよう

にお願いいたします。 

 

６.その他 

 サビ児管の配置は制度の根幹であり、誤認等による欠如の発生等は事業者のサービス提

供体制に与える影響が大きいため、今後の研修受講要件や配置要件等について熟知いただ

き、引き続き適切にご対応いただきますようお願いいたします。 

 

担当 自立就労支援班 田口 

電話 ０９５－８９５－２４５５ 

FAX ０９５－８２３－５０８２ 

E メール shougaifukusi-jiritusien@pref.nagasaki.lg.jp 



※下線部は、別添「用語注釈」をご参照ください。

→
① → → →

→
→

→
→ →

③

→

④

基礎研修修了者となった日から３年を経過する日までの間に実践研修修了

実務経験者が平
成31年4月1日以
降令和4年3月31
日までに基礎研
修修了者となる
者

サ
ビ
管

配
置
可
能

→

※実践研修受講に必要
な実務経験が必要
（２年以上）

実務経験者が平
成31年4月1日に
おいて、旧研修修
了者であり、相談
支援従事者初任
者研修(講義部
分)を受講してい
ない者

基礎研修
15H

実践研修
14.5H

・基礎研修修了者となった
日以後、実践研修受講開
始日前5年間に通算して2
年以上、実践研修受講に
必要な実務経験が必要

※更新研修受講開始日前5年間に
おいて、サビ管、管理者若しくは相
談支援専門員の業務に通算して2
年以上従事または現に従事

基
準
上
必
要

な
二
人
目
の

サ
ビ
管
配
置

※直接処遇職員でも個別支援計画原案の作成が可能

→
※実践研修受講に必要
な実務経験が必要
（２年以上）

相談支援従事者
初任者研修講義部分

+ サ
ビ
管

配
置

※更新研修受講開始日前5年間に
おいて、サビ管、管理者若しくは相
談支援専門員の業務に通算して2
年以上従事または現に従事

※更新研修受講開始日前5年間に
おいて、サビ管、管理者若しくは相
談支援専門員の業務に通算して2
年以上従事または現に従事

②

基礎研修修了者となった日から３年を経過する日までの間に実践研修修了

→ 相談支援従事者
初任者研修講義部分 →

※R3年度までは
③の基礎研修修了
者と同等となる。
※R4年度以降は実
践研修修了後、サ
ビ管配置可能

※実践研修受講に必要
な実務経験が必要
（２年以上）

実践研修
14.5H

・基礎研修修了者となった日以
後、実践研修受講開始日前5年
間に通算して2年以上、実践研
修受講に必要な実務経験が必
要

相談支援従事者
初任者研修講義部分

+

基礎研修
15H

実践研修
14.5H

・基礎研修修了者となった日以
後、実践研修受講開始日前5年
間に通算して2年以上、実践研
修受講に必要な実務経験が必
要

→

サ
ビ
管

配
置
可
能

→

サービス管理責任者（以下、「サビ管」という。）の研修体系について

サビ管配置要件[告示544号第一号]

サビ管の「実務経験を満たす日」+「相談支援従事者初任者研修講義部分修了者」+
サビ管の「実践研修修了者」であれば、サビ管として配置可。その上で、更新研修修了者となること

令和２年２月　長崎県障害福祉課作成

実務経験を満た
す予定の日まで２
年以内である者

令和6年3月31日ま
での間はサビ管とし
て配置可能。

平成31年3月31
日において、旧
サービス管理責
任者または旧児
童発達支援管理
責任者研修（以
下、「旧研修」とい
う。）修了者であ
る者（④を除く）

※実務経験を満た
していること
※「児童分野」修了
者のサビ管配置は
サビ管と児発管双
方の実務経験必要

更新研修
13H　※R5年度まで6H可

・更新研修を修了した日の属する年度
の翌年度を初年度とする同年度以降
の5年度ごとの各年度の末日までに修
了
・更新研修を受講できなかった場合
は、実践研修を修了すること

※更新研修受講開始日前5年間に
おいて、サビ管、管理者若しくは相
談支援専門員の業務に通算して2
年以上従事または現に従事

※下記は[平成18年厚生労働省告示544号](指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等)について、記載したもの

13H　※R5年度まで6H可

・実践研修を修了した日の属する年度
の翌年度を初年度とする同年度以降
の5年度ごとの各年度の末日までに修
了
・更新研修を受講できなかった場合
は、実践研修を修了すること

更新研修

13H　※R5年度まで6H可

・実践研修を修了した日の属する年度
の翌年度を初年度とする同年度以降
の5年度ごとの各年度の末日までに修
了
・更新研修を受講できなかった場合
は、実践研修を修了すること

更新研修

13H　※R5年度まで6H可

・実践研修を修了した日の属する年度
の翌年度を初年度とする同年度以降
の5年度ごとの各年度の末日までに修
了
・更新研修を受講できなかった場合
は、実践研修を修了すること

更新研修

受講年度 旧研修修了年度

R1 H22以前

R2 H23～26

R3 H27～H28

R4 H29

R5 H30

更新研修



※下線部は、別添「用語注釈」をご参照ください。

→
① → → →

→
→

→
→ →

③

→

④

※下記は[平成18年厚生労働省告示230号](障害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの)について、記載したもの

基礎研修修了者となった日から３年を経過する日までの間に実践研修修了

※更新研修受講開始日前5年間に
おいて、児発管、管理者若しくは相
談支援専門員の業務に通算して2
年以上従事または現に従事

※実践研修受講に必要
な実務経験が必要
（２年以上）

基礎研修修了者となった日から３年を経過する日までの間に実践研修修了

実務経験者が平
成31年4月1日に
おいて、旧研修修
了者であり、相談
支援従事者初任
者研修(講義部
分)を受講してい
ない者

児
発
管

配
置
可
能

実践研修
14.5H

相談支援従事者
初任者研修講義部分 →

・基礎研修修了者となった日以
後、実践研修受講開始日前5年
間に通算して2年以上、実践研
修受講に必要な実務経験が必
要

※R3年度までは
③の基礎研修修了
者と同等となる。
※R4年度以降は実
践研修修了後、児
発管配置可能

→ →

実務経験者が平
成31年4月1日以
降令和4年3月31
日までに基礎研
修修了者となる
者

相談支援従事者
初任者研修講義部分

児
発
管

配
置
可
能

実践研修
14.5H→

+ ※実践研修受講に必要
な実務経験が必要
（２年以上）

・基礎研修修了者となった日以
後、実践研修受講開始日前5年
間に通算して2年以上、実践研
修受講に必要な実務経験が必
要

※更新研修受講開始日前5年間に
おいて、児発管、管理者若しくは相
談支援専門員の業務に通算して2
年以上従事または現に従事

基礎研修
15H

②
※実務経験を満た
していること

→ ※更新研修受講開始日前5年間に
おいて、児発管、管理者若しくは相
談支援専門員の業務に通算して2
年以上従事または現に従事

・更新研修を修了した日の属する年度
の翌年度を初年度とする同年度以降
の5年度ごとの各年度の末日までに修
了
・更新研修を受講できなかった場合
は、実践研修を修了すること

平成31年3月31
日において、旧
サービス管理責
任者または旧児
童発達支援管理
責任者研修（以
下、「旧研修」とい
う。）修了者であ
る者（④を除く）

令和6年3月31日ま
での間は児発管と
して配置可能。

更新研修
13H　※R5年度まで6H可

→
+ ※実践研修受講に必要

な実務経験が必要
（２年以上）

・基礎研修修了者となった
日以後、実践研修受講開
始日前5年間に通算して2
年以上、実践研修受講に
必要な実務経験が必要

※更新研修受講開始日前5年間に
おいて、児発管、管理者若しくは相
談支援専門員の業務に通算して2
年以上従事または現に従事

基礎研修
15H

※直接処遇職員でも個別支援計画原案の作成が可能

実務経験を満た
す予定の日まで２
年以内である者

相談支援従事者
初任者研修講義部分

個
別
支
援
計

画
原
案
の
作

成
が
可
能

実践研修
14.5H

児
発
管

配
置

児童発達支援管理責任者(以下、「児発管」という。)の研修体系について
令和２年２月　長崎県障害福祉課作成

児発管配置要件[告示230号第一号及び第二号]

児発管の「実務経験を満たす日」+「相談支援従事者初任者研修講義部分修了者」+
児発管の「実践研修修了者」であれば、児発管として配置可。その上で、更新研修修了者となること

13H　※R5年度まで6H可

・実践研修を修了した日の属する年度
の翌年度を初年度とする同年度以降
の5年度ごとの各年度の末日までに修
了
・更新研修を受講できなかった場合
は、実践研修を修了すること

更新研修

13H　※R5年度まで6H可

・実践研修を修了した日の属する年度
の翌年度を初年度とする同年度以降
の5年度ごとの各年度の末日までに修
了
・更新研修を受講できなかった場合
は、実践研修を修了すること

更新研修

13H　※R5年度まで6H可

・実践研修を修了した日の属する年度
の翌年度を初年度とする同年度以降
の5年度ごとの各年度の末日までに修
了
・更新研修を受講できなかった場合
は、実践研修を修了すること

更新研修

受講年度 旧研修修了年度

R1 H22以前

R2 H23～26

R3 H27～H28

R4 H29

R5 H30

更新研修



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者(以下、「サビ児管」という。)の研修体系の用語注釈

規定内容
〇実務経験者及び更新研修修了者
サービス管理責任者は、療養介護、生活介護、施設入所支援 、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活
援助又は共同生活援助の提供に係る管理を行う次の（1）(※実務経験者)及び(2)(※更新研修修了者)に定める要件を満たす者。

告示544号一イ

告示544号一ロ 〇平成31年3月31日において、旧サービス管理責任者研修修了者である者
※令和6年3月31日までの間はサービス管理責任者として現に従事しているものとみなす。
　この場合、令和6年3月31日前に更新研修修了者となり、以後、更新研修修了者となった日の属する年度の翌年度を初年度とする同
年度以降の5年度ごとの各年度の末日までに、サービス管理責任者更新研修を改めて修了することを要する。

指定障害福祉サービスの提供に
係るサービス管理を行う者として
厚生労働大臣が定めるもの

〇自立支援法からの経過措置
平成18年10月1日において現に存する障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー
ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）による改正前の障害者自立支援法に基づく指
定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等に関する省令（平成18年厚生労働省令第58号）第107条に規定す
る指定共同生活援助事業所が、同日以後引き続き指定障害福祉サービス基準第207条に規定する指定共同生活援助、同令第213条
の2に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助又は同令第213条の12に規定する外部サービス利用型指定共同生活援助の
事業を行う場合におけるこれらの事業に係る同令第208条第1項、第213条の4第1項又は第213条の14第1項に規定する指定共同生活
援助事業所、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所であって、実務経験
者を確保することができないものについては、イの規定にかかわらず、イ(1)(一)から(三)までの期間(※相談支援及び有資格並びに直
接支援の期間)が通算して3年以上である者であって、イ(2)(※更新研修修了者)に定める要件を満たすものをサービス管理責任者とし
て置くことができる。

告示544号一ヘ 〇やむを得ない事由による配置
やむを得ない事由によりサービス管理責任者が欠けた指定障害福祉サービス事業所等にあっては、当該事由の発生した日から起算
して一年間は、当該指定障害福祉サービス事業所等において提供される障害福祉サービス又は施設障害福祉サービスの管理を行う
者として配置される者であって、実務経験者であるものについて、イ(２)(※更新研修修了者)に定める要件を満たしているものとみな
す。

告示544号一ト

告示544号一ハ 〇実務経験者が平成31年4月1日以降令和4年3月31日までに基礎研修修了者となった者
※イ(２)(二)(※実践研修修了者)の規定にかかわらず、基礎研修修了者となった日から3年を経過する日までの間は、当該実務経験者
をサービス管理責任者とみなす。
　この場合、当該実務経験者がサービス管理責任者となるには、基礎研修修了者となった日から3年を経過する日までの間に実践研
修修了者となることを要す。

告示544号一ニ 〇更新研修未受講者の実践研修再修了による配置
　イ(２)柱書きの期日(※実践研修修了者となった日の属する年度の翌年度を初年度とする同年度以降の5年度ごとの各年度の末日)
までに更新研修修了者とならなかった実践研修修了者又はロに定める期日(※令和6年3月31日)までに更新研修修了者とならなかっ
た旧サービス管理責任者研修修了者は、イの(２)(※更新研修修了者)の規定にかかわらず、サービス管理責任者実践研修を改めて
修了し、当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けた日に実践研修修了者となったものとする。

告示544号一ホ 〇2人目としてのサービス管理責任者配置
サービス管理責任者（サービス管理責任者のうち1人以上が常勤でなければならない場合にあっては、常勤のサービス管理責任者）
が配置されている指定障害福祉サービスを行う事業所又は施設障害福祉サービスを行う指定障害者支援施設等（法第34条第1項に
規定する指定障害者支援施設等をいう。）（以下「指定障害福祉サービス事業所等」と総称する。）においては、指定障害福祉サービス
基準第58条第2項から第4項まで、指定障害者支援施設基準第23条第2項から第4項まで、障害福祉サービス基準第17条第2項から第
4項まで及び障害者支援施設基準第18条第2項から第4項までに規定する業務を基礎研修修了者に行わせることができ、当該サービ
ス管理責任者に加えて当該基礎研修修了者を置くことにより当該指定障害福祉サービス事業所等に置くべきサービス管理責任者の
数に達することとみなすことにより、指定障害福祉サービス基準第50条第1項第4号及び第215条第2項、指定障害者支援施設基準第4
条第1項第1号イ(３)、第5条第2項及び附則第4条第2項、障害福祉サービス基準第12条第1項第5号及び第90条第2項並びに障害者支
援施設基準第11条第1項第2号イ(３)、第12条第2項及び附則第4条第2項に規定す る基準を満たしているものとみなすことができる。

２つの解釈がある。

①「実践研修修了者」・・・

今、従事することができる。

②「現に従事する」・・・

１回目の更新研修を受講

することができる。



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者(以下、「サビ児管」という。)の研修体系の用語注釈

規定内容
障害児通所支援又は障害児入所 告示230号一及び二

告示230号三

告示230号四

告示230号五

告示230号六

告示230号七

告示230号八

告示230号九

〇更新研修未受講者の実践研修再修了による配置
　第二号柱書きの期日(※実践研修修了者となった日の属する年度の翌年度を初年度とする同年度以降の5年度ごとの各年度の末
日)までに更新研修修了者とならなかった実践研修修了者又は第三号に定める期日(※令和6年3月31日)までに更新研修修了者となら
なかった旧児童発達支援管理責任者研修修了者は、第二号(※更新研修修了者)の規定にかかわらず、児童発達支援管理責任者実
践研修を改めて修了し、当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けた日に実践研修修了者となったものとする。

〇2人目としての児童発達支援管理責任者配置
児童発達支援管理責任者（児童発達支援管理責任者のうち1人以上が常勤でなければならない場合にあっては、常勤の児童発達支
援管理責任者）が配置されている指定通所支援を行う事業所又は指定入所支援若しくは医療型児童発達支援を行う指定障害児入所
施設等（児童福祉法第24条の2第1項に規定する指定障害児入所施設等をいう。）（以下「障害児通所支援事業所等」と総称する。）に
おいては、指定通所支援基準第27条第2項から第4項まで及び指定障害児入所施設等基準第21条第2項から第4項までに規定する業
務を基礎研修修了者に行わせることができ、当該児童発達支援管理責任者に加えて当該基礎研修修了者を置くことにより当該障害
児通所支援事業所等に置くべき児童発達支援管理責任者の数に達することとみなすことにより、設備運営基準第49条第1項、第58条
第1項、第63条第1項及び第69条、指定通所支援基準第5条第1項第2号及び第3項第5号、第6条第1項第5号、第54条の6第1項第2号、
第56条第1項第6号、第66条第1項第2号及び第3項第5号、第71条の3第1項第2号、第71条の8第1項第2号並びに第73条第1項第2号
並びに指定障害児入所施設等基準第4条第1項第6号及び第52条第1項第5号に規定する基準を満たしているものとみなすことができ
る。

〇やむを得ない事由による配置
やむを得ない事由により児童発達支援管理責任者が欠けた障害児通所支援事業所等にあっては、当該事由の発生した日から起算し
て1年間は、当該障害児通所支援事業所等において提供される障害児通所支援又は障害児入所支援の管理を行う者として配置され
る者であって、実務経験者であるものについては、第二号(※更新研修修了者)に定める要件を満たしているものとみなす。

〇平成24年4月１日前の児童に関する分野のサービス管理責任者研修修了者である者
平成二十四年四月一日前に指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等の一部を
改正する件による改正前の指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等に規定す
る児童に関する分野のサービス管理責任者研修を修了し、当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者については、旧
告示第二号に規定する児童発達支援管理責任者研修を修了しているものとみなす。

〇自立支援法からの経過措置
平成24年3月31日において現に存する障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間
において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係省令の整備等及び経過措置に関す
る省令（平成24年厚生労働省令第40号）による改正前の障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及
び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）附則第5条に規定する旧指定児童デイサービス事業所が、同日以後引き続き
指定通所支援基準第4条に規定する指定児童発達支援又は同令第65条に規定する指定放課後等デイサービスの事業を行う場合に
おけるこれらの事業に係る同令第5条第1項に規定する指定児童発達支援事業所又は同令第66条第1項に規定する指定放課後等デ
イサービス事業所であって、実務経験者を確保することができないものについては、第一号イ、ロ及びニの期間(※相談支援及び有資
格並びに直接支援の期間)が通算して3年以上である者であって、第二号(※更新研修修了者)に定める要件を満たすものを児童発達
支援管理責任者として置くことができる。

〇実務経験者及び更新研修修了者
障害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理 を行う者として厚生労働大臣が定めるもの（以下「児童発達支援管 理責任者」と
いう。）は第一号(※実務経験者)及び第二号(※更新研修修了者)に定める要件を満たす者。

〇平成31年3月31日において、旧児童発達支援管理責任者研修修了者である者
※令和6年3月31日までの間は児童発達支援管理責任者として現に従事しているものとみなす。
　この場合、令和6年3月31日前に更新研修修了者となり、以後、更新研修修了者となった日の属する年度の翌年度を初年度とする同
年度以降の5年度ごとの各年度の末日までに、児童発達支援管理責任者更新研修を改めて修了することを要する。

〇実務経験者が平成31年4月1日以降令和4年3月31日までに基礎研修修了者となった者
第二号ロ(※実践研修修了者)の規定にかかわらず、基礎研修修了者となった日から3年を経過する日までの間は、当該実務経験者を
児童発達支援管理責任者とみなす。
　この場合、当該実務経験者が児童発達支援管理責任者となるには、基礎研修修了者となった日から3年を経過する日までの間に実
践研修修了者となることを要す。



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者(以下、「サビ児管」という。)の研修体系の用語注釈

規定内容
実務経験者 告示544号一イ(1)

告示230号一

更新研修修了者 告示544号一イ(２)

告示230号二

基礎研修修了者 告示544号一イ(２)(一)

告示230号第二号イ

実践研修修了者 告示544号一イ(２)(二)

告示230号第二号ロ

更新研修 告示544号一イ(２)

告示230号二

告示544号一イ(1)(一)(※相談支援の業務)及び(二)(※有資格の業務)の期間が通算して5年以上である者、(三)(※直接支援の業務)の
期間が通算して8年以上である者または(一)から(三)までの期間が通算して3年以上かつ(四)(※国家資格)の期間が通算して3年以上
である者。
※別途掲載している「実務経験要件」をご確認ください。

次のイ(※相談支援の業務)及びロ)(※有資格の業務)の期間を通算した期間が5年以上かつ当該期間からハの期間を通算した期間を
除いた期間が3年以上である者、ニ)(※直接支援の業務)の期間を通算した期間が8年以上かつ当該期間からホの期間を通算した期
間を除いた期間が3年以上である者又はイ、ロ及びニの期間を通算した期間からハ及びホの期間を通算した期間を除いた期間が3年
以上かつヘの期間が通算して5年以上である者。
※別途掲載している「実務経験要件」をご確認ください。

サービス管理責任者等研修の見直
しに関するQ&A　問7-1

サービス管理責任者等研修の見直
しに関するQ&A　問7-1

・指定障害福祉サービス（法第29条第1項に規定する指定障害福祉サービスをいう。以下同じ。）等の質の確保に関する知識及び技術
の維持及び向上を目的としてサービス管理責任者、管理者若しくは相談支援専門員として現に従事している実践研修修了者
・サービス管理責任者更新研修受講開始日前5年間において、サービス管理責任者、管理者若しくは相談支援専門員の業務に通算し
て2年以上従事していた実践研修修了者
に対して行われる研修であって、別表第四に定める内容以上のもの
・実践研修を修了した日の属する年度の翌年度を初年度とする同年度以降の5年度ごとの各年度の末日までに受講

サービス管理責任者等研修の見直
しに関するQ&A　問４

 改正前の告示に定めるサービス管理責任者等の研修を修了している者 は、５年ごとに更新研修を受講する必要があるが、その起算
点はいつか。
 （答）  起算点は、平成 35 年度までの間に更新研修の修了者となった日の属する年度の翌年度となる。 平成 31 年厚生労働省告示
第 109 号及び第 110 号による改正前の告示に定めるサービス管理責任者等の研修を平成 30 年度までに修了している者について
は、平成 35 年度までの間に更新研修を受講することになる。また、２回目以降の更新研修は、１回目の更新研修の修了者となった日
の属する年度の翌年度を初年度と して５年度ごとに修了する必要がある。

実践研修を修了し、当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けたものであって、次のいずれかの要件を満たす者
・基礎研修修了者となった日以後、実践研修受講開始日前5年間に通算して2年以上、相談支援の業務又は直接支援の業務に従事し
た者
・平成31年4月1日において旧告示(544号)一イ(1)から(5)(※旧サービス管理責任者研修)または旧告示(230号)二(※旧児童発達支援
管理責任者研修)のいずれかの規定に該当する者であ って、同日以後に相談支援従事者初任者研修（講義部分）修了者となったもの
であること
（実践研修受講開始日前5年間に通算して2年以上、相談支援の業務又は直接支援の業務に従事した者に限る。）

更新研修を修了し、当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けたもの。
ただし、実践研修を修了した日から５年を経過する日の属する年度の末日までの間は、基礎研修修了者及び実践研修修了者に該当
するものであって、更新研修修了者でないものを更新研修修了者とみなす。

基礎研修を修了し、当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けたものであって、次のいずれかの要件を満たす者
・相談支援従事者初任者研修(講義部分)修了者(別表第二)
・旧障害者ケアマネジメント研修修了者(旧告示一イ(１)(二)b)

・指定通所支援（児童福祉法第21条の5の3第1項に定める指定通所支援をいう。以下 同じ。）又は指定入所支援（児童福祉法第24条
の2に定める指定入所支援をいう。以下同じ。）の質の確保に関する知識及び技術の維持及び向上を目的として児童発達支援管理責
任者、管理者若しくは相談支援専門員として現に従事している実践研修修了者
・児童発達支援管理責任者更新研修受講開始日前五年間において、児童発達支援管理責任者、管理者若しくは相談支援専門員の
業務に通算 して2年以上従事していた実践研修修了者
に対して行われる研修であって、別表第四に定める内容以上のもの
・実践研修を修了した日の属する年度の翌年度を初年度とする同年度以降の５年度ごとの各年度の末日までに受講



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者(以下、「サビ児管」という。)の研修体系の用語注釈

規定内容
基礎研修 告示544号一イ(２)(一)

告示230号二イ

実践研修 告示544号一イ(２)(二)

告示230号二ロ

告示544号一イ(2)(二)ａ

告示230号二ロ(１)

管理者 告示544号一イ(２)

告示230号二

相談支援専門員 告示544号一イ(２)

告示230号二

実践研修受講に必要な実務経験

サービス管理責任者等研修の見直
しに関するQ&A問1、問7-1

基礎研修修了者となった日以後、サービス管理責任者実践研修受講開始日前五年間に通算して二年以上、相談支援の業務又は直
接支援の業務に従事した者であること。

基礎研修修了者となった日以後、児童発達支援管理責任者実践研修受講開始日前五年間に通算して二年以上、相談支援の業務又
は直接支援の業務に従事した者であること。

サービス管理責任者等研修の見直
しに関するQ&A　問7-1

指定障害福祉サービス等の質の確保に関する基礎的な知識及び技術を習得させることを目的として実務経験者となるために必要な
年数に達する日までの期間が2年以内である者又は実務経験者に対して行われる研修であって、別表第一に定める内容以上のもの
・告示544号第一号イ（1）の実務経験を必要とする。

指定障害福祉サービス等の質の確保に関する実践的な知識及び技術を習得させることを目的として行われる研修であって、別表第
三に定める内容以上のもの
・告示544号第一号イ（1）の実務経験を必要とする。

指定通所支援又は指定入所支援の質の確保に関する基礎的な知識及び技術を習得させることを目的として実務経験者となるために
必要な年数に達する日までの期間が2年以内である者又は実務経験者に対して行われる研修であって、別表第一に定める内容以上
のもの
・告示230号第一号の実務経験を必要とする。

サービス管理責任者等研修の見直
しに関するQ&A　問7-1

サービス管理責任者等研修の見直
しに関するQ&A　問7-1

サービス管理責任者等研修の見直
しに関するQ&A　問7-1

児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運 営に関する基準（平成24年厚生労働省令第29号）第3条第1項に規定
する相談支援専門員

【長崎県】サービス管理責任者及び
児童発達支援管理責任者研修に関
するQ&A　NO.4

経過措置において、実務経験者が令和３年度までに基礎研修修了者となった場合、サビ児管として従事することができるものの、基礎
研修修了者となってから３年を経過する日までに実践研修を修了する必要があるが、実践研修の受講に必要な実務経験は、サビ児
管の業務を含むことになる。

指定通所支援又は指定入所支援の質の確保に関する実践的な知識及び技術を習得させることを目的として行われる研修であって、
別表第三に定める内容以上のもの
・告示230号第一号の実務経験を必要とする。

指定障害福祉サービス基準、指定障害者支援施設基準及び障害福祉サービス基準の規定による指定障害福祉サービス事業者が当
該事業を行う事業所及び指定障害者支援施設等の管理者

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ く指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準
（平成24年厚生労働省令第27号）第3条第2項及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に 基づく指定計
画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準 （平成24年厚生労働省令第28号）第3条第1項に規定する相談支援専門員

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号。以下「 指定通所
支援基準」という。）及び児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第
16号。以下「指定障害児入所施設等基準」という。）の規定による指定児童発達支援事業所及び指定福祉型障害児入所施設の管理
者

・基礎研修修了者は、今後サービス管理責任者等の業務を担うことが予定されることから、実践研修受講に当たって必要な実務経験
は、主として個別支援計画の原案作成等に係る業務を担うことを想定しているが、「指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管
理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等（平成 18 年 厚生労働省告示第544 号。以下「サービス管理責任者資格要件告示」と
いう。）」 及び「障害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理を行う者として厚生労働 大臣が定めるもの（平成 24 年厚生労働
省告示第230 号。以下「児童発達支援管理 責任者資格要件告示」という。）」（以下これらを「告示」という。）において、「相談支援の業
務又は直接支援の業務」としており、必ずしも個別支援計画の原案作 成等の業務のみに限られるものではない（サービス管理責任者
資格要件告示第１ 号イの（２）の（二）の a 及び児童発達支援管理責任者資格要件告示第２号のロ の（１）参照）。
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用語 根拠法令

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者(以下、「サビ児管」という。)の研修体系の用語注釈

規定内容
告示544号一ロ

告示230号三

旧告示(544号)一 イ(1)

旧告示(230号)第二号 旧告示(230号)二

旧児童発達支援管理責任者研修
修了者

旧告示一 イ(1)から(5)まで 実務経験要件を満たす者及び(旧)各分野のサービス管理責任者研修修了者（相談支援従事者初任者研修(講義部分)または旧障害
者ケアマネジメント研修を含む)

(旧)介護に関する分野のサービス管理責任者研修修了者（相談支援従事者初任者研修(講義部分)または旧障害者ケアマネジメント
研修を含む)
※生活介護又は療養介護

(旧)身体障害、知的障害又は精神障害を有する者の地域生活に関する分野のサービス管理責任者研修修了者（相談支援従事者初
任者研修(講義部分)または旧障害者ケアマネジメント研修を含む)
※自立訓練(生活訓練)、自立生活援助、共同生活援助

(旧)身体障害を有する者の地域生活に関する分野のサービス管理責任者研修修了者（相談支援従事者初任者研修(講義部分)または
旧障害者ケアマネジメント研修を含む)
※自立訓練(機能訓練)

(旧)就労に関する分野のサービス管理責任者研修修了者（相談支援従事者初任者研修(講義部分)または旧障害者ケアマネジメント
研修を含む
※就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援

(旧)指定障害者支援施設等又は障害者支援施設において提供される施設入所支援以外の施設障害福祉サービスのいずれかに係る
サービス管理責任者
※施設入所支援

(旧)児童発達支援管理責任者研修修了者（相談支援従事者初任者研修(講義部分)または旧障害者ケアマネジメント研修を含む)

旧告示一 イ(3)(二)

旧告示一 イ(4)(二)

旧告示一 イ(5)

旧告示一 イ(1)(二)

旧告示一 イ(2)(二)

旧サービス管理責任者研修修了
者

平成31年3月31日において旧告示(544号)一 イ(1)(二)、旧告示(544号)一 イ(2)(二)、旧告示(544号)一 イ(3)(二)、旧告示(544号)一 イ
(4)(二)、旧告示(544号)一 イ(5)に定める要件を満たす者

・平成31年3月31日において旧告示(230号)第二号に定める要件を満たす者
・サービス管理責任者に配置する場合は児童発達支援管理責任者の実務経験を必要とする。

サービス管理責任者等研修の見直
しに関するQ&A　問5

サービス管理責任者等研修の見直
しに関するQ&A　問5
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※サービス管理責任者の配置にあたっては、実務経験要件の他に、研修受講要件も必要です。詳細は研修受講要件をご確認ください。

※下表の下線部は、別添「用語注釈」をご参照ください。

国家
資格
※３

有資
格
※４

左記
以外

(一)相談支援の業務 a

b

c

d

e

f

(1) 社会福祉主事任用資格を有する者

(2) 訪問介護員(ホームヘルパー)２級以上に相当する研修を修了した者

(3) 国家資格を有するもの　※３

(4) 上記aからeまでに掲げる業務に従事した期間が１年以上である者

(二)直接支援の業務 a

b

c

d

e

※１～※５は次ページに記載

障
害
者
の
保
健

、
医
療

、
福
祉

、
就
労

、
教
育
の
分
野
に
お
け
る
支
援
業
務

サービス管理責任者(※１)として従事するための実務経験要件

障害福祉サービス事業、障害児通所支援事業、老人居宅介護等事業において直接支援の業務に従事する者

病院・診療所、薬局、訪問看護事業所において直接支援の業務に従事する者

障害者雇用事業所において直接支援の業務に従事する者

特別支援学校等において直接支援の業務に従事する者

業務の範囲 業　務　内　容

日常生活の自立に関する
相談に応じ、助言、指導そ
の他の支援を行う業務、そ
の他これに準ずる業務

[告示544号一イ（１）（一）
a～f]

入浴、排せつ、食事その他の
介護を行い、並びに介護に関
する指導を行う業務、その他の
職業訓練、職業教育に係る業
務、動作の指導・知識技能の
付与・生活訓練・訓練等に係る
指導業務
[告示544号一イ(１)(二)a～e]

実務経験年数
※２

３
年
以
上
か
つ
国
家
資
格
等
に
よ
る
業
務
３
年
以
上
　
※
５ ５年

以上

５年
以上

８年
以上

指定[特定/障害児/一般]相談支援事業、地域生活支援事業の相談支援の業務に従事する者

児童相談所、更生相談所（身体・知的）、福祉事務所、発達障害者支援センターにおいて相談支援の業務に従事する者
※旧精神保健福祉法の精神障害者社会復帰施設を含む

障害者支援施設、障害児入所支援施設、地域包括支援センター、老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、精神保健福
祉センター、救護施設、更生施設において相談支援の業務に従事する者

障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターにおいて相談支援の業務に従事する者

特別支援学校等において相談支援の業務に従事する者

病院・診療所において相談支援の業務に従事する者で、次の（1）～（3）のいずれかに該当する者

障害者支援施設、障害児入所施設、老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、病院又は診療所の病室であって療養病
床に係るものにおいて直接支援の業務に従事する者
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※１

※２

※３

※４ 有資格者は、上記(二)の直接支援の業務に従事する者で、次の（1）～（4）のいずれかに該当する者(資格取得以前の直接支援業務も年数に含めて可)

(１) 社会福祉主事任用資格を有する者

(２) 保育士

(３) 児童指導員任用資格者

(４) 訪問介護員(ホームヘルパー)２級以上(現:介護職員初任者研修)に相当する研修を修了した者

※５ 国家資格の期間と相談支援の業務及び直接支援の業務の期間が同時期でも可(H18.6.23　厚生労働省事務連絡)

国家資格者は、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語
聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士(管理栄養士を含む)、精神保健福祉士のことをいう。

療養介護、生活介護、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助、共同生活援助の提供に係る管理を行うサービス管理責任者

１年以上の実務経験とは、業務に従事した期間が１年以上であり、かつ、実際に業務に従事した日数が１年あたり180日以上であることを言うものとする。例えば、５年以上の実務経
験であれば、業務に従事した期間が５年以上あり、かつ、実際に業務に従事した日数が900日以上であることをいう。(H18.6.23　厚生労働省事務連絡)
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※児童発達支援管理責任者の配置にあたっては、実務経験要件の他に、研修受講要件も必要です。詳細は研修受講要件をご確認ください。

※下表の下線部は、別添「用語注釈」をご参照ください。

国家
資格
※３

有資
格
※４

左記
以外

(イ)相談支援の業務 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

1) 社会福祉主事任用資格を有する者

2) 上記(1)から(5)までに掲げる業務に従事した期間が１年以上である者

3) 国家資格を有するもの　※３

4) 訪問介護員(ホームヘルパー)２級以上に相当する研修を修了した者

(ロ)直接支援の業務 (1)

(2)

(3)

(4)

(5)

※１～※５は次ページに記載

障害者支援施設、障害児入所支援施設、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、認定こども園、児童厚生施設、児童
家庭支援センター、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、
病院又は診療所の病室であって療養病床に係るものにおいて直接支援の業務に従事する者

５年
以上

８年
以上

入浴、排せつ、食事その他の
介護を行い、並びに介護に関
する指導を行う業務、その他の
職業訓練、職業教育に係る業
務、動作の指導・知識技能の
付与・生活訓練・訓練等に係る
指導業務
[告示230号一ロ
(1)～(5)]

障害福祉サービス事業、障害児通所支援事業、児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳
児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、小規模住居型児童養育事業、家庭的
保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業、老人居宅
介護等事業等において直接支援の業務に従事する者

病院・診療所、薬局、訪問看護事業所において直接支援の業務に従事する者

障害者雇用事業所において直接支援の業務に従事する者

学校等において直接支援の業務に従事する者

児童発達支援管理責任者(※１)として従事するための実務経験要件

業務の範囲 業　務　内　容

実務経験年数
※２

障
害
者
ま
た
は
障
害
児
の
保
健

、
医
療

、
福
祉

、
就
労

、
教
育
の
分
野
に
お
け
る
支
援
業
務

指定[特定/障害児/一般]相談支援事業、地域生活支援事業の相談支援の業務に従事する者

３
年
以
上
か
つ
国
家
資
格
等
に
よ
る
業
務
５
年
以
上
　
※
５

５年
以上

日常生活の自立に関する
相談に応じ、助言、指導そ
の他の支援を行う業務、そ
の他これに準ずる業務

[告示230号一イ
(1)～(6)]

児童相談所、児童家庭支援センター、更生相談所（身体・知的）、福祉事務所、発達障害者支援センターにおいて相談支援の業
務に従事する者※旧精神保健福祉法の精神障害者社会復帰施設を含む

障害者支援施設、障害児入所支援施設、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、地域包括支援セン
ター、老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、精神保健福祉センター、救護施設、更生施設において相談支援の業務
に従事する者

障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターにおいて相談支援の業務に従事する者

学校等において相談支援の業務に従事する者

医療機関（病院・診療所）において相談支援の業務に従事する者で、次の（1）～（3）のいずれかに該当する者
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※１

※２ ・相談支援の業務及び直接支援の業務においては、老人福祉施設・医療機関等以外での実務経験が３年以上必要

※３

※４ 有資格者は、上記(二)の直接支援の業務に従事する者で、次の（1）～（4）のいずれかに該当する者(資格取得以前の直接支援業務も年数に含めて可)

(１) 社会福祉主事任用資格を有する者

(２) 保育士

(３) 児童指導員任用資格者

(４) 訪問介護員(ホームヘルパー)２級以上に相当する研修を修了した者

※５ 国家資格の期間と相談支援の業務及び直接支援の業務の期間が同時期でも可(H18.6.23　厚生労働省事務連絡)

国家資格者は、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語
聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士(管理栄養士を含む)、精神保健福祉士のことをいう。

・１年以上の実務経験とは、業務に従事した期間が１年以上であり、かつ、実際に業務に従事した日数が１年あたり180日以上であることを言うものとする。例えば、５年以上の実務経
験であれば、業務に従事した期間が５年以上あり、かつ、実際に業務に従事した日数が900日以上であることをいう。(H18.6.23　厚生労働省事務連絡)

障害児通所支援及び障害者入所支援の提供に係る管理を行う児童発達支援管理責任者
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用語 根拠法令
障害者 告示544号一イ（１）（一） （相談支援の業務の場合）身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理由により日常生活を営むのに支障がある者

告示230号一イ

告示544号一イ（１）（二） （直接支援の業務の場合）身体上若しくは精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある者

告示230号一ロ

障害児 児童福祉法第4条第1項

児童福祉法第4条第2項

相談支援の業務 告示544号一イ（１）（一）

告示230号一イ

・サービス等利用計画案作成

・モニタリング（サービス等利用計画の実施状況の把握（利用者についての継続的な評価を含む））、他

直接支援の業務

地域生活支援事業

児童家庭支援センター 児童福祉法第44条の2第一項

障害者支援施設

告示544号一イ（１）（二）
告示230号一ロ

総合支援法第77条第1項第3号

総合支援法第78条第1項

総合支援法第5条第11項

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者における実務経験要件の用語注釈

※参考　障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援するための
法律に基づく指定計画相談支援の
事業の人員及び運営に関する基準
第15条第2項各号及び第3項各号
（指定計画相談支援の具体的取扱
方針）

障害者につき、施設入所支援を行うとともに、施設入所支援以外の施設障害福祉サービスを行う施設(のぞみの園及び第1項の厚生
労働省令で定める施設を除く。)

規定内容

入浴、排せつ、食事その他の介護を行い、並びにその者及びその介護者に対して介護に関する指導を行う業務又は日常生活におけ
る基本的な動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向上のために必要な訓練その他の支援（以下「訓練等」という。）を行い、並び
にその訓練等を行う者に対して訓練等に関する指導を行う業務その他職業訓練又は職業教育に係る業務

市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。（中略）障害者等が障害
福祉サービスその他のサービスを利用しつつ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の障害者等の福祉に関
する各般の問題につき、障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言そ
の他の厚生労働省令で定める便宜を供与するとともに、障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡
調整その他の障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行う事業

都道府県は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、第77条第1項第3号、（中略）のうち、特に専門性の高い
相談支援に係る事業（中略）として厚生労働省令で定める事業を行うものとする。

・アセスメント（適切な方法により、利用者について、その心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通
じて利用者の希望する生活や利用者が自立した日常生活を営むことができるよう支援する上で解決すべき課題等の把握）

この法律で、児童とは、満十八歳に満たない者をいい、児童を左のように分ける。
一　乳児　満一歳に満たない者
二　幼児　満一歳から、小学校就学の始期に達するまでの者
三　少年　小学校就学の始期から、満十八歳に達するまでの者

身体に障害のある児童、知的障害のある児童、精神に障害のある児童(発達障害者支援法第2条第2項に規定する発達障害児を含
む。)又は治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であつて障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律第4条第1項の政令で定めるものによる障害の程度が同項の厚生労働大臣が定める程度である児童

告示544号一イ（１）（一）a
告示230号一イ（1）

※児童福祉法第4条第2項に規定す
る児童への支援と同様の支援を必
要とする児童が含まれること

児童家庭支援センターは、地域の児童の福祉に関する各般の問題につき、児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知
識及び技術を必要とするものに応じ、必要な助言を行うとともに、市町村の求めに応じ、技術的助言その他必要な援助を行うほか、第
二十六条第一項第二号及び第二十七条第一項第二号の規定による指導を行い、あわせて児童相談所、児童福祉施設等との連絡調
整その他厚生労働省令の定める援助を総合的に行うことを目的とする施設とする。

日常生活の自立に関する相談に応じ、助言、指導その他の支援を行う業務

指定[特定/障害児/一般]相談支
援事業

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「法」という。）第77条第1項及び第78条第1項に規定する地域
生活支援事業、法附則第26条の規定による、改正前の児童福祉法第6条の2第1項に規定する障害児相談支援事業、法附則第35条
の規定による改正前の身体障害者福祉法第4条の2第1項に規定する身体障害者相談支援事業、法附則第52条の規定による改正前
の知的障害者福祉法第4条に規定する知的障害者相談支援事業その他これらに準ずる事業の従事者



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者における実務経験要件の用語注釈

規定内容

助産施設 児童福祉法第36条

乳児院 児童福祉法第37条

母子生活支援施設 児童福祉法第38条

保育所 児童福祉法第39条第1項

認定こども園 児童福祉法第39条の2第1項

児童厚生施設 児童福祉法第40条

児童養護施設 児童福祉法第41条

児童心理治療施設 児童福祉法第43条の2

児童自立支援施設 児童福祉法第44条

児童福祉法第7条第2項障害児入所施設(障害児入所支
援)

障害児入所支援とは、障害児入所施設に入所し、又は指定発達支援医療機関に入院する障害児に対して行われる保護、日常生活の
指導及び知識技能の付与並びに障害児入所施設に入所し、又は指定発達支援医療機関に入院する障害児のうち知的障害のある児
童、肢体不自由のある児童又は重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している児童(以下「重症心身障害児」という。)に対し
行われる治療をいう。

児童自立支援施設は、不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する
児童を入所させ、又は保護者の下から通わせて、個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い、その自立を支援し、あわせて退所し
た者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設とする。

助産施設は、保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦を入所させて、助産を受
けさせることを目的とする施設とする。

乳児院は、乳児（保健上、安定した生活環境の確保その他の理由により特に必要のある場合には、幼児を含む。）を入院させて、これ
を養育し、あわせて退院した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設とする。

母子生活支援施設は、配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童を入所させて、これらの者
を保護するとともに、これらの者の自立の促進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うこと
を目的とする施設とする。

保育所は、保育を必要とする乳児・幼児を日々保護者の下から通わせて保育を行うことを目的とする施設（利用定員が二十人以上で
あるものに限り、幼保連携型認定こども園を除く。）とする。

幼保連携型認定こども園は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとしての満三歳以上の幼児に対する教育（教育基本法（平
成十八年法律第百二十号）第六条第一項に規定する法律に定める学校において行われる教育をいう。）及び保育を必要とする乳児・
幼児に対する保育を一体的に行い、これらの乳児又は幼児の健やかな成長が図られるよう適当な環境を与えて、その心身の発達を
助長することを目的とする施設とする。

児童厚生施設は、児童遊園、児童館等児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操をゆたかにすることを目的とする施
設とする。

児童養護施設は、保護者のない児童（乳児を除く。ただし、安定した生活環境の確保その他の理由により特に必要のある場合には、
乳児を含む。以下この条において同じ。）、虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を入所させて、これを養護し、あわせ
て退所した者に対する相談その他の自立のための援助を行うことを目的とする施設とする。

児童心理治療施設は、家庭環境、学校における交友関係その他の環境上の理由により社会生活への適応が困難となつた児童を、短
期間、入所させ、又は保護者の下から通わせて、社会生活に適応するために必要な心理に関する治療及び生活指導を主として行い、
あわせて退所した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設とする。



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者における実務経験要件の用語注釈

規定内容
地域包括支援センター

老人福祉施設

介護老人保健施設

介護保険法第第115条の46第1項

老人福祉法第5条の3

介護保険法第8条第28項

イ　居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険者等の居宅において、厚生労働省令で定める基準に
従って、厚生労働省令で定める期間にわたり日常生活上の支援を行う事業(以下この項において「第1号訪問事業」という。)

ニ　居宅要支援被保険者等(指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画費に係る介護予防支援を受けている者を除く。)の介
護予防を目的として、厚生労働省令で定める基準に従って、その心身の状況、その置かれている環境その他の状況に応じて、その選
択に基づき、第1号訪問事業、第1号通所事業又は第1号生活支援事業その他の適切な事業が包括的かつ効率的に提供されるよう必
要な援助を行う事業(以下「◆第1号介護予防支援事業◆」という。)

一　被保険者の心身の状況、その居宅における生活の実態その他の必要な実情の把握、保健医療、公衆衛生、社会福祉その他の関
連施策に関する総合的な情報の提供、関係機関との連絡調整その他の被保険者の保健医療の向上及び福祉の増進を図るための総
合的な支援を行う事業

(参考)第115条の45第2項各号

(参考)第1号介護予防支援事業
介護保険法第115条の45第1項第1
号

第一号介護予防支援事業(居宅要支援被保険者に係るものを除く。)及び第115条の45第2項各号に掲げる事業(以下「包括的支援事
業」という。)その他厚生労働省令で定める事業を実施し、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行う
ことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設とする。

居宅要支援被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者(以下「居宅要支援被保険者等」という。)に対して、次に掲げる事業を
行う事業(以下「第1号事業」という。)

三　保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による被保険者の居宅サービス計画及び施設サービス計画の検証、その心
身の状況、介護給付等対象サービスの利用状況その他の状況に関する定期的な協議その他の取組を通じ、当該被保険者が地域に
おいて自立した日常生活を営むことができるよう、包括的かつ継続的な支援を行う事業

ロ　居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める施設において、厚生労働省令で定める基準に従って、厚
生労働省令で定める期間にわたり日常生活上の支援又は機能訓練を行う事業(以下この項において「第1号通所事業」という。)

ハ　厚生労働省令で定める基準に従って、介護予防サービス事業若しくは地域密着型介護予防サービス事業又は第1号訪問事業若
しくは第1号通所事業と一体的に行われる場合に効果があると認められる居宅要支援被保険者等の地域における自立した日常生活
の支援として厚生労働省令で定めるものを行う事業(ニにおいて「第1号生活支援事業」という。)

二　被保険者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業その他の被保険者の権利擁護のため必要な援助を行う事業

老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター及び老
人介護支援センターをいう。

六　保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による認知症の早期における症状の悪化の防止のための支援その他の認知
症である又はその疑いのある被保険者に対する総合的な支援を行う事業

四　医療に関する専門的知識を有する者が、介護サービス事業者、居宅における医療を提供する医療機関その他の関係者の連携を
推進するものとして厚生労働省令で定める事業(前号に掲げる事業を除く。)

五　被保険者の地域における自立した日常生活の支援及び要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の
防止に係る体制の整備その他のこれらを促進する事業

要介護者であって、主としてその心身の機能の維持回復を図り、居宅における生活を営むことができるようにするための支援が必要で
ある者(その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。以下この項において単に「要介護者」という。)に対し、施設
サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うこと
を目的とする施設として、第九十四条第一項の都道府県知事の許可を受けたものをいい、「介護保健施設サービス」とは、介護老人保
健施設に入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて行われる看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他
必要な医療並びに日常生活上の世話をいう。



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者における実務経験要件の用語注釈

規定内容
介護医療院

精神保健福祉センター

救護施設

更正施設

障害者職業センター

一　障害者職業総合センター

二　広域障害者職業センター

三　地域障害者職業センター

障害者就業・生活支援センター

学校 学校教育法第一条 学校とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校とする。

告示544号一イ（５） 大学を除く。（以下、「学校」という。）

特別支援学校等 特別支援学校その他これに準ずる機関

病院・診療所、薬局

三　健康保険組合である保険者が開設する病院若しくは診療所又は薬局

介護保険法第8条第29号

精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律第6条第1項

健康保険法第63条第3項 一　厚生労働大臣の指定を受けた病院若しくは診療所(第65条の規定により病床の全部又は一部を除いて指定を受けたときは、その
除外された病床を除く。以下「保険医療機関」という。)又は薬局(以下「保険薬局」という。)

二　特定の保険者が管掌する被保険者に対して診療又は調剤を行う病院若しくは診療所又は薬局であって、当該保険者が指定したも
の

生活保護法第38条第2項

生活保護法第38条第3項

都道府県は、精神保健の向上及び精神障害者の福祉の増進を図るための機関(以下「精神保健福祉センター」という。)を置くものとす
る。

障害者の雇用の促進等に関する法
律第19条第1項

障害者の雇用の促進等に関する法
律第27条第2項

(参考)障害者の雇用の促進等に関
する法律第27条第1項

一　職員、業務の方法その他の事項についての業務の実施に関する計画が適正なものであり、かつ、その計画を確実に遂行するに
足りる経理的及び技術的な基礎を有すると認められること。

二　前号に定めるもののほか、業務の運営が適正かつ確実に行われ、支援対象障害者の雇用の促進その他福祉の増進に資すると
認められること。

告示544号一イ（１）（二）e

厚生労働大臣は、障害者の職業生活における自立を促進するため、次に掲げる施設(以下「障害者職業センター」という。)の設置及び
運営の業務を行う。

都道府県知事は、前項の規定による指定をしたときは、同項の規定による指定を受けた者(以下「障害者就業・生活支援センター」とい
う。)の名称及び住所並びに事務所の所在地を公示しなければならない。

都道府県知事は、職業生活における自立を図るために就業及びこれに伴う日常生活又は社会生活上の支援を必要とする障害者(以
下この節において「支援対象障害者」という。)の職業の安定を図ることを目的とする一般社団法人若しくは一般財団法人、社会福祉法
(昭和26年法律第45号)第22条に規定する社会福祉法人又は特定非営利活動促進法(平成10年法律第7号)第2条第2項に規定する特
定非営利活動法人その他厚生労働省令で定める法人であつて、次条に規定する業務に関し次に掲げる基準に適合すると認められる
ものを、その申請により、同条に規定する業務を行う者として指定することができる。

身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むことが困難な要保護者を入所させて、生活扶助を行うことを目的とする施
設とする。

身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする要保護者を入所させて、生活扶助を行うことを目的とする施設とす
る。

要介護者であって、主として長期にわたり療養が必要である者(その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。以
下この項において単に「要介護者」という。)に対し、施設サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介
護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設として、第百七条第一項の都道府県知事の
許可を受けたものをいい、「介護医療院サービス」とは、介護医療院に入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて行われ
る療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話をいう。



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者における実務経験要件の用語注釈

規定内容

二　都道府県知事の指定する養成機関又は講習会の課程を修了した者

三　社会福祉士

四　厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者

四　前2号に掲げる者のほか，精神保健及び精神障害者の福祉に関し相当の学識経験を有すると認められる者

療養病床

障害福祉サービス事業

(参考)障害福祉サービス

障害児通所支援事業 児童福祉法第6条の2の2第1項 児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援及び保育所等訪問支援

社会福祉主事は、都道府県知事又は市町村長の補助機関である職員とし、年齢20年以上の者であつて、人格が高潔で、思慮が円熟
し、社会福祉の増進に熱意があり、かつ、次の各号のいずれかに該当するもののうちから任用しなければならない。

一　学校教育法(昭和22年法律第26号)に基づく大学、旧大学令(大正7年勅令第388号)に基づく大学、旧高等学校令(大正7年勅令第
389号)に基づく高等学校又は旧専門学校令(明治36年勅令第61号)に基づく専門学校において、厚生労働大臣の指定する社会福祉に
関する科目を修めて卒業した者(当該科目を修めて同法に基づく専門職大学の前期課程を修了した者を含む。)

一　学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学において，心理学若しくは教育学の課程を修めて卒業した者又は 同法に基づく
大学において、心理学若しくは教育学の課程において優秀な成績で単位を取得したことにより、同法第67条第2項の規定により大学院
への入学を認められた者

二　学校教育法に基づく大学において，社会福祉学 に関する科目を修めて卒業した者又は同法に基づく大学において、社会福祉に
関する科目を修めて、同法第67条第2項の規定により大学院への入学を認められた者

三　学校教育法の規程による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者若しくは通常の課程による12年の学校教育を卒業した者
（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有する
と認定した者であって、2年以上精神保健及び精神障害者の福祉に関する業務に従事したもの

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立訓
練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助及び共同生活援助

療養病床(病院又は診療所の病床のうち、前三号に掲げる病床以外の病床であつて、主として長期にわたり療養を必要とする患者を
入院させるためのものをいう。以下同じ。)

障害福祉サービス(障害者支援施設、独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法(平成14年法律第167号)第11条第1
号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設(以下「のぞみの園」という。)その他厚生労
働省令で定める施設において行われる施設障害福祉サービス(施設入所支援及び厚生労働省令で定める障害福祉サービスをいう。
以下同じ。)を除く。)を行う事業をいう。

五　前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者として厚生労働省令で定めるもの
（精神保健福祉士、学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学において、法第19条第1項第1号に規定する厚生労働大臣の指
定する社会福祉に関する科目を修めて、学校教育法第102条第2項の規定により大学院への入学を認められた者）

告示544号一イ（１）（一）f
告示230号一ロ

(参考)平成18年6月26日障害保健福
祉主管課長会議

訪問介護員(ホームヘルパー)２級
以上に相当する研修を修了した者

相談支援の業務に関する基礎的な研修を修了する等により相談支援の業務を行うために必要な知識及び技術を習得した者と認めら
れる者

会議資料の参考1「サービス管理責任者の実務経験」に訪問介護員2級以上に相当する研修を修了した者等と記載されている。
（参考）訪問介護員(ホームヘルパー)２級以上に相当する研修・・・介護職員初任者研修、居宅介護職員初任者研修等。また、介護福
祉士を含む）

総合支援法第5条第1項

総合支援法第5条第1項

医療法第7条第2項第4号

廃止前の精神障害者社会復帰施設
の設備及び運営に関する基準(平成
12年厚生省令第87号)第17条第2項
各号のいずれかに該当するもの
（有資格者の直接支援業務に適用）

社会福祉法第19条第1項各号のい
ずれかに該当する者
（相談支援の業務及び有資格者の
直接支援業務に適用）

社会福祉主事任用資格を有する
者
（告示544号一（イ）（1）（二）
告示230号一ロ）



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者における実務経験要件の用語注釈

規定内容
児童自立生活援助事業 児童福祉法第6条の3第1項

放課後児童健全育成事業 第6条の3第2項

子育て短期支援事業 第6条の3第3項

乳児家庭全戸訪問事業 第6条の3第4項

養育支援訪問事業 第6条の3第5項

地域子育て支援拠点事業 第6条の3第6項

一時預かり事業 第6第の3第7項

小規模住居型児童養育事業 第6条の3第8項

厚生労働省令で定めるところにより、乳児家庭全戸訪問事業の実施その他により把握した保護者の養育を支援することが特に必要と
認められる児童（第八項に規定する要保護児童に該当するものを除く。以下「要支援児童」という。）若しくは保護者に監護させることが
不適当であると認められる児童及びその保護者又は出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる
妊婦（以下「特定妊婦」という。）（以下「要支援児童等」という。）に対し、その養育が適切に行われるよう、当該要支援児童等の居宅に
おいて、養育に関する相談、指導、助言その他必要な支援を行う事業をいう。

厚生労働省令で定めるところにより、乳児又は幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報
の提供、助言その他の援助を行う事業をいう。

家庭において保育（養護及び教育（第三十九条の二第一項に規定する満三歳以上の幼児に対する教育を除く。）を行うことをいう。以
下同じ。）を受けることが一時的に困難となつた乳児又は幼児について、厚生労働省令で定めるところにより、主として昼間において、
保育所、認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号。以
下「認定こども園法」という。）第二条第六項に規定する認定こども園をいい、保育所であるものを除く。第二十四条第二項を除き、以下
同じ。）その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業をいう。

第二十七条第一項第三号の措置に係る児童について、厚生労働省令で定めるところにより、保護者のない児童又は保護者に監護さ
せることが不適当であると認められる児童（以下「要保護児童」という。）の養育に関し相当の経験を有する者その他の厚生労働省令
で定める者（次条に規定する里親を除く。）の住居において養育を行う事業をいう。

次に掲げる者に対しこれらの者が共同生活を営むべき住居における相談その他の日常生活上の援助及び生活指導並びに就業の支
援（以下「児童自立生活援助」という。）を行い、あわせて児童自立生活援助の実施を解除された者に対し相談その他の援助を行う事
業をいう。

一　義務教育を終了した児童又は児童以外の満二十歳に満たない者であつて、措置解除者等（第二十七条第一項第三号に規定する
措置（政令で定めるものに限る。）を解除された者その他政令で定める者をいう。次号において同じ。）であるもの（以下「満二十歳未満
義務教育終了児童等」という。）

二　学校教育法第五十条に規定する高等学校の生徒、同法第八十三条に規定する大学の学生その他の厚生労働省令で定める者で
あつて、満二十歳に達した日から満二十二歳に達する日の属する年度の末日までの間にあるもの（満二十歳に達する日の前日にお
いて児童自立生活援助が行われていた満二十歳未満義務教育終了児童等であつたものに限る。）のうち、措置解除者等であるもの
（以下「満二十歳以上義務教育終了児童等」という。）

小学校に就学している児童であつて、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものに、授業の終了後に児童厚生施設等の施設
を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業をいう。

保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となつた児童について、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、児童養護施設その他の厚生労働省令で定める施設に入所させ、その者につき必要な保護を行う事業をいう。

一の市町村の区域内における原則として全ての乳児のいる家庭を訪問することにより、厚生労働省令で定めるところにより、子育てに
関する情報の提供並びに乳児及びその保護者の心身の状況及び養育環境の把握を行うほか、養育についての相談に応じ、助言そ
の他の援助を行う事業をいう。



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者における実務経験要件の用語注釈

規定内容
家庭的保育事業 第6条の3第9項

小規模保育事業 第6条の3第10項

居宅訪問型保育事業 第6条の3第11項

事業所内保育事業 第6条の3第12項

次に掲げる事業をいう。

一　子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第十九条第一項第二号の内閣府令で定める事由により家庭において必
要な保育を受けることが困難である乳児又は幼児（以下「保育を必要とする乳児・幼児」という。）であつて満三歳未満のものについ
て、家庭的保育者（市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が行う研修を修了した保育士その他の厚生労働省令で定める者であ
つて、当該保育を必要とする乳児・幼児の保育を行う者として市町村長が適当と認めるものをいう。以下同じ。）の居宅その他の場所
（当該保育を必要とする乳児・幼児の居宅を除く。）において、家庭的保育者による保育を行う事業（利用定員が五人以下であるものに
限る。次号において同じ。）

二　満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の状況その他の地域の事情を勘案して、保育が必要と認められる児童であつて満三
歳以上のものについて、家庭的保育者の居宅その他の場所（当該保育が必要と認められる児童の居宅を除く。）において、家庭的保
育者による保育を行う事業

次に掲げる事業をいう。

一　保育を必要とする乳児・幼児であつて満三歳未満のものについて、当該保育を必要とする乳児・幼児を保育することを目的とする
施設（利用定員が六人以上十九人以下であるものに限る。）において、保育を行う事業

二　満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の状況その他の地域の事情を勘案して、保育が必要と認められる児童であつて満三
歳以上のものについて、前号に規定する施設において、保育を行う事業

居宅訪問型保育事業とは、次に掲げる事業をいう。

一　保育を必要とする乳児・幼児であつて満三歳未満のものについて、当該保育を必要とする乳児・幼児の居宅において家庭的保育
者による保育を行う事業

二　満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の状況その他の地域の事情を勘案して、保育が必要と認められる児童であつて満三
歳以上のものについて、当該保育が必要と認められる児童の居宅において家庭的保育者による保育を行う事業

次に掲げる事業をいう。

一　保育を必要とする乳児・幼児であつて満三歳未満のものについて、次に掲げる施設において、保育を行う事業

イ　事業主がその雇用する労働者の監護する乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児を保育するために自ら設置する施設
又は事業主から委託を受けて当該事業主が雇用する労働者の監護する乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児の保育を実
施する施設

ロ　事業主団体がその構成員である事業主の雇用する労働者の監護する乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児を保育す
るために自ら設置する施設又は事業主団体から委託を受けてその構成員である事業主の雇用する労働者の監護する乳児若しくは幼
児及びその他の乳児若しくは幼児の保育を実施する施設

ハ　地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）の規定に基づく共済組合その他の厚生労働省令で定める組合（以
下ハにおいて「共済組合等」という。）が当該共済組合等の構成員として厚生労働省令で定める者（以下ハにおいて「共済組合等の構
成員」という。）の監護する乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児を保育するために自ら設置する施設又は共済組合等から
委託を受けて当該共済組合等の構成員の監護する乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児の保育を実施する施設

二　満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の状況その他の地域の事情を勘案して、保育が必要と認められる児童であつて満三
歳以上のものについて、前号に規定する施設において、保育を行う事業



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者における実務経験要件の用語注釈

規定内容
病児保育事業 第6条の3第13項

子育て援助活動支援事業 第6条の3第14項

老人居宅介護等事業

訪問看護事業所

障害者雇用事業所

一　当該子会社の行う事業と当該事業主の行う事業との人的関係が緊密であること。

三　当該子会社がその雇用する対象障害者である労働者の雇用管理を適正に行うに足りる能力を有するものであること。

第10条の4第1項第1号の措置に係る者又は介護保険法(平成9年法律第123号)の規定による訪問介護に係る居宅介護サービス費若
しくは定期巡回・随時対応型訪問介護看護若しくは夜間対応型訪問介護に係る地域密着型介護サービス費の支給に係る者その他の
政令で定める者につき、これらの者の居宅において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活を営むのに必要な便宜であつて
厚生労働省令で定めるものを供与する事業又は同法第115条の45第1項第1号イに規定する第1号訪問事業(以下「第1号訪問事業」と
いう。)であつて厚生労働省令で定めるものをいう。

前条第1項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、訪問看護事業を行う者の申請により、訪問看護事業を行う事業所(以下「◆
訪問看護事業所◆」という。)ごとに行う。

障害者の雇用の促進等に関する法
律第44条第1項(子会社)

障害者の雇用の促進等に関する法
律第49条第1項第6号(助成金を受け
た事業所)

健康保険法第89条第1項

(参考)健康保険法第88条第1項

四　前二号に掲げるもののほか、当該子会社の行う事業において、当該子会社が雇用する重度身体障害者又は重度知的障害者そ
の他の対象障害者である労働者の雇用の促進及びその雇用の安定が確実に達成されると認められること。

厚生労働大臣は、対象障害者の雇用に伴う経済的負担の調整並びにその雇用の促進及び継続を図るため、次に掲げる業務(以下
「納付金関係業務」という。)を行う。

六　重度身体障害者、知的障害者又は精神障害者である労働者を多数雇用する事業所の事業主に対して、当該事業所の事業の用
に供する施設又は設備の設置又は整備に要する費用に充てるための助成金を支給すること。

被保険者が、厚生労働大臣が指定する者(以下「指定訪問看護事業者」という。)から当該指定に係る訪問看護事業(疾病又は負傷に
より、居宅において継続して療養を受ける状態にある者(主治の医師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適
合していると認めたものに限る。)に対し、その者の居宅において看護師その他厚生労働省令で定める者が行う療養上の世話又は必
要な診療の補助(保険医療機関等又は介護保険法第8条第28項に規定する介護老人保健施設若しくは同条第29項に規定する介護医
療院によるものを除く。以下「訪問看護」という。)を行う事業をいう。)を行う事業所により行われる訪問看護(以下「指定訪問看護」とい
う。)を受けたときは、その指定訪問看護に要した費用について、訪問看護療養費を支給する。

特定の株式会社(第45条の3第1項の認定に係る組合員たる事業主であるものを除く。)と厚生労働省令で定める特殊の関係のある事
業主で、当該事業主及び当該株式会社(以下「子会社」という。)の申請に基づいて当該子会社について次に掲げる基準に適合する旨
の厚生労働大臣の認定を受けたもの(以下「親事業主」という。)に係る前条第1項及び第7項の規定の適用については、当該子会社が
雇用する労働者は当該親事業主のみが雇用する労働者と、当該子会社の事業所は当該親事業主の事業所とみなす。

二　当該子会社が雇用する対象障害者である労働者の数及びその数の当該子会社が雇用する労働者の総数に対する割合が、それ
ぞれ、厚生労働大臣が定める数及び率以上であること。

保育を必要とする乳児・幼児又は保護者の労働若しくは疾病その他の事由により家庭において保育を受けることが困難となつた小学
校に就学している児童であつて、疾病にかかつているものについて、保育所、認定こども園、病院、診療所その他厚生労働省令で定
める施設において、保育を行う事業をいう。

厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる援助のいずれか又は全てを受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する
者（個人に限る。以下この項において「援助希望者」という。）との連絡及び調整並びに援助希望者への講習の実施その他の必要な支
援を行う事業をいう。

一　児童を一時的に預かり、必要な保護（宿泊を伴つて行うものを含む。）を行うこと。

二　児童が円滑に外出することができるよう、その移動を支援すること。

老人福祉法第5条の2第2項



令和2年2月　長崎県障害福祉課作成

用語 根拠法令

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者における実務経験要件の用語注釈

規定内容
児童指導員任用資格者 児童指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。

（告示544号一（イ）（1）（二） 一　都道府県知事の指定する児童福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

告示230号一ロ） 二　社会福祉士の資格を有する者

三　精神保健福祉士の資格を有する者

十　3年以上児童福祉事業に従事した者であつて、都道府県知事が適当と認めたもの

相談支援の業務 告示230号一ハ 老人福祉施設、救護施設、更正施設、介護老人保健施設、介護医療院、地域包括支援センター

有資格者 告示230号一ホ 老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、療養病床関係病室、老人居宅介護等事業、特例子会社、助成金受給事業所

直接支援業務 告示230号一ホ 老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、療養病床関係病室、老人居宅介護等事業、特例子会社、助成金受給事業所

国家資格者 告示230号一ハ及びホ

児童福祉施設の設備及び運営に関
する基準第43条第1項各号のいずれ
かに該当する者

八　学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第90条第2項の規定により大学への入学を認められ
た者若しくは通常の課程による12年の学校教育を修了した者(通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を
含む。)又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者であつて、2年以上児童福祉事業に従事したもの

児童発達支援管理責任者の実務
経験において除く期間
「老人福祉施設・医療機関等」

九　教育職員免許法に規定する幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の教諭の免許状を有する者で
あつて、都道府県知事が適当と認めたもの

四　学校教育法の規定による大学(短期大学を除く。次号において同じ。)において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専
修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者

五　学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学又は社会学に関する科目の単位を優秀な成績で修得した
ことにより、同法第102条第2項の規定により大学院への入学を認められた者

六　学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専攻する研究科又はこれらに相当する
課程を修めて卒業した者

七　外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した
者



（参考様式４）

番　　　　　号

様 　　　　年　　　　月　　　　日

施設又は事業所所在地及び名称

代表者氏名 印

電話番号

　　下記の者の実務経験は、以下のとおりであることを証明します。

（余白に手書きでも可とする。令和２年４月以降の証明日から必須）

（注） １．

２．

３．

４．

業　務　期　間
　　　年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日（　　　年　　　月間）

※上記の期間中、実際に業務に従事した日数 （　　　　　日間）

業　務　内　容

職名（　　　　　　　　　　　　　　　）

実 務 経 験 証 明 書

氏　　名 （生年月日　　年　　月　　日）

現　住　所

施設又は事業所名

施設・事業所の種別（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

施設又は事業所名欄には、知的障害者更生施設等の種別も記入すること。

業務期間欄は、証明を受ける者が当該申請に関して実務経験として認められる業務に従事
した期間を記入してください（産休・育休、療養休暇や長期研修期間等は業務期間となり
ません）。

業務内容欄は、看護師、生活指導員等の職名を記入し、証明を受ける者の本来業務につい
て、「児童デイサービス事業における○○業務」、「○○実施要綱の○○事業の○○業
務」等具体的に記入すること。

証明内容を訂正した場合は、証明権者の職印を押印してください。なお、修正液による訂
正は認められません。

※被証明者の方は業務内容等について、下記を選択のうえ、証明を受けてください。

1.参考様式4別紙１及び別紙２の実務経験要件をご確認のうえ、該当する黄色の記号（例（一）a）を選択してください。

2.児童発達支援管理責任者の実務経験証明書の場合除くこととなる「老人福祉施設・医療機関等」の該当可否について選択してください。

被証明者は関係告示を確認のうえ、証明に必要な内容

を証明者に伝達すること。

サービス管理責任者・・・厚生労働省告示第544号
児童発達支援管理責任者・・・厚生労働省告示第230号

告示に規定されている実務経

験をご確認のうえ、法律等で規

定されている種別をご記入くだ

実際に業務に従事した日数は、

１年につき180日以上の日数が
必要です。

告示に規定されている実務経

験をご確認のうえ、証明に必要

な業務内容をご記入ください。



【資料４】 

 

届出、申請等に係る留意事項 
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届出、申請等に係る留意事項について 

          長崎県障害福祉課 

 

１． 指定の有効期間について 

○指定障害福祉サービス事業所等は、６年ごとに更新を行わなければなりません。

更新を行わない場合は、指定有効期間の経過によって指定の効力を失うことになり

ますので、くれぐれも指定有効期間にはご留意ください。（期限満了等のお知らせ

はいたしません。） 

○指定更新書類の提出期限は、指定の有効期間が満了する日の前月末までに指定更

新書類を提出してください。 

※例えば、平成31（2019）年４月１日に指定を受けた事業所は、令和７（2025）年

３月31日が有効期間満了日になりますので、令和７（2025）年２月28日が提出期限

となります。 

 

２．変更届について 

○指定障害福祉サービス事業所等は、指定内容に変更があった場合は、その変更に

係る事項について、変更があった日から10日以内に届出が必要です。 

◆必要な提出書類（「申請書ダウンロードサービス」からダウンロードできま

す。） 

○変更届（第２号様式（第２条関係））・・・・別添１ 

 ・指定障害福祉サービス事業者指定内容変更届出書（者） 

 ・指定障害者支援施設指定内容変更届出書（者） 

・指定障害児通所支援事業所内容変更届出書（児） 

 ・指定障害児入所支援事業所内容変更届出書（児） 

○該当する変更内容に必要な書類 

※共同生活援助における住居追加・廃止・定員増・定員減・類型変更については、

前月の15日までの届出とします。必要な書類は「申請書ダウンロードサービス」で

ご確認ください。 

 

３．介護給付費等算定に係る体制等に関する届出について 

①新たに加算を算定または加算の単位数が増える場合 

毎月15日までに届出があった（適正な書類として受理した）場合には翌月から、

16日以降に届出があった（適正な書類として受理した）場合には翌々月から算定で

きます。 



②加算の要件を満たさなくなった場合 

加算の要件を満たさなくなった場合は、速やかにその旨の届出が必要です。 

なお、この場合は、加算の要件を満たさなくなった事実が発生した日から加算の算

定を行うことができません。 

 

◆必要な提出書類（「申請書ダウンロードサービス」からダウンロードできま

す。） 

○介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書（様式第５号）・・・・別添２ 

・障害児（通所・入所）給付費算定に係る体制等に関する届出書（児の場合） 

○介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表 

・障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等状況一覧表（児の場合） 

○該当する加算の算定に必要な届出書 

※福祉・介護処遇改善加算（特定加算を含む）については、様式が別になりますの

で、「申請書ダウンロードサービス」でご確認ください。 

 

４．変更指定申請について 

下記事項を変更する場合は、事前協議及び変更申請が必要です。この場合のスケ

ジュールは新規申請と同様です。 

○サービス等の種類：生活介護、就労継続支援Ａ型・Ｂ型、障害者入所支援、児童

発達支援、放課後等デイサービス、障害児入所支援 

○変更する事項：利用定員の増加 

◆必要な提出書類（「申請書ダウンロードサービス」からダウンロードできま

す。） 

○指定変更申請書（様式第１－２号）・・・・別添３ 

 ・指定障害福祉サービス事業所指定変更申請書（者） 

 ・指定障害者支援施設指定変更申請書（者） 

 ・障害児通所支援指定変更申請書（児） 

 ・障害児入所支援指定変更申請書（児） 

○定員増加に伴い、変更となる書類（運営規程、従業者の勤務形態一覧表等） 

 

５．メールアドレスの登録について（全法人） 

○障害福祉課関係の指定を始めて受けられる法人につきましては、障害福祉課自立就

労支援班からの各種情報提供を受けるために、メールアドレスの事前登録が必要にな

ります。（既に登録済みの法人につきましては、登録は不要です） 



○登録又は変更に関する書式は、県庁トップページ→申請書ダウンロードサービス→

福祉保健部→障害福祉課へ掲載しております。 

※登録を行わなかった場合、障害福祉課自立就労支援班からの各種情報（加算関係

通知を始め障害福祉サービスや障害児関係全般に関する情報提供）を受け取るこ

とができません。） 

 

６．自然災害に関する避難計画の策定について（入所支援・共同生活援助のみ） 

○通常作成していただいている「消防計画」とは別に、風水害等の避難指示が出され

た場合の行動方針を整理した「避難に関する計画」を策定する必要があります。具体

的な雛形は、県庁トップページ→組織で検索→福祉保健課→災害時要援護者支援→

「社会福祉施設におけるモデル避難計画【自然災害対策編】」へ掲載しておりますの

で、加筆・修正し策定のうえ、県障害福祉課自立就労支援班へ提出してください。 

※なお、雛形とは別に独自の様式等にて避難計画を策定していただいても差し支え

ありません。 

 

７．業務管理体制の整備に関する届出について 

○指定障害福祉サービス事業者等は、法令遵守等の業務管理体制の整備とその届出が

義務づけられています。 

長崎県 HP 検索キーワード：「長崎県 障害 業務管理体制」 

※リーフレットや届出様式を掲載しておりますのでご覧ください。 

 



第２号様式（第２条関係）

　　　　　年　　月　　日

届出者　 主たる事務所の所在地
名　称
代表者の氏名 印

1
2
3
4
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14
15
16

17

18

19

20

注 １ 　該当する事項の番号を「○」で囲むこと。
２ 　変更の内容が確認できる書類その他知事が別に定める書類を添付すること。

３ 　変更の日から１０日以内に届け出ること。

事業所（施設）のサービス管理責任者の氏名，生
年月日，住所又は経歴

　なお，当該変更が利用者の定員の増加に伴うものである場合は，従業者の勤務の体制及び勤務形態を記載した書類を併せて添付す
ること。

併設型における利用者の推定数又は空床型にお
ける当該施設の入所定員

協力医療機関の名称若しくは診療科名又は当該
協力医療機関との契約の内容

他の障害福祉サービス事業者等との連携体制又
は支援体制の概要
連携する公共職業安定所等の名称

変 　 更　  年　  月    日 　　年　　月　　日

（変更後）

事業所の相談支援専門員の氏名，生年月日，住
所又は経歴

主たる対象者
運営規程
事業所の種別（併設型・空床型の別）

変 更 が あ っ た 事 項 変 　更　 の　 内 　容
事業所（施設）の名称 （変更前）
事業所（施設）の所在地（設置の場所）
申請者（設置者）の名称
主たる事務所の所在地
代表者の氏名，生年月日，住所又は職名

※定款等若しくはその登記事項証明書又は条例等
（当該指定に係る事業に関するものに限る。）
「※定款等」は就労継続支援A型事業所のみ

提供する障害福祉サービスの種類
第三者に委託することにより提供する障害福祉
サービスの種類又は第三者の事業所の名称若しく
は所在地

事業所（施設）の平面図又は設備の概要
事業所（施設）の管理者の氏名，生年月日，住所
又は経歴

事業所のサービス提供責任者の氏名，生年月日，
住所又は経歴

事 業 所 番 号

指定内容を変更した事業所（施設）
名　　　　　称
所　　在　　地

サービスの種類

　次のとおり指定を受けた内容に変更があったので，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
第46条第１項　第46条第３項　第51条の25第１項　第51条の25第３項の規定により届け出ます。

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定内容変更届出書
指 定 障 害 者 支 援 施 設
指 定 一 般 相 談 支 援 事 業 者
指 定 特 定 相 談 支 援 事 業 者

別添１



　　年　　月　　日

様

所 在 地

届出者 事業者名

代表者名 印

本届出書の問合せ先 担当者氏名
問合せ先
電話番号

管 理 者 の 氏 名 職　　名 氏　　名

事
業
所
・
施
設
の
状
況

主たる事業所の名称

主たる事業所・
施設の所在地

（郵便番号　　　　　－　　　　　）　　　　　　　県　　　　　　　　郡・市

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

管 理 者 の 住 所
（郵便番号　　　　　－　　　　　）　　　　　　　県　　　　　　　　郡・市

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

法 人 の 種 別 法人所轄庁

（様式第５号）その１

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書

長 崎 県 知 事

(ここに事業所番号の記載をお願いします)

　このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

届

出

者

フ リ ガ ナ

名 称

主たる事務所
の所在地

（郵便番号　　　　　－　　　　　）　　　　　　　県　　　　　　　　郡・市

代表者の職・氏名 職　　名 氏　　名

代 表 者 の 住 所
（郵便番号　　　　　－　　　　　）　　　　　　　県　　　　　　　　郡・市

別添２



（様式第５号）その２

（備考）

５．「特記事項」欄は、異動の状況について具体的に記載してください。

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類 訓

練
等
給
付

地
域
相
談
支
援

地域定着支援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

３．「実施事業」欄は、該当する欄に「○」を記入してください。

４．「異動等の区分」欄は、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「○」を記入してください。

特
記
事
項

変更前 変更後

関係書類 別紙のとおり

共同生活援助 １ 新規　２ 変更　３ 終了

１．「法人の種別欄」は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」、「医療法人」、「社団法人」、
　　「財団法人」、「株式会社」、「有限会社」等の別を記入してください。

２．「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。

就労定着支援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

地域移行支援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

就労継続支援Ｂ型 １ 新規　２ 変更　３ 終了

就労移行支援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

自立訓練 １ 新規　２ 変更　３ 終了

就労継続支援Ａ型 １ 新規　２ 変更　３ 終了

自立生活援助 １ 新規　２ 変更　３ 終了

施設入所支援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

重度障害者等包括支援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

短期入所 １ 新規　２ 変更　３ 終了

生活介護 １ 新規　２ 変更　３ 終了

１ 新規　２ 変更　３ 終了

療養介護 １ 新規　２ 変更　３ 終了

行動援護 １ 新規　２ 変更　３ 終了

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

指定年月日 異動等の区分 異動年月日
異動項目

（※変更の場合）

介
護
給
付

居宅介護 １ 新規　２ 変更　３ 終了

重度訪問介護 １ 新規　２ 変更　３ 終了

同行援護



様式第１－２号

指定変更申請書

平成   年　  月　  日
長崎県知事　様

　申請者
（設置者）

印

　　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する特定障害福祉サービス

 事業所（指定生活介護事業所・就労継続支援A型・Ｂ型事業所）・指定障害者支援施設に係る指定の変更を
 受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

　　２　　「法人である場合その種別」欄には、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」、「医療法人」、「一般社団法人」、「一般財団法人」、

　　　「株式会社」、「特定非営利活動法人」等の別を記載してください。

　　３　　「法人所轄庁」欄には、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。

　　４　　「同一所在地において行う事業等の種類」欄には、今回申請をするもの及び既に指定を受けているものについて事業の種類を記載し、

　　　該当する欄には「○」を記載してください。

　　５　　「○○事業所番号」欄には、申請を行う都道府県等において既に事業所としての指定を受け、番号が付番されている場合に、その事業
　　　所番号を記載してください。複数の番号を有する場合には、適宜様式を補正して、その全てを記載してください。

○○事業所番号
同一の法律において既に指定を受けている場合

（備考）

　　１　　「受付番号」「事業所（施設）所在地市町村番号」欄には記載しないでください。

指
定
障
害
者
支
援

施
設

　同一所在地において
行う事業等の種類

実施
事業

指定申請をする事業等の
事業開始予定年月日

様　　式
実施
事業

他の法律において既に指定を受け
ている事業等の指定年月日

備　考

特
定
障
害
福
祉

サ
ー

ビ
ス
事
業
所

代 表 者 の 住 所
（郵便番号　　　　　　―　　　　　　）
　　　　　　　　県　　　　　　郡 ・市　　　　　　

指
定
変
更
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
・
施
設
の
種
類

フ　リ　ガ　ナ

名　　　　　称

事業所（施設）の所在地
（郵便番号　　　　　　―　　　　　　）
　　　　　　　　県　　　　　　郡 ・市　　　　　　

指定変更を受けようと
する事業所番号

指定変更を受けよう
とするサービス種類

変更予定
年月日

変更の内容
変
更
前

変
更
後

法人である場合その種別 法人所轄庁
連絡先 電話番号 Ｆ Ａ Ｘ 番 号

受付番号

特定障害福祉サービス事業所
指定障害者支援施設

所 在 地
名 称
代表者氏名

事業所（施設）所在地市町村番号

申
請
者

（
設
置
者

）

フ　　リ　　ガ　　ナ

名　　　　　　　称

主たる事務所の所在地
（郵便番号　　　　　　―　　　　　　）
　　　　　　　　県　　　　　　郡 ・市　　　　　　

代表者の職・氏名 職　　名
フ　リ　ガ　ナ
氏　　　　　名

別添３



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

40 36 40 32 40 0 0 40 36 40 32 40 0 0 40 36 40 32 40 0 0 40 36 40 32 40 0 0

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

注３　「人員配置区分」欄は、報酬算定上の区分を記載し、「該当する体制等」欄は、（別紙１）「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる体制加算等の
　　内容を記載してください（この際、（別紙１）「介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表」の記載内容と同様に記載してください。）

注４　「職種」欄は、直接サービス提供職員に係る職種を記載し、「勤務形態」欄は、①常勤・専従、②常勤・兼務、③非常勤・専従、④非常勤・兼務のいずれかを記載
　　するとともに、加算等に係る職員の加配を区分した上、それぞれ1日あたりの勤務時間を記載してください。

注５　算出に当たっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。

注６　当該事業所・施設に係る組織体制図を添付してください。

注７　各事業所・施設において使用している勤務割表等（変更の届出の場合は変更後の予定勤務割表等）により、届出の対象となる従業者の職種、勤務形態、氏名、当該
　　業務の勤務時間及び看護職員と介護職員の配置状況（関係する場合）が確認できる場合はその書類をもって添付書類として差し支えありません。

サービス提供時間 160

注１　本表はサービスの種類ごとに作成してください。

注２　＊欄は、当該月の曜日を記入してください。

合計 752 188.0 4.7

1週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数 40

0 0.0 0.0

　 0 0.0 0.0

　 0 0.0 0.0

0 0.0 0.0

生活支援員 非常勤・専従 Ｆ 48 12.0 0.3

生活支援員 非常勤・兼務 Ｅ 64 16.0 0.4

看護職員 常勤・専従 Ｄ 160 40.0 1.0

生活支援員 常勤・専従 Ａ 160 40.0 1.0

生活支援員 常勤・専従 Ｃ 160 40.0 1.0

生活支援員 常勤・専従 Ｂ 160 40.0 1.0

人員配置区分 生活介護（Ⅹ）－６：１ 該当する体制等 常勤看護職員等配置　Ⅰ

職種 勤務形態 氏名

第１週 第２週 第３週 第４週
4週の
合計

週平均
の勤務
時間

常勤換
算後の
人数

定員 30 前年度の平均実利用者数 27.5 基準上の必要職員数 4.6

（別紙２）

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（　　年　　月分）

サービス種類 生活介護 事業所・施設名 福祉のさと

「前年度の平均実利用者数」を

「人員配置区分」（６：１、

３：１等）で割った数

小数点以下第２

位を切り捨てた

数

就業規則等で規

定された時間

32時間を下回る

場合は、32時間

とする

管理者とサービス管理責

任者の記載は不要

記載した場合は、常勤換

算後の人員の欄は空欄

当該年度の前年度の利用者の述べ数を開所月数で除

した数。小数点第２位以下を切り上げる

（新規申請の場合は、暫定的に定員の９割で算出）運営規程と同数

人員基準

上の職種

を記載

人員配置に係る加算が

ある場合に記載

＜注＞

網掛けのセルには自動計算式が入っている。

※共同生活援助に

ついては、４週の

合計時間が基準を

上回っているか確

認のこと



（参考様式５）
 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（　令和X年　Y月分）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

a a a a a ｃ c a a a a a ｃ c a a a a a ｃ c a a a a a ｃ c

職  　種
勤務
形態

氏   名 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

管理者・児童発
達支援管理責任
者

B 長崎　太郎 ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① 160 40

児童指導員 A 佐賀　次郎 ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① 160 40

保育士 A 福岡　三太郎 ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① 160 40

障害福祉サービ
ス経験者 C 熊本　四郎 ② ② ④ ② ② ② ② ④ ② ② ② ② ④ ② ② ② ② ④ ② ② 80 20

 備考１　＊欄には、当該月の曜日を記載してください。                                                                                                                      

 　　２　申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む。）について、４週間分の勤務すべき時間数を記載してください。勤務時間ごとあるいはサービス提供時間単位ごとに区分して番号を付し、

 　　　その番号を記載してください。

       (勤務時間　①９：００～１８：００（８H）、②１３：００～１８：００（５H）、③８：３０～１７：３０（８H）、④休日)

       (サービス提供時間ａ１３：００～１８：００、ｂ９：００～１７：００、c休日)

　　　　※複数単位実施の場合、その全てを記載してください。

 　　３　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載し、｢週平均の勤務時間｣については、職種ごとのＡの小計と、Ｂ～Ｄまでを加えた数の小計の行を挿入してください。

 　　　　　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

　 　４　当該事業所・施設に係る組織体制図を添付してください。

 　　５　施設において使用している勤務割表等により、職種、勤務形態、氏名及び当該業務の勤務時間が確認できる場合は、その書類をもって添付書類として差し支えありません。

事業所のサービス提供時間

支援の種類（　放課後等デイサービス　　　　　　　　　　　　　　）
事業所名（　放課後等デイサービス　きにゅうれい　　　　　　）

第　１　週 第　２　週 第　３　週 第　４　週

４ 週 の
合 計

週 平 均
の 勤 務
時 間

時間の区分については、
実態に合わせ、適宜修正
してください

備考３より勤務形態の

区分を記載してください。

「サービス提供時間」を備考２に記載し、

該当する記号を各日に記載してくださ

い。

事業所職員の「勤務時間」を備考２に

記載し、勤務日には記号を記載してく

ださい。

各職員の勤務時間の合

計を記載してください。

勤務時間の合計を4週

で除した平均の勤務時

間を記載してください。



【資料５】 

 

障害福祉サービス等における 

指導内容 

 

 

監査指導課 

 

 

 

 

 

 



障害福祉サービス等における指導内容【新規】

項目等 指摘・指導内容 事業種別

勤務表

勤務体制の確保について、月ごとの勤務表を作成し、従業者については、日々の勤務時間、職種、常勤・非常勤の別、
管理者との兼務関係、サービス管理責任者である旨等を明確にすること。また、兼務している場合等は、それぞれに従
事する勤務時間を明確にすること。毎月人員配置基準を満たしているか確認を行うこと。

施設入所支援、生活
介護、短期入所

勤務表
月ごとの勤務表について、介護保険の訪問介護事業や居宅介護事業以外の個人負担のサービスに係る勤務時間を
含めているので、個人負担のサービス分については外して作成すること。 居宅介護等

人員基準
従業者の員数について、常勤換算方法で2.5人に達していないので、人員基準を満たすよう配置すること。また、従業
者の勤務表においては、実績を洩れなく月ごとに作成しておくこと。 居宅介護等

人員基準

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設
備及び運営に関する基準第７８条第１項第二号ロの規定により、看護職員は１名以上配置することとされているが、現
在に至るまで配置されていない。ついては、人員欠如に該当するため、○年○月までにつき所定単位数の７０％を、○
年○月より人員欠如が解消されるに至った月まで所定単位数の５０％を、それぞれ算定するよう関係市町と協議を行
い過誤調整すること。

施設入所支援、生活
介護

業務委託
世話人及び生活支援員を外部の者に業務委託しているが、世話人兼生活支援員の業務委託契約書の業務委託内容
が世話人の業務委託内容と同じであるので、生活支援員の業務委託内容も規定すること。

介護サービス包括
型共同生活援助

業務委託
生活支援員の業務を外部に委託しているが、生活支援員業務委託書において、「入居者に賠償すべき事故が発生した
場合における責任の所在」について、明らかにしておくこと。 共同生活援助

資格要件
同行援護の指定を受けているが、同行援護事業におけるサービス提供責任者及び従業者の資格要件を満たしていな
い。 居宅介護等

宿直 宿直業務については、所轄の労働基準監督署に継続的な宿直勤務の許可を受けること。 共同生活援助

労働条件通知書

職員の労働条件通知書について、勤務時間数や賃金等が記載されていないので、記載すること。なお、同通知書の作
成方法については、労働基準監督署等に相談すること。 居宅介護等

雇用契約
労働条件通知書及び雇用契約書について、時給の変更等、契約内容に変更があった場合は、速やかに契約を再度締
結すること。 居宅介護等

サービス提供責任
者

サービス提供責任者の１名が産休でいないためサービス提供責任者の人員基準を満たしていないので、新たに選任
する等必要な人員を確保すること。 居宅介護等

契約書
秘密保持に関し、従業者から徴している秘密保持に関する誓約書の徴取漏れが認められたので、全従業者から漏れ
なく徴取しておくこと。 共同生活援助

利用契約書 利用契約書（居宅介護）の契約期間について、終期年月日が記載されていないので、記載すること。 居宅介護等
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利用契約書
利用契約書、重要事項説明書中、「障害者自立支援法」を「障害者総合支援法」に改めること。 居宅介護、重度訪問

介護

契約支給量の報告
等

サービスの利用に係る契約をしたときは、受給者証記載事項その他必要な事項を市町に対し報告しているが、契約を
終了した際、市町に対し報告がなされていないので、遅滞なく報告すること。 居宅介護等

個人情報の使用に
係る同意書

個人情報の他機関への提供にかかる同意書について、世話人○○が必要があるときに提供する場合としているが、特
定の職員のみならず、事業所が提供する場合とするとともに、使用する目的や条件、内容等を明記すること。
また、情報提供については利用者のみならず、その家族の情報についても記載すること。

共同生活援助

個人情報の使用に
係る同意書

個人情報の他機関への提供に係る同意について、介護保険の様式を使用しており、情報提供の内容等が異なるの
で、障害福祉サービスの様式を作成し、同意を得ること。 短期入所

個人情報の使用に
係る同意書

利用者及びその家族の個人情報使用同意に関し、重要事項の説明に対する文書同意に一体的に含めているため、
サービスを利用するためには個人情報使用同意が条件となってしまっている。個人情報使用同意の意思確認は、必ず
重要事項の説明に対する文書同意とは別に文書で得ること

介護サービス包括
型共同生活援助

受給者証
受給者証に居宅介護等の内容、契約支給量、その他必要な事項を記載した際は、当該受給者証の写しを全ページ保
管しておくこと。

居宅介護、重度訪問
介護

受給者証
受給者証に入退所の年月日等を記載しているとのことであるが、写しをとって保管していないので、今後は写しを保管
すること。 短期入所

受給者証
○○利用者の家事援助に係る支給量が、平成３０年○月○日から、１２時間３０分から７時間３０分に変更になっている
のに、受給者証の契約支給量欄はそのままになっているので、改めること。 居宅介護等

サービス提供記録
『サービス実施記録』にサービスを提供したヘルパーの回覧印が押印されているが、記録本文にはサービスを提供した
ヘルパーの氏名が記載されていないので、今後は記載すること。 居宅介護

サービス提供記録

ヘルパー活動記録の記載内容について、下記の例のように記載内容が不十分な事例が散見されたので、改善するこ
と。
（１）深夜の時間帯にサービスを３０分間提供したとしているが、サービス提供内容は「夜間見守り」だけであり、「良眠
中」と記載されている。実際は室温調整やその他の行為も行ったということなので、提供したサービスは具体的に記入
すること。
（２）夕方や朝の30分の間に「DS準備」を行ったと記載されているが、デイサービスから帰った後の洋服や下着等の洗
濯、コップの洗浄等を行ったり、デイサービスに出発する前に持って行く衣類の選定やタオル、パッド、コップ等の準備
を行ったということなので、その旨具体的に記載すること。

居宅介護、重度訪問
介護

サービス提供記録
サービス提供の記録（ヘルパー業務日誌）について、「身体介護」と「家事援助」等のサービス提供を連続して行う場合
は、サービスの種類ごとに日時、サービスの具体的な内容、所要時間等を別々に記録すること。

居宅介護、重度訪問
介護、同行援護

サービス提供記録
サービス提供の記録について、日々の連絡帳には詳細が記載されているが、その後全て保護者に渡しているので、今
後は事業所に保管しておくこと。 生活介護・短期入所
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サービス提供記録

サービス提供記録である『ホームヘルパー活動記録票』は、「身体介護」と「生活援助」（家事援助）の内容を記載する様
式となっているが、「同行援護」事業についても同じ様式を使用しているため、同行援護で支援した内容が不十分な記
載となっている。このため、同行援護については、行き先や要した時間等を記載するよう様式の一部追加・変更等を行
うこと。

居宅介護等

サービス提供記録
サービス提供中に行った利用者に対する相談対応についても、サービス提供記録に記載しておくこと。

居宅介護

サービス提供記録
サービス提供記録には同行援護とのみ記録し、どこに、何をしに外出したのか具体的記録がない。今後は、外出の目
的等を必ず記載すること。 居宅介護等

サービス提供記録
短期入所を提供した時は、短期入所の提供日、内容その他必要な事項をサービス提供記録に記載した後、利用者か
ら確認を受けていないので、確認を受けること。 短期入所

サービス提供記録
同行援護のほとんどのサービス提供記録が病院での支援内容ばかりであるので、送迎等についても記録すること。 居宅介護、重度訪問

介護、同行援護

サービス提供記録
サービス提供記録簿について、サービス提供時間が１６：１５～２１：００とのみ記載があるが、実際は朝も支援を行って
いるので、今後は支援した時間は全て記録すること。 短期入所

サービス提供記録
身体介護のサービス記録に、実際提供した入浴の支援内容をサービス提供記録に記載していないので、今後は漏れ
のないようにすること。 居宅介護等

サービス提供記録
Ｈ利用者の平成３０年１月７日のサービス提供実績記録票において、サービス提供時間が23:30～25:00と記載されてい
るが、本来（計画）の提供時間は23:30～24:30であるのに30分延長した理由が特記事項に記載されていないので、今後
計画を変更した場合は変更理由を記載しておくこと。

重度訪問介護

サービス提供記録
利用者がサービス提供の実績を確認するサービス提供実績記録票を利用者宅に置いたままにし、事業所内に保管し
ていないケースがあったので、今後は、給付請求の際、当該記録票と突合せて確認し請求すること。

居宅介護等

サービス提供記録
身体介護中心型のサービス提供記録に関し、サービス提供内容の一部しか記録されていないので、個別支援計画に
基づき実施したサービス全体について漏れなく記録すること。 居宅介護等

利用者負担額等
「利用料請求書」の費用名目について、水道料、電気代を日用品費で徴収しているので、光熱水費に訂正すること。

短期入所

利用者負担額等
利用者負担金について、収支状況報告が行われていない。少なくとも年に1回は、利用者全員に対し収支状況報告を
行い、余剰金の取扱等について説明を行い、利用者への返金または負担額の見直し等を検討すること。

介護サービス包括
型共同生活援助

利用者負担額等
利用者からの負担金として共益費５，０００円を徴収しているが、共益費という表現はあやふやであり認められない。実
際は殆どが水道光熱費とのことなので、名目を見直すこと。 共同生活援助

利用者負担額等

利用者負担金について運営規程に食材料費として１日１，０００円と記載しているが、重要事項説明書では、朝３００
円、昼３００円、夕４００円と具体的に記載しているので、運営規程にも具体的な費用を記載すること。同様に、体験利
用者の家賃、光熱水費、消耗品費についても、運営規程及び重要事項説明書に具体的な費用を記載すること。

共同生活援助

食材料費
食材料費について、３日前に連絡がない場合は徴収するということなので、重要事項にその旨記載し、書面により同意
を得ておくこと。

介護サービス包括
型共同生活援助
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食材料費

食材料費の請求書・領収書において、食材料費を１回400円で請求しているが、昼食代（350円）とおやつ代（50円）に分
けて記載すること。

生活介護、児童発達
支援、放課後等デイ
サービス

領収証
請求書及び領収証に「食費」が１ヶ月合計額のみ記載されているので、朝食、昼食、夕食に分けて単価と回数を明示す
ること。 施設入所支援

領収証 請求書及び領収証に記載されている「金銭管理料」を重要事項説明書に合わせて「預り金管理料」と改めること。 施設入所支援

領収証
請求書及び領収証に記載されている「食費等実費負担額」には「光熱水費」も含めているので、光熱水費は食費等実
費負担額とは別に記載すること。また食費については、短期入所と同じく、朝食、昼食、夕食に分けて記載すること。

施設入所、生活介
護、短期入所

受領額の通知  法定代理受領した介護給付費の額を利用者に通知していないので、毎月通知すること。 居宅介護等

受領額の通知

介護給付費の法定代理受領した額を利用者に通知していないので、毎月通知すること。
なお、このことについては、前回の実地指導時にも指摘し、改善が図られていなかったので、何故改善されなかったの
か、顛末書を提出すること。

居宅介護等

受領額の通知
法定代理受領による介護給付費の額の通知（給付費等受領のお知らせ）について、受領日が月末となっているので、
今後は、実際の入金日に改めること。 居宅介護等

アセスメント
アセスメントに関し、介護保険利用者用のアセスメント票を利用しているが、利用者の障害の種類や程度等の記載がな
い等心身の状況の把握が不十分であるので、様式の見直しを検討し、利用者の心身の状況、置かれている環境、他の
保健医療福祉サービスの利用状況等の把握に努め、記録すること。

居宅介護等

アセスメント 利用者のアセスメントは最新の分しか保管していないので、過去の分も保管しておくこと。 共同生活援助

サービス等利用計
画

サービス等利用計画では外出時に２人介助を行うとなっているが、利用者の希望で夕食時にも２人介助を行っている
ので、セルフプランであるサービス等利用計画の見直しを働きかけること。 居宅介護等

サービス等利用計
画

サービス等利用計画を入手していない場合があるので、相談支援事業所から入手するとともに、同計画を踏まえて個
別支援計画を策定すること。 共同生活援助

サービス等利用計
画

相談支援事業所が作成しているサービス等利用計画は、個別支援計画を作成する際の元となるものなので、最新のも
のを入手しておくこと。 共同生活援助

サービス等利用計
画

送迎費として1回（片道）あたり50円を全員から徴収しているが、送迎加算も請求しているので重複して徴収しないこと。
なお、既に徴収した送迎費は利用者に返還すること。 生活介護・短期入所

フェイスシート等
『申請者の現状（基本情報）』が相談支援事業所によって作成されているが、事業所独自のフェイスシートが作成されて
いないので、作成すること。

居宅介護、重度訪問
介護

フェイスシート等
フェイスシートに過去の経歴、医療機関・福祉施設の利用状況、障害の経緯等が記載されていないケースがあったの
で、できる範囲で把握し、職員間で情報の共有を行い、適切な支援に繋げること。 共同生活援助

フェイスシート等 フェイスシート及びアセスメントは、大きな変更があった時の他、定期的に見直しをおこなうこと。 共同生活援助

4



居宅介護計画

１．居宅介護計画の作成等に関し、以下のとおり改めること。
(1)アセスメントに際しては、利用者のＡＤＬ(日常生活基本動作)だけでなくＩＡＤＬ(家事や買物等日常生活能力)について
も実施し記録すること。
(2)居宅介護計画の作成（変更）に当たり開催した支援会議の要点を記録に残すこと。

居宅介護等

居宅介護計画

居宅介護計画の作成について、利用者のサービス利用日、時間帯が変更になったにも関わらず、計画の見直しがされ
ていなかった。サービス提供責任者は、居宅介護計画作成後においても、当該居宅介護計画の実施状況の把握を行
い、必要に応じて当該居宅介護計画の変更を行うこと。

居宅介護等

居宅介護計画

居宅介護計画の作成について、二人介護入浴から訪問看護とヘルパー２人の三人体制に変更されているにもかかわ
らず、計画の変更がなされていないので、必要に応じて個別支援計画の変更を作成し、利用者の同意を得たうえで、
サービス提供を開始すること。

居宅介護、重度訪問
介護

居宅介護計画

居宅介護計画の作成に関し、アセスメントの記録がなく計画の妥当性の根拠が不明な事例が認められた。利用者の心
身の状況等の把握に努め、アセスメントの結果は記録し、日常生活全般の状況及び希望等を踏まえて居宅介護計画を
作成すること。

居宅介護

居宅介護計画
居宅介護計画書について、１回のサービスで身体介護と家事援助が混在するサービス形態の計画をたてていたが、身
体介護と家事援助を連続したサービスを計画する場合は、１サービスごとにサービス提供日時、サービスの具体的内
容、所要時間等を明確に区分する計画書とすること。

居宅介護等

共同生活援助計画
共同生活援助計画書原案について、職員会議等を開催し意見を聴取しその会議録を作成・保管すること。また、利用
者への確認・交付は、利用開始日前に行うこと。 共同生活援助

共同生活援助計画

新規利用者のサービスの提供開始までに共同生活援助計画の作成・同意がなされていない事例が認められた。障害
福祉サービスは共同生活援助計画に基づきサービスを提供するものであるので、必ずサービス提供を開始する前に作
成し利用者の同意を得ておくこと。

介護サービス包括
型共同生活援助

個別支援計画
１つの個別支援計画に就労継続支援Ｂ型と共同生活援助の２つの事業が混在しているので、事業ごとに分けて作成す
ること。 共同生活援助

個別支援計画
個別支援計画を平成○年○月○日付けで作成しているが、支援計画会議はその後に開催している。今後はサービス
管理責任者が計画の原案を作成し、支援計画会議を開催して意見を求めたうえで、正式な計画とすること。 共同生活援助

個別支援計画

個別支援計画について、モニタリングを行い、本来少なくとも３ヶ月に１回以上個別支援計画の見直しを行うべきところ
を６ヶ月ごとに行っていたので、今後は少なくとも３ヶ月に１回以上行うこと。また、モニタリングを行った日付がわかるよ
うにしておくこと。

自立生活援助

個別支援計画
個別支援計画の評価に当たって、職員間でモニタリング会議を開催したとしているが、会議録を残していないので、今
後は残しておくこと。 自立生活援助

個別支援計画
個別支援会議について、参加した職員の記録が残されていないので、今後は記録を残すこと。

生活介護

個別支援計画
個別支援計画で定めたサービス提供時間が利用者の都合により変更した場合は、変更した理由等を記録し、サービス
提供責任者は、内容を確認すること。 居宅介護等
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個別支援計画
個別支援計画について、「上記サービス計画について説明を受け、内容に同意しました」を「上記サービス計画につい
て説明を受け、内容に同意し、交付を受けました」に改めること。 居宅介護等

個別支援計画
個別支援計画について、サービス管理責任者が作成していることが分かるように対応すること。 介護サービス包括

型共同生活援助

個別支援計画 個別支援計画について、作成日、交付日、作成者が分かるように対応すること。 施設入所支援、生活
介護

個別支援計画
個別支援計画に係るモニタリングを実施しているが、利用者から聞き取りをするのみで記録していないので、今後は計
画の達成度等を評価・記録すること。 共同生活援助

個別支援計画
個別支援計画に係る会議録について、サービスの提供にあたる担当者を招集し、個別支援計画の原案について意見
を求め、検討内容がわかる様に、会議の記録を残しておくこと。 施設入所、生活介護

個別支援計画

個別支援計画の原案を作成し、原案を元に支援会議を開催して個別支援計画の見直し等を行っているが、個別支援
計画の原案を保管しておらず、また、支援会議で個別支援計画の修正をしたのか、継続することとしたのかわからない
ケースがあったので、今後は個別支援計画の原案の保管及び支援会議記録の充実を図ること。

共同生活援助

個別支援計画

個別支援計画の作成に係る会議（利用者に対するサービスの提供に当たる担当者等招集して行う会議をいう。）が開
催されていないため、サービス管理責任者は、当該会議を開催し、個別支援計画の原案の内容について意見を求める
こと。また、どのような意見があったか記録に残しておくこと

介護サービス包括
型共同生活援助

個別支援計画

個別支援計画の作成に当たって、サービス管理責任者が計画の原案を作成していないので、今後はアセスメント又は
モニタリングを踏まえて個別支援計画の原案を作成するとともに、サービス提供を担当する担当者等による会議を開催
し、原案の内容について意見を求め、その内容を会議録としてメモしておくこと。

共同生活援助

個別支援計画

個別支援計画の作成等に関し、以下のとおり改めること。
(1) フェイスシートは最新の内容に整備すること。
(2) アセスメントに当たっては、利用者及びその家族の生活に対する意向を把握しアセスメント表に記録すること。

共同生活援助

個別支援計画

個別支援計画の作成等に関し、新たにサービスを開始する利用者については、利用者をしばらく観察したのち個別支
援計画を作成するとの誤った認識であったため、サービス開始時に個別支援計画が作成・交付されていない。障害福
祉サービスは個別支援計画に基づく支援を実施するものであり、必ずサービスを開始する前に作成・交付すること

介護サービス包括
型共同生活援助

個別支援計画
個別支援計画の実施状況の把握(モニタリング)に際しては、貴事業所で定める評価基準に基づく評価を実施し記録す
ること。 居宅介護等

個別支援計画
個別支援計画の達成時期が記載されておらず、支援目標も変化がない事例があったので、利用者や家族とも相談し、
達成時期を明示できる支援目標とすること。 共同生活援助

個別支援計画
個別支援計画の長期目標を一律記載しているので、個々の障害の特性を踏まえた計画とすること。 介護サービス包括

型共同生活援助

個別支援計画 個別支援計画は、到達目標や支援内容、所要時間、日程等について具体的に記載すること。（同行援護） 居宅介護等

個別支援計画
個別支援計画を作成する際に、相談支援事業所が作成したサービス等利用計画を入手せずに作成しているので、入
手してサービス等利用計画と整合性を図りながら作成すること。 居宅介護等
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個別支援計画
個別支援計画を就労継続支援Ｂ型のサービス管理責任者と共同生活援助のサービス管理責任者が連名で作成して
いるので、共同生活援助のサービス管理責任者が単独で作成すること。 共同生活援助

個別支援計画

個別支援計画作成後、本人の意向や環境が変化していないか、本人の満足度はどうか、段階ごとの到達目標の達成
度はどうか等、計画の実施状況についてモニタリングが行われていない。計画変更の必要がないかどうかを判断する
ために、モニタリングを必ず実施すること

居宅介護等

個別支援計画

○○利用者の同行援護に係る支給量が２５時間／月から３０時間／月に変更になっているが、サービス等利用計画が
変更されていないため、個別支援計画も変更していない。支給量の範囲内でサービス等利用計画を作成して、それを
元に個別支援計画を作成し、サービスを提供するのが原則であるので、相談支援事業所に変更を依頼する等適切に
対応すること。

居宅介護等

生活介護計画
生活介護計画の作成について、作成者の欄にサービス管理責任者でない者の記載があった。生活介護計画の作成に
ついてはサービス管理責任者の責務であることから、次回からはサービス管理責任者により作成すること 生活介護

モニタリング
モニタリング記録表には、個別の「支援目標」を継続するのか終了するのかを記載すること。終了する場合は、個別支
援計画を変更すること。 共同生活援助

家事援助
家事援助に当たって、利用者の子供の部屋の清掃も行っているが、同居家族への支援は他の家族等による支援が受
けられない場合に限られるので、家族構成等を勘案し、真に支援が必要かどうか検討すること。 居宅介護等

支給量

○○利用者のサービス提供に当たって、支給量を超える分について、民間サービスとして提供しているが、サービス提
供記録である訪問介護員活動報告書には、同一日の同一の報告書に介護給付費分と民間サービス分を一緒に記載し
ているので、今後は、介護給付費の分は別に作成すること。

居宅介護等

身体介護

○○利用者の個別支援計画では月曜日から土曜日まで毎日家事援助を１時間、身体介護を３０分行うことになってい
るが、平成○年○月と○月において、実際は身体介護を全く行わないで家事援助のみ９０分行ったにもかかわらず、家
事援助を１時間、身体介護を３０分したとして介護給付費を請求していたものが数件あるので、○○市と協議を行い、
過誤調整を行うこと。

居宅介護等

通院等介助
○○利用者が通院等介助を利用しているが、タクシー内や病院内での支援を行うことについて個別支援計画に記載し
ておくこと。 居宅介護等

通院等介助
通院介助のほとんどのサービス提供記録が病院での支援内容ばかりであるので、送迎等についても、居宅介護計画
書に記載されているような内容を記録すること。

居宅介護、重度訪問
介護、同行援護

通院等介助
通院等介助のサービス提供記録に、通院先が記載されていないものが散見されたので、漏れのないよう記載するこ
と。 居宅介護等

入浴支援

○利用者に対する入浴支援（身体介護）を委託しているが、受託居宅介護サービス費の算定においては、外部サービ
ス利用型共同生活援助計画に基づいた居宅介護サービスを提供する必要がある。ところが、○利用者の個別支援計
画には一月当りのサービス提供時間、提供する時間帯が記載されておらず、サービスを提供した回数（実績）で給付費
を請求していた。このため、個別支援計画に早急に記載すること。

共同生活援助

有償運送

利用者の外出時等において、事業所車両を利用した際は、走行距離によりガソリン代を利用者等から徴収しているの
で、自家用自動車を有償で運送の用に供する場合は、国土交通大臣の登録又は許可が必要であるので、今後も有償
で実施する場合は、運輸支局に相談すること。

介護サービス包括
型共同生活援助
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利用者の確認印
サービス提供した際、利用者の確認印をもらっていない月（令和元年６月分）があるので、今後は、サービス提供の都
度（１日１回で可）確認してもらうこと。 居宅介護等

運営規程
「通常の事業の実施地域」について、○○全域・○○市の一部（○○町、○○町）としているので、運営規程及び重要
事項説明書を変更すること。

居宅介護、重度訪問
介護

運営規程 おやつ代（1回当たり30円）について、運営規程及び重要事項説明書に追加明記すること。 共同生活援助

運営規程

運営規程について、下記のとおり改めること。
①障害児入所や療養介護の利用については、食事費として１食　４６０円徴収しているが、運営規程に定めていないの
で、定めること。
②短期入所では、朝食２１０円、昼食４２０円、夕食４２０円計１日１，０５０円徴収しているが、食事提供体制加算対象者
については、加算額４８０円を差し引いて提供しているので、その旨記載すること。

医療型障害児入所
施設、療養介護、短
期入所

運営規程

運営規程について、下記の項目を改めること。
①第2条（従業員の職種、員数及び職務内容）の３）４）訪問介護員の職務内容の記載がないので記載すること。
②第4条の法の名称が「障害自立支援法」となっているので、「障害者総合支援法」へ改めること。
③虐待防止のための措置に関する事項の項目を盛り込むこと。なお、③の指摘に関しては、前回も指摘していることか
ら、改善出来なかった理由等を記載した顛末書を別途監査指導課長あて提出すること。

居宅介護等

運営規程
運営規程について、緊急時等における対応方法を記載すること。なお、変更後すみやかに県障害福祉課へ変更届を提
出すること。 共同生活援助

運営規程
食事の提供に係る費用について、食事提供体制加算対象者から費用徴収しないのであれば、食事の提供に係る費用
負担額がない旨を改めること。
従業者の員数を実態（調理員（世話人）１名→２名）に合わせ改めること。

短期入所

運営規程

運営規程について、次の事項を改めること。
第1条第2項に重度訪問介護の対象者として、「重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する障
害者」を加えること。

居宅介護・重度訪問
介護

運営規程 従業者の職種及び員数の記載はされているが、職務内容が記載されていないため、記載すること。 短期入所

運営規程
昼食の食事提供に要する費用の額が入所利用者と通所利用者で異なっているので、区別して記載すること。なお、変
更後はすみやかに県障害福祉課へ変更届を提出すること

施設入所支援、生活
介護、短期入所

運営規程 運営規程に関し、キャンセル料を徴収しているので、キャンセル料の額について記載すること。 居宅介護等

運営規程

給付費対象外の費用のうち「共益費」の中身は光熱水費等であるが、あいまいな名目であるため「光熱水費等」に改
め、「夜間支援等体制加算（Ⅲ）」の算定に関し、緊急時の連絡先や連絡方法について、運営規程に定めていないの
で、定めること。
併せて、利用契約書の利用料中、「共益費」を「光熱水費等」に改めること。

外部サービス利用
型共同生活援助

運営規程 運営規程に記載されている利用者負担金については、重要事項説明書にも記載すること。 共同生活援助
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運営規程
運営規程や重要事項説明書において、「食材料費」が実費と記載されているが、金額が固定しているので、具体的に金
額を下記のとおり明示すること。
　　　　　朝　１８０円　　　昼　１００円　　夕方　４５０円

共同生活援助

運営規程
運営規程第１８条の虐待防止のための措置に関する事項として、職員研修を実施する旨追記すること。なお、運営規
程を変更する場合は、県障害福祉課に届け出ること。

施設入所、生活介
護、短期入所

運営規程
食事の提供に係る費用について、食事提供体制加算に係る利用者負担額（厚生労働大臣が定める額の１００分の１０）
の支払いを受けるものとするとあるが、食事提供体制加算に係る利用者負担額はないので、削除すること。 短期入所

運営規程
運営規程中の「光熱水費」と重要事項説明書中の「光熱水費等」には日用品代も含まれているので、日用品代を除外
し、日用品代は別途独立して金額を記載すること。 共同生活援助

運営規程
運営規程について、次の項目を改正し、県障害福祉課へ届け出ること。（従業者の員数の変更については、年１回程度
定期的に見直し変更があれば変更届を提出する取扱いで可）

看護補助業務

看護補助業務を病棟環境支援員が行っているが、当該職員の雇用契約書には従事すべき業務の内容として「病院の
環境整備に関すること等」と記載されており、適切でないため、看護補助業務の内容がわかるよう雇用契約書の見直し
を行うこと。

療養介護

緊急時連絡 居室において、緊急時連絡先等の掲示をし、緊急時対応の措置を講じること。 共同生活援助

緊急連絡体制
緊急連絡体制の情報が以前の情報のままで最新の情報に更新されていないホームが見受けられたので、最新の情報
に更新すること。 共同生活援助

重要事項説明書

重要事項説明書に関し以下のとおり改めること。
(1)重要事項説明書は説明を受けたことを利用申込者が確認するものではなく、同意するものなので、「説明を受けたこ
とを確認します」との文言を「説明を受け、同意し、交付を受けました」に修正すること。
(2)職員体制に管理者を追加すること。
(3)緊急時等における対応方法(緊急時の連絡先、連絡方法等)及び虐待防止のための措置を追加すること

外部サービス利用
型共同生活援助

重要事項説明書
重要事項説明書に光熱水費（13,000円）について、明記すること。 介護サービス包括

型共同生活援助

重要事項説明書

重要事項説明書の当事業所が提供するサービスと利用料金の「事業所から片道25kｍを超える所から10kｍ毎に100
円」となっているが、運営規程の第○条の（利用者から受領する費用の額等）「実施地域を超える所から10kｍ毎（片道）
100円」とあるので、運営規程に合わせて記載すること。
　　なお、交通費の受領については、実施地域以外の地域の利用者を訪問して指定地域移行支援を行う場合の交通費
（移動に要する実費）の支払を受けることができるものであり、実施地域内での交通費は認められない。○○利用者の
訪問時、交通費を徴収しているので、実施地域内の交通費については返金すること。

地域移行支援、地域
定着支援

重要事項説明書

重要事項説明書の中にサービス提供に係る利用料及び自己負担を記載し利用者の同意を得ているが、その後利用料
等が変更になっているのに同説明書中の金額が変更になっていない。ついては、利用料等の変更の度に重要事項説
明書の変更を行うことが適当でないということであれば、利用料等は厚生労働大臣が定める額として、変更の度に別表
を提供する等適切に対応すること。

居宅介護等
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重要事項説明書

重要事項説明書の利用料について以下の見直しを行うこと。
・食事の提供に係る費用について、食事提供体制加算対象者から費用徴収しないのであれば、食事の提供に係る費
用負担額がない旨を記載すること。
・光熱水費一日当たり２００円を徴収するのであれば記載すること。
・施設利用料一日当たり４００円を徴収するのであれば記載すること。
・各職種の勤務体系が、実際と異なるので、修正すること。

短期入所

重要事項説明書 重要事項説明書は、運営規程と整合性を図るよう見直すこと。 生活介護・短期入所

研修 外部研修後、伝達研修会を実施する等、不参加の従業者にも研修内容を周知させる機会を設けること。 生活介護、短期入所

研修

資質向上のため、計画的に研修の機会を設けること。
特に、人権擁護・虐待防止の観点から、年１回は、全従業者が虐待防止の研修を受講すること。
また、その際の資料、参加した従業者や開催した日時が分かるように、記録しておくこと。

共同生活援助

研修
従業者の事業所内研修について、当日研修に参加できなかった従業者に対して、伝達する機会（研修内容の資料を回
覧する等）を設けること。 短期入所

消防訓練
消防訓練が年に２回実施されていない共同生活住居があるので、消防計画に基づき、全ての共同生活住居について、
少なくとも年に２回の消防訓練を実施すること

介護サービス包括
型共同生活援助

消防訓練

消防訓練の結果を写真付で記録しているが、訓練の概要について、日時、場所、参加者、訓練の内容及びその結果に
ついて記録し、職員間等で共有し、火災に備えること。
また、夜間想定の訓練を行っていないので、今後実施すること。

共同生活援助

消防訓練
消防計画別表にある定期的な自主点検を実施しているとしているが、その点検結果を残していないので、今後は、点
検を実施した都度記録しておくこと。

施設入所、生活介
護、短期入所

消防設備

加工場の作業所において、プロパンガスを使用しているが、消火器が設置されていない。設置の有無について、所轄
の消防署に確認すること。
また、クーラーが設置されていないので、夏場の作業時に向けて、暑さ対策を講じること。

施設入所支援、生活
介護

定員の遵守

利用ニーズにできるだけ応えるためとの理由で、利用定員を超えた受け入れが毎月散見される状況が継続している。
定員超過はサービスの質の確保に影響するので、災害、虐待、地域の社会資源の状況等やむを得ない事情がある場
合以外は利用定員を超えた受け入れが禁止されている。定員超過の解消を図り定員を遵守すること。
なお、やむを得ない事情により利用定員を超えて受け入れる必要があると思われる場合は、支給決定を行う市町等へ
相談し、やむを得ない事情が存するかどうかを確認すること。また、受け入れた際はやむを得ない事情について記録し
ておくこと

生活介護

非常災害等対策
「障害者支援施設避難計画(自然災害対策編)」に関し、災害発生時の避難先が不明瞭であるので、地域の避難先を確
認し当計画に位置付け、従業者及び入居者に避難先、避難経路等を周知しておくこと。 共同生活援助

非常災害等対策
貴事業所で策定した障害者支援施設避難計画(自然災害対策編)に基づき、年１回以上防災訓練、防災教育を実施す
ること。

施設入所、生活介
護、短期入所

非常災害等対策 カーテン、のれん、マット、ジョイントマット、カーペットについて、防炎のものに交換する等適切に対応すること。 施設入所、生活介
護、短期入所
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非常災害等対策

防火のための自主検査チェック票（日常）のチェック欄に「防火戸、防火シャッターの閉鎖障害」があるが、どこを指すの
か不明であるので、チェック項目の見直しを検討すること。
また、日々チェックしているが、誰がチェックしたのか分からないので、責任もってチェックするためにも、チェックした職
員名を記載すること。

共同生活援助

非常災害等対策
避難訓練について、平成30年度は火災訓練2回、自然災害訓練1回、地震訓練1回と計4回も行っているが、利用者の
参加はなかった。今後は利用者の参加による訓練とし、出来れば夜間想定等についても実施するよう努めること。 共同生活援助

非常災害等対策 避難訓練について、夜間または夜間想定の訓練が実施されていないので、年に１回以上は、実施すること。 短期入所

感染防止 感染症や食中毒に係るマニュアルは作成しているが、研修を行っていないので、計画的に取り組むこと。 共同生活援助

感染防止
感染症予防まん延防止マニュアルを作成し事務所に備え付けているが、従業者への内容の周知が不十分であったの
で、研修等を実施し従業者への周知を図ること。 共同生活援助

感染防止
洗面所に共用タオルが設置されている。使用するタオルは、感染症予防のため、他人と共用しないこと。タオルの個人
専用化または、使い捨てペーパータオル等の設置を検討すること。

介護サービス包括
型共同生活援助

健康診断
．平成３０年度以降従業者の健康診断を実施していない。正規職員の１週間の所定労働時間数の3/4以上の従業者に
年１回以上健康診断を実施し、その結果の記録を５年間保存すること。
また、健康診断の結果、要精密検査等の場合は受診勧奨を行いその結果を把握する等健康管理を行うこと

居宅介護等

健康診断
非常勤職員のＭ、Ｎは個人で健康診断を受けているので、その健康診断の結果の写しを事業所内において保管してお
くこと。 共同生活援助

健康診断
夜勤者については、年２回健康診断を行うこと。 施設入所支援、生活

介護、短期入所

衛生管理

衛生管理について、現在嘔吐下痢の利用者を自室に隔離し感染症のまん延防止に努めているが、共用トイレを含め施
設内を歩く時使用するスリッパがフローリングの床に敷かれた布団と直に接触する状況にあり、感染(源)の遮断が不十
分であるので、看護スタッフと検討のうえ、まん延防止対策を見直すこと。

共同生活援助

検食時間
昼食の検食時間について、利用者が食べる前に行っていない事例が散見された。今後は、利用者が食べる前に必ず
行うこと。

施設入所支援、生活
介護

誓約書
業務上知り得た利用者・家族の秘密について外部に漏らさない旨の誓約書を従業者から徴収しているが、退職後も漏
らさない旨の内容を追加すること。

介護サービス包括
型共同生活援助

情報提供に関する
同意

利用者の情報を他の関係機関に提供する際、事前に同意を得ているが、利用者の家族の情報についても同意を得る
ことが必要なので、事前に同意を得ておくこと。 居宅介護等

情報の提供等
リーフレット内の利用料金例の記載について、「光熱水費・日用品費等」と記載すべきところを「共有備品費」、「共有備
品費」と記載すべきところを「共益費」と記載しているので、訂正すること。 共同生活援助

協力歯科医療機関 あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めること。 生活介護

重要事項の掲示
事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関その他利用申込者のサービスの
選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。 共同生活援助

重要事項の掲示 重要事項の掲示では、重要事項説明書をすべて掲示しているので、簡潔に整理したものを掲示すること。 居宅介護等
11



重要事項の掲示
重要事項の掲示について、「緊急時の対応」「事故発生時の対応」を追加すること。また、職員の員数を実態に合わせ
訂正すること。

居宅介護・重度訪問
介護

重要事項の掲示
重要事項の掲示について、事故発生時の対応を追加し、「障害者自立支援法」の記載を「障害者総合支援法」に改める
こと。 居宅介護等

重要事項の掲示
重要事項の掲示の中に、「営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間」、「通常の事業の実施地域」の項
目を追加すること。 居宅介護等

嘱託医
嘱託医との「医療嘱託契約書」の契約期間が過ぎているので、更新手続きを速やかに行うこと。また、医師は利用者に
対して日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行うこと。 生活介護

嘱託医

嘱託医の契約が更新されておらず、現在の嘱託医とは未契約の状況であった。医師の継続的な配置を確保するため、
早急に契約の相手方と協議の上、契約を更新すること。なお、契約にあたっては、職務内容を明確にすること。また、内
科医の出勤簿はあるが、整形外科医の出勤簿がない。ドクター来園日確認表は整形外科の記録はあるが、内科医の
記録がないため、統一的な取扱いを行うこと。

施設入所支援、生活
介護、短期入所

嘱託医
嘱託医を配置しているが、生活介護事業所利用者の健康管理を実際にどの程度行っているか記録がないので、健康
管理を行った際はサービス提供記録にその内容を記載しておくこと。 生活介護

嘱託医
嘱託医就任承諾書をとっているが、嘱託医の業務内容が明確でないので、○１回の施設訪問による医療相談、栄養ケ
ア計画に関する業務等具体的に記載すること。

施設入所支援、生活
介護

苦情解決

苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場や特性に配慮した対応を推進するため、第三者委員を設置する
よう努めること。
また第三者委員は、中立・公正性の確保のため、複数であることが望ましいものであること。

共同生活援助

苦情解決
苦情解決の規程を作り、利用者から法人内の自治会で出された要望についてメモをしているが、様式を決めていない
ため、対応状況が整理されていないので、今後は、様式を定め、対応状況も含め記録しておくこと。 共同生活援助

苦情解決
苦情解決体制として、苦情受付担当者は配置しているが、苦情解決責任者を配置していないので、配置すること。な
お、苦情受付担当者と苦情解決責任者は別の職員とすること。 居宅介護等

苦情解決
苦情解決体制に係る「苦情受付担当者」及び「苦情解決責任者」を重要事項説明書に追加明記すること。

居宅介護等

事故報告
誤薬事故にかかる情報が迅速に施設長まで報告されているか確認できない。アクシデント報告書に責任者、診察医、
主治医への報告欄があるが、施設長の欄も新たに追加すること。

医療型障害児入所
施設、療養介護、短
期入所

事故報告

事故等発生時の報告に関し、誤薬については、県へすみやかに報告する必要があるが、未報告であった。平成２８年７
月２８日付長崎県障害福祉課長名通知に基づき、報告すべき事故については、すみやかに県障害福祉課へ報告する
こと。

外部サービス利用
型共同生活援助

事故防止
支援を行う過程等において「ヒヤリとした」「ハットした」経験を有する事例（ヒヤリハット事例）の情報を従業者に共有し、
事故の未然防止に活用すること。 共同生活援助
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損害賠償

サービス提供により賠償すべき事故が発生した場合は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償
保険の加入に努めること。又、「利用者からいかなる理由を問わず一切の責任を負い、施設には賠償の請求をしないこ
とを誓約いたします。」とした誓約書をとっているが、サービス提供中の事故については原則として事業者が損害賠償
の責を負うので、内容について見直すこと。

生活介護・自立訓練
（生活訓練）

会計の区分
会計の区分について、実施する施設障害福祉サービスの種類ごとに経理を区分することとされているが、区分がされ
ていないので、サービスの種類ごと（施設入所支援、生活介護）に経理を区分すること

施設入所支援、生活
介護、短期入所

会計の区分
居宅介護事業の会計を介護保険事業の会計と区分していないので、区分すること。 居宅介護、重度訪問

介護

記録の整備 指定申請書等、県に提出した資料の写しを保管していないので、必ず保管しておくこと。 生活介護・短期入所

服薬管理
事業所内での研修が虐待防止研修しか行われていないため、自然災害対策、感染症まん延防止、服薬に関すること
等の事業所内研修の機会を確保し、従業者の資質向上を図ること

介護サービス包括
型共同生活援助

服薬管理
服薬に関するマニュアルが作成されていないので、作成すること。 介護サービス包括

型共同生活援助

服薬管理
薬の保管場所について、共同生活住居において、保管場所が適切ではないので、利用者の手を届かない所や鍵つき
の場所へ保管する等検討すること。 共同生活援助

預り金
「預り金出納事務取扱要領」中の取扱い銀行支店名を現状に改めること。 医療型障害児入所

施設、療養介護、短
期入所

預り金

○○預り金等管理規程により、預り金管理責任者である園長が印鑑を保管することになっているが、実際は事務長が
保管している。事務長は別途通帳も保管していることから、牽制機能が働いていない。実務上、園長が印鑑を保管でき
ないのであれば管理規程を変更のうえ、事務長以外の別の職員に保管させるようにすること。なお、前回の実地指導
で印鑑を園長が保管するよう文書指摘し、改善報告では是正する旨回答があったにもかかわらず、実際には是正され
ていないので、是正しなかった理由を記載した顛末書を提出すること。

施設入所、生活介
護、短期入所

預り金

利用者の親族から金銭借用についての申し出があった場合の取扱いについて、法人の預り金管理規程に規定がない
ため、金銭借用や贈与を受けたいとの申し出があった場合の対応や手続きについて、今後は弁護士等に相談及び管
理規程を改正し様式を定めたうえで、適切に対応すること。

施設入所支援

預り金

支援員の預り金等（支援課担当）と財産管理委託契約による預り金等（事務室担当）はそれぞれ年に１回収支状況を利
用者の保護者へ報告しているが、支援員の預り金等と財産管理委託契約による預り金等は一つにまとめて報告するこ
と。また報告回数も年３回～４回とするよう努めること。

施設入所、生活介
護、短期入所

預り金
施設預り金（品）管理規定について、『平成２７年３月１３日付２６長社第７０７１号「施設預り金等管理規程モデル」の改
正について』を参考に、改正を検討すること。 共同生活援助

預り金
平成２７年３月１１日付２６障福号外により長崎県福祉保健部長から各法人あて、「施設預り金等管理規程モデル」の改
正について通知されたところであるが、まだ事業所の預り金管理規程が改正されていないので、本モデルを参考に改
正を行うこと。

医療型障害児入所
施設、療養介護、短
期入所
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預り金
預り金について、当該利用者の預貯金通帳から現金を払い出し、お小遣い等として現金を利用者に渡した際に利用者
が署名した受領書が確認できなかった。この件について、調査を行いその結果を報告すること。

介護サービス包括
型共同生活援助

預り金
預かり金の管理台帳と銀行の通帳の額の不一致（利用者への支払い額を天引きした額を台帳に記載）があったため、
引き出し額と支払額は別行に記載し、適正に取り扱うこと。 共同生活援助

預り金

預り金について、家族会の会費を払い出す際、支出伺い書を作成せず、当該家族会に加入している利用者の通帳から
支出を行い、支出の根拠となる領収書も整備されていない。家族会より当該会費について、領収書の交付を受けるこ
と。
今後は、貴法人が作成している「預り金等出納事務取扱要領」に沿って適正に手続きを行うこと。

施設入所支援

預り金
預り金の管理について、出納管理の点検、確認を毎月1回行っているが、確認作業を行う際は、預貯金通帳等及び預り
金台帳（お小遣い帳を含む。）、支出伺い、証拠書類、現金残高等について、十分に点検を行うこと。

介護サービス包括
型共同生活援助

預り金

預り金の管理に関し、貴法人の「預り金等出納事務取扱」では、各利用者から預かった小遣いは各共同生活住居の金
庫に保管することとなっているが、一部の共同生活住居において金庫とは別の場所にも保管していた。「預り金等出納
事務取扱」に基づく適正な管理を行うこと。

介護サービス包括
型共同生活援助

預り金

預り金の出納事務が法人が定めた預り金管理規程どおりに処理されていない事例が下記のとおり見受けられたので、
管理規程に則って出納事務を行うこと。なお、規程どおり実施するのが実務上困難であれば、現状に合わせ規程を改
正すること。
・第７条により、預り金管理責任者（管理者）は毎月１回、預貯金通帳の点検、確認等を行うものとされているが、６ヶ月
に１回しか行っていない。
・第８条により、預り金出納責任者（副管理者）は金融機関から現金を引き出し、出金額を確認のうえ現金を利用者担
当職員に引き渡すことになっているが、実際は出納員が行っている。

施設入所支援

預り金
預り証の写しを利用者に渡し、原本を事業所が保管しているが、取り扱いが逆なので、原本を利用者に交付するように
すること。 共同生活援助

預り金

利用者等から預り金の管理の申し出（委任）の依頼を受けた時は、「預り金等管理依頼書」の提出を求め、事業所は、
預り金等の内容・金額を確認し、「預り証」を利用者等に交付することにより、預り金の管理を始めることとなるが、この
「預り金等管理依頼書」と「預り証」の様式を家族等から現金を受けた際にも使用している為、混乱を招く原因になるの
で、区別すること。

共同生活援助

虐待防止 虐待防止に係る研修を行っていないので、年に１回は全職員が研修を受けること。 居宅介護等

虐待防止
障害者虐待防止について、研修を実施しているが、開催日時や参加した職員などの記録が残されていないので、今後
は記録を残すこと。 居宅介護等

業務管理体制
業務管理体制の整備に関する事項の届出がなされていないので、法令遵守責任者を選任し、県障害福祉課へ届け出
ること。

外部サービス利用
型共同生活援助
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身体拘束

Ｈ利用者を日中個室（観察室）に入れて鍵をかける時間が１日に５，６回程度ある。これは身体拘束に該当するが、平
成３０年度から「身体拘束未実施減算」制度が設けられ、やむを得ず身体拘束を行った場合で、その態様及び時間、そ
の際の利用者の心身の状況、緊急やむをえない理由などを記録していない場合、１日につき５単位を減算することに
なったところである。このため、事業所が作成している「治療上必要な身体拘束部位等の確認表」を確認したところ、拘
束理由はまとめて一番上の部分に記載されており、それぞれの身体拘束時間帯には理由が記載されていなかった。今
後は様式を改正し、拘束時間帯ごとに心身の状況等その拘束理由を記載すること。

療養介護

身体拘束

車椅子からの滑落防止の為のベルト装着を行っているケースがあるが、利用者からの同意を得た確たるものがないの
で、今後やむを得ず身体拘束する場合、個別支援会議等で組織による決定を行うとともに、個別支援計画に身体拘束
の態様、時間及びやむを得ない理由等を記載し、利用者又は家族の同意を得ておくこと。

施設入所、生活介
護、短期入所

虐待防止
利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、全従業者に対し、研修を定期的（1年に1回以上）に実施すること。また、
その際の資料、参加した従業者名や開催した日時が分かるように、記録しておくこと。 居宅介護等

勤務時間
ファミリーサポート事業は法人独自の事業であり、これに従事している時間は指定障害福祉サービスではないので、職
員の常勤換算する上で勤務時間から除外すること。 居宅介護等

医師未配置減算

利用者の健康管理のために医師に代わり看護職員を配置しているので、医師未配置減算が必要になるが減算を行っ
ていないので、指定時に遡って、支給決定市町村と協議して過誤調整するとともに、その結果を県監査指導課に報告
すること

生活介護・短期入所

医療連携体制加算
医療連携体制加算（Ⅰ）について、利用者の看護に看護職員が従事しているものの加算の要件である医師の指示を受
けておらず、看護の後に医師である理事長に報告しているのみである。今後は、医師の指示を受け、口頭である場合
は指示の内容をメモしておいて、指示に従った看護を行うこと。

介護サービス包括
型共同生活援助

医療連携体制加算
医療連携体制加算（Ⅴ）において、利用者から重度化した場合の対応指針について同意書をとっていないので、とって
おくこと。 共同生活援助

医療連携体制加算

医療連携体制加算（Ⅴ）について、看護師により２４時間連絡できる体制を確保することになっており、緊急時には携帯
電話で連絡する旨当該看護師に口頭で了解を得ているとしているが、雇用契約書の中にその旨記載する等して文書で
明確にしておくこと

介護サービス包括
型共同生活援助

医療連携体制加算

看護師資格を有する生活支援員が医療的ケアを行った場合についても医療連携体制加算の対象となるが、その場合
は当該業務に係る勤務時間は人員基準上必要な常勤換算の時間数には含めないこととされている。したがって、毎月
行っている人員基準を満たしているかどうかの勤務時間の計算においてはこの点を考慮して計算をすること。また、県
に毎年提出している「指定障害福祉サービス事業者指導提出資料」の別表３「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧
表」のうち、○○看護師については別の行に生活支援員としての勤務時間を記載するとともに、○○生活支援員につい
ては、別の行に看護師としての勤務時間も記載すること。

共同生活援助

退院・退所月加算

退院・退所月加算の算定に関し、当加算は退院退所等をした後に他の社会福祉施設等に入所する場合は算定できな
いが、誤って養護老人ホーム入所者に算定した事例が認められた。
ついては、同様な事例がないか自主点検を行い、関係市町と協議のうえ、過誤調整を行い、その結果を県監査指導課
へ報告すること。

地域移行支援、地域
定着支援

栄養マネジメント加
算

栄養マネジメント加算の算定について、栄養ケア計画作成のための栄養ケアカンファレンス会議を開催しているが、同
会議の参加者名が記載していないので、今後は記載しておくこと。

施設入所支援、生活
介護

15



個別支援計画未作
成減算

○○利用者については、入所日の３ヶ月後に個別支援計画の作成が作成され、△△○○利用者については入所日の
５ヶ月後に個別支援計画の作成が作成されており、計画未作成のまま支援が行われていた。
この場合、個別支援計画が未作成であった月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで３か月未満の月につ
いては所定単位数の１００分の７０で、３月以上の月については所定単位数の１００分の５０で算定し請求する必要があ
るが、減算せず請求していたため、関係市町と協議して過誤調整するとともに、その結果を県監査指導課に報告するこ
と。なお、他にも同様の事例がないか自主点検を行い、該当があれば同様に対応すること。

医療型障害児入所
施設、療養介護、短
期入所

大規模住宅等減算

○○の定員が８名以上になっているが、大規模住宅等減算が行われていないので、関係市町村と協議し、過誤調整等
を行うとともに、その結果を県監査指導課に報告すること。なお、他にも同様の事例がないか確認し、あれば同様に対
応すること。

共同生活援助

帰宅時支援加算

帰宅時支援加算について、従業者が帰宅先に電話連絡はしているものの、利用者の生活状況等聴き取った内容を記
録していない。今後は、帰宅している間、家族等との連携を十分図ることにより利用者の生活状況等を十分把握すると
ともに、その内容を記録しておくこと。

介護サービス包括
型共同生活援助

緊急時対応加算
「緊急時対応加算」を算定しているが、要請のあった時間を記録に残していないので、洩れなく記録しておくこと。

居宅介護等

重度障害者支援加
算

「重度障害者支援加算（Ⅱ）」について、支援計画シートを作成しているが、強度行動障害者支援養成研修（実践研修）
を修了した者が作成したことが分かるよう作成者名を盛り込むこと。

施設入所支援、生活
介護、短期入所

処遇改善加算

処遇改善加算（Ⅱ）を請求しているが、要件として処遇改善の計画等を記載した福祉・介護処遇改善計画書や、処遇改
善に要した費用を全ての福祉・介護職員に周知することになっているが、周知方法をこれまでの口頭から文書回覧に
改めること。

居宅介護

初回加算
Ｙ利用者の初回加算に関し、サービス提供実績記録票にサービス提供責任者が押印していなかったので、今後はサー
ビス提供責任者も押印すること。 居宅介護

初回加算
初回加算の算定に関し、サービス提供責任者が居宅介護に同行した場合はサービス提供記録にその旨明確に記録す
ること。 居宅介護等

食事提供体制加算

平成３０年6月３日、９日、１０日、２３日、２４日に食事提供体制加算を算定しているが、何れも、市販のパンや弁当を購
入して提供しているだけであり、従業員による食事の提供や第三者に委託しての食事提供とは見做せないことから加
算要件に合わないので、関係市町村と協議して過誤調整するとともに、その結果を県監査指導課に報告すること。ま
た、平成２６年５月１日の指定時に遡って調査し、同様の事例があれば同様に対応すること。

短期入所

食事提供体制加算

○利用者は短期入所を利用し、△日には生活介護を利用しているが、その際、△日に、短期入所と生活介護の両方で
食事提供体制加算を算定している。
食事提供体制加算は、１日に複数回食事の提供をした場合（複数の隣接事業所等において食事の提供をした場合を
含む）は、当該加算がその食事を提供する体制に係るものであることから、複数回の算定はできない。
ついては、支給決定市町村と協議して過誤調整するとともに、その結果を県監査指導課に報告すること。
なお、他にも同様の事例がないか調査し、該当があれば同様に対応すること。
また、利用者に負担をさせる額は材料費に限定されるので、再計算の結果、自己負担額が増える場合は、利用者又は
保護者に十分説明し理解を得て請求すること。

生活介護・短期入所
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早朝加算

「通院等乗降介助」における早朝加算の算定について、本来であれば、早朝の時間帯（午前6時から午前8時までの時
間）が含まれる行きのサービスの請求にのみ当該加算が適用されるところを、帰りのサービスの請求にも誤って当該加
算を請求していた。ついては、関係市町と協議の上、過誤調整し、その結果を県監査指導課に報告すること。

居宅介護等

長期入院時支援特
別加算

利用者が平成２９年度及び３０年度に入院しており、長期入院時支援特別加算を請求しているが、入院時に支援を行う
ことについて個別支援計画に定めていないので、定めること。 共同生活援助

長期入院時支援特
別加算

利用者が○月○日に病院に入院し、△月△日に退院したため、長期入院時支援特別加算を請求しているが、個別支
援計画に病院を訪問して病院との連絡体制や、本人と面談し相談支援等を行うことを記載していなかった。今後は個別
支援計画に記載しておくこと。

共同生活援助

特定事業所加算

「特定事業所加算（Ⅱ）」を算定しているが、以下の算定の要件について改善すること。
・「居宅介護従業者ごとの研修計画」が居宅介護従業者ごとになっていない。居宅介護従業者について、個別の具体的
な研修の目標内容、研修期間等を定めること。
・従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。なお、「定期的」とは、概ね１月に１回以上。

居宅介護等

特定事業所加算

特定事業所加算Ⅱを算定しているが、必要な従業者ごとの研修計画は作成しているが、計画に沿って行われておら
ず、資料配布のみになっている研修もあったので、今後は、従業者の技術水準に合わせた具体的、個別的研修計画を
たて、計画に沿って研修を実施すること。

居宅介護等

特定事業所加算
特定事業所加算Ⅱを算定するに当たり、従業者の技術指導を目的としたケース会議を開催しているが、参加した従業
者名を記録していないので、今後は、必ず記録しておくこと。 居宅介護等

入院・外泊時加算

「入院・外泊時加算（Ⅱ）」の算定に当たっては、次の事項を改めること。
（１）「施設障害福祉サービス計画」に入院（外泊）時の支援について位置付けること。
（２）入院（外泊）時の際に支援した内容について、具体的に記録しておくこと。

施設入所、生活介
護、短期入所

入院・外泊時加算

入院・外泊時加算（Ⅱ）の９日を超える入院にあっては、特段の事情のない限り、指定障害者支援施設等の従業者が、
原則として１週間に１回以上（病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等の準備や利用者の相談援助、家族との
連絡調整などの支援）訪問すること。
　また、特段の事情により訪問ができなかった場合については、その具体的な内容を記録しておくこと。

施設入所支援

夜間支援体制加算
夜間支援等体制加算（Ⅰ）を請求しているが、個別支援計画に夜間支援を行うこと及びその内容を記載すること。

共同生活援助

夜間支援体制加算
夜間支援等体制加算（Ⅱ）について、定時的な居室の巡回等の記録や緊急時の支援等があった場合の記録を残すこ
と。

共同生活援助

夜間支援体制加算
夜間支援等体制加算（Ⅲ）の算定については、緊急時の連絡先や連絡方法を運営規程に定めるとともに共同生活住居
内の見やすい場所に掲示すること。 共同生活援助

夜間支援体制加算
支援記録のほとんど毎日が「変わりなし」としか記載されていない。夜勤者は定時的な居室の巡回を行うとともに巡回
の記録を残すこと。 共同生活援助

夜間支援等体制加
算

「夜間支援等体制加算届出書」における算定の元となる夜間支援対象利用者の数は、前年度の平均利用者数とするこ
と。（前年度の平均利用者数の算定に当たって少数点以下の端数が生じる場合は、少数点第１位を四捨五入） 共同生活援助
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夜間支援等体制加
算

夜間支援等体制加算Ⅲを請求するようになったが、常時の連絡体制として「携帯電話などにより、夜間及び深夜の時
間帯の連絡体制が確認されている」必要とされている。しかし、当事業所は公衆電話を設置しているが、携帯電話にか
けることができないため、担当職員の携帯電話へ利用者が公衆電話から電話することができない。このため緊急時に
連絡が付かない場合が考えられるので、携帯電話へ掛けられる電話に変更すること。

共同生活援助

帰宅時支援加算 帰宅時支援加算について、利用者が外泊する際の支援内容の対応を個別支援計画に位置づけること。 介護サービス包括
型共同生活援助

移動介護加算
移動介護加算について、支援内容の記録漏れが散見されたので、記録内容に不備がないようにすること。また、重度
訪問介護計画においても位置づけられた支援内容であること。 居宅介護等

リハビリテーション
加算

リハビリテーション加算(Ⅱ)の算定に関し、リハビリテーション実施計画原案に基づいたリハビリテーションやケアを実施
しながら、概ね２週間以内及び概ね３月ごとに関連スタッフがアセスメントとそれに基づく評価を行うこととなっている
が、概ね２週間以内のアセスメントとそれに基づく評価がなされていなかったので、確実に実施すること。

生活介護

福祉・介護職員処
遇改善加算

「福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」において、処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び処遇改善に要し
た費用について、全従業者が閲覧できる掲示板等への掲示や全従業者への文書による通知等により周知すること。 施設入所支援、生活

介護、短期入所

福祉・介護職員処
遇改善加算

「福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」の算定に関し、以下の内容について、全ての福祉・介護職員へ確実に周知される
ような方法（関係資料の全員回覧や事務室の掲示板への掲示等の方法でも可）で周知すること。
①福祉・介護職員処遇改善計画書
②キャリアパス要件Ⅰ(任用の際における職責又は職務内容等の要件を定めていること)
③キャリアパス要件Ⅲ(経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する
仕組みを設けていること)

居宅介護等

福祉・介護職員処
遇改善加算

「福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」を算定しているが、福祉・介護職員に対し賃金改善等の処遇改善計画等の周知
が口頭で行われているので、全従業者が閲覧できる掲示板等への掲示や全従業者への文書による通知等により周知
すること。

居宅介護等

福祉・介護職員処
遇改善加算

福祉・介護職員処遇改善加算を算定しているが、職員の資質向上のための研修を受けさせているが、研修計画書を作
成していないので、年間計画を作成すること。 短期入所

福祉・介護職員処
遇改善加算

福祉・介護職員処遇改善計画の内容を職員に周知したとしているが、会議録等を保管していないので、今後は、周知し
たことが確認できる資料を保管しておくこと。 居宅介護等
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